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編集委員長の退任にあたって

日本公衆衛生雑誌

編集委員長

西 信 雄

2015年 1 月から 2 期 6 年にわたって務めてまいりました編集委員長を，本号が発行される

2020年12月をもって退任いたします。前編集委員長の田宮菜奈子先生が 2 期目の任期に入られ

る前に理事に就任されたため思いがけず編集委員長に指名いただきましたが，編集委員会およ

び査読委員の先生方，会員の皆様，事務局の方々に多大なご支援をいただき無事に退任を迎え

ることができました。ここに厚くお礼申し上げます。前々編集委員長の甲斐一郎先生（第59

巻・第 4 号）にならって，誌上で退任のご挨拶を申し上げます。

以下に 6 年間の主な取り組みを紹介いたします。

1. 審査期間の短縮

2015年 1 月の編集委員会で「論文中の字句や形式的な点については過度に修正を求めない」

ことを申し合わせ，教育的査読ではなく支援的査読を行うこととしました。また2015年11月に

投稿規定を改定し，投稿原稿の種類の短報と研究ノートを廃止しました。これとともに編集委

員会では著者が希望した原稿の種類で査読することを確認し，基本的に審査の過程で原稿の種

類の変更を求めないこととしました。さらに査読コメントについては全般的なコメントと個別

のコメントに分けて記載することとし，著者に改訂いただきたい点を明確にするよう努めてい

ます。2020年 4 月には再度投稿規定を改定し，「返送から 6 か月以上経過した場合は，投稿取

り下げとみなす。」という期間の 6 か月を 3 か月に変更しました。これらの取り組みにより投

稿受付日から採用日までの日数の平均値（中央値）は，第62巻（2015年）掲載計48本の平均

206.6日（195日）から第67巻（2020年）掲載計62本の平均184.9日（171日）まで減少しました。

2. 投稿・掲載論文数の増加

上記のように投稿原稿の種類の短報と研究ノートを廃止したことで，科学的な新規性のある

論文（手法，対象，結果，解釈のいずれかで既出論文にはない新しさを持つと客観的に判断で

きる論文）はすべて原著として投稿いただけるようになりました。また2015年発行の第62巻に

掲載された論文から 3 論文を選定して，2016年の学会総会で優秀論文賞の表彰を行いました。

この優秀論文賞の表彰は毎年継続しています。さらに同じく2016年の学会総会から，編集委員

会のメンバーが演題発表をもとに発表演題推薦カードを発表者にお渡しするようにして，投稿

までのフォローをしています。最近は理事の先生方を中心にモニタリング・レポート委員会か

らの報告も投稿いただいており，投稿論文数全体が2018年の96本から2020年（11月 5 日現在）

の121本まで増加しました。また掲載論文数は上記のように第62巻（2015年）の48本から第67

巻（2020年）の62本まで増加しました。結果として採用後の掲載待ち論文数が増加しているた

め，すでに本誌論文の PDF ファイルを公開している JSTAGE において，著者校正後の論文

を早期公開することとしました。第68巻（2021年）1 号からは，基本的に早期公開済みの論文
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が本誌に掲載されることになります。

3. 英語論文の投稿・掲載

本誌では日本語の論文だけでなく英語の論文も受け付けています。2018年 9 月には英語論文

の投稿規定を改定し，英語論文の投稿では会員資格を筆頭著者または連絡著者のみに求めるこ

ととしました。また，オンライン投稿・査読システムにおいて日本語と英語の切り替えができ

るようにしました。ただ，このような取り組みによっても，英語論文の投稿は 1 年に数本しか

なく，掲載は第64巻（2017年）と第65巻（2018年）に各 1 本，第67巻（2020年）に 3 本あった

のみで，なかなか投稿数，掲載数の増加が達成できていません。英語雑誌の場合，インパクト

ファクターが投稿の動機として重要だと思いますが，日本語と英語の混載誌である限り Web

of Science への掲載をもとにしたインパクトファクターの取得に至りません。今後，英語論文

の掲載本数を増加させるためには，日本語と英語の雑誌を分けるなど根本的な戦略の見直しが

必要です。いずれにしましても，皆様からの英語論文の積極的な投稿がまずは第一歩になるも

のと思います。

あらためて，皆様のご協力に感謝申し上げます。次期編集委員長には上原里程編集委員（京

都府立医科大学大学院医学研究科地域保健医療疫学/保健・予防医学教室教授）が就任されま

す。上原新編集委員長のもとで本誌が益々発展することを祈念しまして退任のご挨拶とさせて

いただきます。
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2020 Japanese Society of Public Health

特別論文

2020年の世界保健機関健康開発総合研究センター

サラ・ルイーズ・バーバー ローゼンバーグ恵美
メグミ



世界保健機関健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）は，兵庫県ならびに神戸市など

による国際保健への貢献として兵庫県神戸市に設立されてから，2020年で25年を迎えた。世界的な

高齢化を考慮したユニバーサル・ヘルス・カバレッジの推進に資するべく，サービス提供モデル，

持続可能な資金調達，イノベーション，指標と測定，災害・健康危機管理の各テーマに関して，保

健医療制度や政策の観点から研究に取り組んでいる。

Key words国際保健，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ，高齢化，健康危機管理

日本公衆衛生雑誌 2020; 67(12): 845849. doi:10.11236/jph.67.12_845

 背 景

2020年 4 月，世界保健機関（WHO）は，1948年
の設立から72年目を迎えた。また，2020年 8 月には，

WHO 健康開発総合研究センターが設立から25年目

を迎えた。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
の感染拡大が世界中で猛威を振るい，世界的な保健

課題が大きな注目を浴びる中，いずれの記念日も迎

えることになった。

72年前の公衆衛生分野は，イノベーションが盛ん

な時期の最中であった。それ以前の天然痘や黄熱病

などに端を発した感染性疾患を予防するためのワク

チン開発が1940年代にさらに進み，抗生物質，抗結

核薬，抗マラリア薬とともに，安定した生産と供給

をするための技術開発もされた1～5)。その後も，

1950年代から1960年代には，ポリオワクチン，経口

避妊薬，そして心血管疾患やがんなどの非感染性疾

患の治療薬が開発された6～11)。1970年代には，多く

の主要な疾患に費用対効果の高い治療薬が現れ，

1977年に初めて発行された WHO の必須医薬品モ

デル・リストには，186種類の医薬品が含まれ

た12)。しかし，今日に至るまで，いつの時代も，こ

れらの偉大なイノベーションの恩恵がすべての人に

行き渡ることはなく，多くの人々が必須医薬品，飲

み水，衛生設備でさえ欠く状況である13,14)。

1948年，WHO の設立とともに国際連合の世界人

権宣言が採択され，その中で基本的人権としての健

康が明示された。これを契機に，先に挙げたよう

な，人命にかかわる薬やイノベーションを世界中の

人々が確実に利用できるようにするための努力が始

まった。それ以降，目を見張るような進歩が遂げら

れた一方で，依然として必要な保健医療へのアクセ

スは大きな課題であり，解決が待たれている。2017
年時点で各種の基本的な保健医療の提供を受けるこ

とができた人は世界の人口の 3 分の 1 から 2 分の 1
程度であり，2015年中に保健医療費が世帯支出の

10以上を占めた人は世界で約 9 億 3 千万人いたと，

2019年発行の「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）グローバル・モニタリング・レポート｣15)

で WHO は結論付けている。

保健医療へのアクセスにおける格差が依然として

存在する中，世界を取り巻く状況は目まぐるしく変

化し続けている。中でも重要な課題は，人口の高齢

化，および，それに伴って複雑化する保健医療ニー

ズに，保健医療制度から社会福祉制度に至るまで統

合的に対応する必要性である16)。また，近年，頻繁

に発生している健康危機と災害に対処できるよう，

保健医療制度を強化する必要性も重要な課題となっ

ている17)。本稿の目的は，これらの世界的な課題に

ついて，WHO 健康開発総合研究センターが，国内

外の研究機関と連携しながら，今後進めていく研究

の方向性を示すことである。

 WHO 健康開発総合研究センターの設立経

緯と研究概要

WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神戸セ

ンター，WKC）は，WHO 理事会からの承認と神
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戸グループ（兵庫県，神戸市，株式会社神戸製鋼，

神戸商工会議所によって構成）からの資金的および

物質的な支援を受けて，1995年に兵庫県神戸市に設

立された。神戸グループとの覚書の第 3 期にあたる

2016～2026年の戦略18)として，とくに高齢化を見据

え，保健医療制度とイノベーションに関する研究を

実施してエビデンスを統合し，UHC の推進を加速

させることを掲げている。これに合わせて2017年，

UHC 達成を目指す国々のための卓越した世界的研

究拠点になるというビジョンを設定した。

WKC の事業が指針とするのは，WHO 組織全体

にかかる総合事業計画，WHO 本部に属する研究機

関として与えられている使命，そして，この2016年
～2026年の WKC 固有の戦略である。いずれも総

合的指針として UHC の原則を採用している。2016
年～2026年の WKC 戦略については，WHO 事務局

長と神戸グループの間で承認がなされ，主要な資金

に関する合意が得られ，それをもとに両者による覚

書への署名がなされた。WKC の独自性は，世界各

国のさまざまな状況を考慮した，将来あるべき保健

医療制度の研究に焦点を当てることにあるとし，主

に保健医療政策と制度に関する非臨床研究を支援し

ている。

主な事業である研究活動は，保健医療のアクセ

ス，サービス適用範囲，患者の経済的保護に関する

課題を特定し，保健医療制度の観点から，これらの

問題の原因や解決の障壁となっている要因を理解す

ることに焦点を当てている。具体的には，様々な地

域や国の状況における，保健医療の組織構成，財

政，提供に関する調査や，保健医療分野以外で人々

の健康に影響を与える制度の研究，質の高い医療提

供と人々の健康を生み出す基盤となる政策，組織，

規制制度の研究，国による指揮や政策実行などのガ

バナンス能力の研究などが挙げられる。これには，

健康，福祉（ウェルビーイング）およびアクセスの

公平性に関する分析も含まれる。概して，保健医療

政策および制度の研究では，日常生活から緊急時に

至るまでの幅広い状況で保健医療制度が果たす役割

が探究される。

WKC の現行の戦略では，主な研究テーマを特定

するための一連の基準が示されている。急速に高齢

化する社会における UHC 関連の未充足ニーズへの

対応，持続可能な UHC を目指す国々の支援，急速

な高齢化が進む中で UHC 実現を目指している各国

における優先的な研究課題への取り組み，イノベー

ション拡充のために求められる保健医療制度の要件

に関する知見の習得などである。また，WKC に優

位性があり，他の WHO 部局の活動内容と重複し

ないテーマを優先することも定められている。これ

らを踏まえ，中核となる 3 つの主要研究テーマ，す

なわち，UHC（サービスの提供，持続可能な資金

調達，イノベーションを重点的に），指標と測定，

災害・健康危機管理を設定した。この 3 テーマの

各々について，WHO 総合事業計画に沿って，また

既存の研究で得られた知見および各加盟国のニーズ

や要望を基にして，さらに具体的な研究課題を同定

している。2020年およびそれ以降の WKC の研究

テーマの設定は，先行研究を踏まえ，システマ

ティック・レビューなどを通して世界的な研究

ギャップを把握し，外部専門家や主要な研究協力者

および利害関係者との協議を経て行うものである。

 主な研究テーマ

. UHCサービス提供モデル，持続可能な資

金調達，イノベーション

第 1 の研究テーマは，保健医療制度の中枢にある

サービス提供モデルである。人口の年齢構成が若い

国では，死亡率の低下や疾病の減少に焦点が当てら

れ，したがって，母子の死亡率低下などを指標にそ

の成否が判断される。高齢化が進んだ国では，主に

複数の併存疾患を管理することにより，個人の機能

的能力を維持し，生活の質を改善する方向に保健医

療制度が移行する。しかし，今のところ，人を中心

とした保健医療への移行に成功した国はほんのわず

かで，相変わらず病院を中心とした急性期医療モデ

ルに依存し続けている国が多い16,19,20)。したがっ

て，身体的な状態だけでなく，精神的な健康や社会

的ニーズも包含する慢性疾患を有する患者をよりよ

く管理するためには，保健医療制度をどのように変

革していくべきかを明らかにする研究が必要とされ

ている。

持続可能な資金調達は，サービス提供と密接に関

わる問題である。人口高齢化に伴い，増大する医療

費をいずれ負担できなくなる可能性を政策決定者は

危惧している16,21)。同時に，主に労働者から徴収さ

れる税金に依存する医療財源調達制度は，高齢化と

人口減少の影響を受けやすく，保健医療・社会福祉

サービスを賄うために十分かつ安定的な財源を確保

できるのかという不安も生じている22)。医療費の増

加とその財源に影響する政策オプションを調査する

ため，さらなる研究が必要である。

イノベーションは，WKC のすべての研究活動を

通じて追究するテーマである。イノベーションと

は，政策，制度，技術にかかわらず，革新的な手法

を指すものとして広く定義されており，UHC の推

進に向けた発想を具体的な手段に転換する手助けと
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なることが示唆される。公衆衛生に最良の影響を与

えるような，革新的な解決策につながる研究を

WKC は支援している。イノベーションは，実際的

な問題を解決するために考案されるものであるた

め，各国の状況に応じて内容は異なる。各国を取り

巻く状況は非常に重要であり，例えば，平均寿命が

短い国では，国家政府の医療支出の低さ，脆弱なイ

ンフラ，有資格医療従事者の不足などの保健医療制

度上の課題がある傾向にある20,23)。このような状況

では，基本的な保健医療へのアクセスを拡大するよ

うな，実用的で費用のかからないイノベーション開

発を優先すべきである。対して，先進的な国々の特

徴としては，平均寿命が長く，保健医療制度が良好

に機能していることが挙げられる。しかし，このよ

うな国でも，費用を抑制しつつ，サービスの質と効

率を向上させ，患者と制度利用者に，より主体性を

与えるようなイノベーションが求められている。こ

のように所得水準などの状況が異なる国々での研究

結果を比較，統合して，考察する手法が重要である。

. 指標と測定

第 2 の研究テーマは，高齢化社会という状況を考

慮した UHC の指標と測定である。高齢化をはじめ

とする急速な人口動態の変化に直面する各国が抱え

る課題をより正確に把握するために，国際的な

UHC モニタリングの取り組みをどのように改善，

強化できるかということに焦点を当てている。

公平性を保障することの重要性を踏まえ，高齢者

における健康格差を正確に把握するために必要な

データや投資について明らかにすることが重要と思

われる。また，UHC をモニタリングするための既

存の指標には，病床数など，高齢化社会において変

化するニーズへの保健医療制度の対応を十分に反映

していないと考えられるものもある15)。そこで，こ

のテーマに関する取り組みでは，利用可能なデータ

の二次解析をもとに，国ごとに固有の指標を用い

て，保健医療サービスの適用範囲，未充足のニー

ズ，および，経済的保護の状況の評価を行うものと

する。同様に，高齢者が受けるケアの質と内容を正

確に測定するための指標，すなわち，保健医療シス

テムとの接触頻度，専門家へのアクセスのしやす

さ，患者と医療提供者との間の関係性，メディカル

ホームの利用可能性，あるいはサービスの過剰利用

や医原性の被害なども含めた指標を詳細に検討する

必要もある。

. 災害・健康危機管理

第 3 の研究テーマは，災害・健康危機管理であ

る。この数十年，災害などの危険事象の頻度と深刻

性が増している。計画性のない都市化などを含む人

口動態の変化と気候変動は，災害による影響を増悪

させた17)。危険性や脆弱性の低減を目的とする，科

学的根拠に基づいた政策を策定および実践すること

により，保健医療システムを強化すること，また，

自然および人工的ハザードに関連して起こる多様な

感染症の流行や災害のリスク増大に対処する能力を

構築することが引き続き必要である。災害リスク低

減に必要な重要事項として健康を重視することは，

第 3 回国連防災世界会議で採択された「仙台防災枠

組20152030｣24)の全体を通して強調されている。

6,000人以上が死亡し，約30万人が避難を余儀な

くされた1995年の阪神・淡路大震災後に，被災地の

兵庫県神戸市に WKC は設立された。2016年以降，

WHO Health Emergency and Disaster Risk Manage-
ment Research Network25)および国連との科学技術

協力など，災害・健康危機管理の発展に向けた科学

的エビデンス強化のための国際的な活動に中心と

なって協力してきた。また，大規模災害の予防，対

策，対応，復旧に関して幅広い経験を持つ日本の専

門家との対話も継続的に実施している。

このテーマにおける WKC の研究では，研究成

果を政策オプションに生かすための前提として，健

康に関するデータの収集と管理の標準化に焦点を当

てている。将来に向けて被災者の医療データを系統

的に収集している WHO 緊急医療チームと共同で，

2017年，災害後の医療データ収集の標準化手法を開

発した26)。人口動態の変化と都市化に伴い，貧困

層，高齢者，障がいのある人々など，脆弱性，キャ

パシティ，ネットワークなどに格差が認められる

人々が増加しており，このような人々には，災害の

発生前，発生時，発生後に，それぞれ特定のニーズ

が生じる。しかし，このような特定の集団を考慮し

た健康災害リスク評価，および，その集団が持つリ

スクの低減を目的とした活動は不足している25,27)。

脆弱性のある集団の増加に対応し，とくに高齢者を

対象として，包摂的な方法によるリスク評価と脆弱

性低減や能力向上などを含むリスク管理に関する研

究を実施している。

さらに，災害・健康危機管理の研究方法や倫理に

関する手引きの作成にも，第一線の研究者達と協同

して取り組んでいる。2019年から Health Emergen-
cy and Disaster Risk Management Research Network
の事務局を務め，年次総会を主催し，進捗について

ウェブサイトを通じて情報発信している。

 世界と地域の連携

WKC は WHO 本部の一部門であり，世界的責務

を担っている。同時に，その設立運営への直接的支
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援の提供元であり，WKC の職員が生活し働く場で

ある兵庫県ならびに神戸市を中心とした地域にも，

主に情報や知識の共有を通じて貢献しようと努めて

いる。すなわち，WKC には，世界と地域の両者で

果たすべき役割がある。

地域連携という点で，WKC は 3 つの主たる目的

を有している。第一の目的は，世界各国が UHC お

よび持続可能な開発目標の採択にもとづき，一連の

目標を達成することに努めていることから，その過

程で得られた教訓を各国間で共有し，国際的な協働

を促すために，兵庫県および神戸市を中心に，広く

は関西地方や日本全国の研究機関の協力を得ること

である。3 つの主要研究テーマの各々については，

とくに兵庫県ならびに神戸市の保健課題との関連性

の高い課題の特定も進めている。このように，地域

と連携した研究活動が，WKC の国際研究計画の一

部に位置づけられている。

第二に，地域の研究者と世界の研究者が共同研究

を行う機会を提供できるように努めている。それに

より，世界的研究を行う責務を果たすと同時に，地

域での研究ネットワークを広げ，協力関係を強めて

いる。2019年には，関西地方の研究者と世界の研究

者との共同による新たな研究をいくつか開始した。

具体例として，高齢者のニーズに対する保健医療

サービスの適用範囲の公平性について，イギリスと

大阪の大学の連携によるレビュー研究が挙げられる。

第三に，とくにウェブサイトやソーシャル・メ

ディアを通じてコミュニケーションを図ることで，

地域における健康関連の啓発や擁護活動に貢献する

ことを目指している。これらの情報発信は兵庫県な

らびに神戸市を重点対象地域とする一方で，出版物

等はすべてオープンアクセスであり，国内外の誰も

が閲覧できるようになっている。今回の未曽有のコ

ロナ禍に当たっては，日本全国の医療従事者，公衆

衛生当局担当者，一般市民の方々への支援となるべ

く，COVID-19に関して WHO が発信する情報や資

料をいち早く日本語に翻訳し，拡散することに力を

注いでいる。

 ま と め

WKC は，WHO 本部事務局の一部門として兵庫

県ならびに神戸市などによる支援を受けて兵庫県神

戸市に設立されてから，2020年で25周年を迎えた。

人口高齢化という状況を考慮した UHC の段階的な

実現を促進し，災害・健康危機管理という観点から

保健医療制度を強化するという，2 つの世界的な責

務の遂行に資する研究を実施するために国内外の研

究機関と連携を図っている。

開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2020. 8.18
採用 2020.10. 8)
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中小企業雇用者におけるワーク・ファミリー・コンフリクトに
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目的 本研究は，国内の中小企業雇用者の WFC は生活習慣や就労状況とどのような関係があるの

か明らかにすることとした。

方法 研究協力の得られた中小企業 4 社294人の従業員を対象に，自記式質問紙調査を実施した。

調査項目は基本属性，就労状況，生活習慣，多次元的ワーク・ファミリー・コンフリクト尺度

日本語版（WFCS），主観的健康感，主観的ストレス度とした。WFC の下位尺度である Work
Interference with Family（仕事から家庭への葛藤WIF）とFamily Interference with Work（家

庭から仕事への葛藤FIW）スコアを高低で 2 群化し，これらを従属変数にロジスティック回

帰分析を行い，関連する要因を検討した。

結果 227人から回答を得て，欠損のない185人を分析対象とした。男性146人（78.9），女性39人
（21.1），平均年齢43.6±11.2歳，配偶者および子がいる者の割合は 6 割弱で，WIF・FIW そ

れぞれの中央値は3.0，2.3であった。

WIF の 2 群間では平均労働時間（h/日），休暇取得のしやすさ，欠食の有無等に有意差があ

り，FIW の 2 群間では休暇取得のしやすさ，主観的健康感，主観的ストレス度に有意差が認

められた。

ロジスティック回帰分析の結果，WIF には「欠食の有無」，「主観的ストレス度」，「平均労

働時間（h/日）」，「年齢」，「主観的健康感」，「休暇取得のしやすさ」との関連が認められ，

FIW には「主観的健康感」のみ関連がみられ，異なる要因が抽出された。

結論 中小企業雇用者の WFC に関連する要因を検討した結果，仕事から家庭への葛藤（WIF）を

低下させるためには，適切な生活習慣を送ること，長時間労働の短縮や雇用者が休暇を取得し

やすい職場環境の改善を要し，家庭から仕事への葛藤（FIW）を低下させるためには，ストレ

スとうまく向き合い，精神的安定を図り，主観的健康感を高めていくことが必要となる可能性

が示された。

Key words中小企業，雇用者，ワーク・ファミリー・コンフリクト
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 緒 言

日本国内の少子高齢化は他国と比べて急速に進行

し1)，生産年齢人口は1997年から減少に転じてい

る2)。この労働力不足の解消のため，女性や高齢者

を含めた労働参画の促進，生産性を上げるために質

向上の重要性が高まり，2019年 4 月より働き方改革

を推進するための関係法律の整備に関する法律（働

き方改革関連法）が順次施行された3)。その中で

も，改正労働基準法の「一定日数の年次有給休暇

（以下有休）の確実な取得」は，近年 5 割前後の

低調な推移であった有休取得率の課題を解決するた

め，労働者の心身のリフレッシュを図る目的4)とし

ても期待されている。

労働者の働き方では，リモートワークの導入によ

り，オフィス以外で効率的に仕事を履行できる職種

があるが，その一方では仕事と私生活との境界は不

明瞭で，労働者のストレスを高める可能性があると

報告されている5)。労働者のワーク・ライフ・バラ

ンス（以下WLB）の充実を図るために，仕事役
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割による業務上の負担や，仕事以外でも感じる日常

生活上のストレスや軋轢を軽減する必要がある。し

かし，WLB 等の推進に取り組む企業は中小規模ほ

ど取り組みが少ないとの報告6)や，メンタルヘルス

ケアに取り組む事業所は全体の56.6と，事業所が

小規模ほどその割合は低い7)。その背景として，日

本の企業の99.7が中小企業であるが8)，企業にお

ける産業保健活動上，安全衛生に関する専門知識を

有する人材不足，大企業に比べて安全衛生に投資す

る資金的余裕がないことが多いとされ9)，産業保健

活動上の問題10)として指摘されている。

仕事と家庭との両立について，仕事役割と家庭役

割が相互にぶつかり合うことから発生する役割葛

藤5,11,12)（Work-Family Con‰ict以下 WFC）とい

う概念が提唱されている。これまで WFC 研究では

属性および生活習慣を表す関連要因（子育て，家族

との会話時間13)等），就労状況を表す仕事関連要因

（職位，職種，残業時間14)，健康状態の関連要因

（抑うつ15～17)，主観的健康感18)等）との検証がなさ

れてきた。また，労働者は仕事やその職場は最も身

近な家庭からの開放の要因とされ，性差や子どもの

有無によって WFC は変化すること19)，WFC は本

来，職種や家族構成を問わず存在し，企業規模や職

種，性差も適切に両立葛藤を測定できるかを検証す

ることが課題とされている20)。これまでに，大企業

に勤めるホワイト職者16,21)や看護職者17,18,22,23)を対

象とした研究，子を持つ女性に着目した研究13)はみ

られたが，従来の女性既婚者を想定した WLB 推進

に向けた WFC の把握だけでなく，性差を問わず未

婚者等のすべての労働者に向けた WFC 研究を蓄積

する必要があり，特に中小企業雇用者に限定した研

究や複数の職種に着目した検証はなされていない。

よって，中小企業雇用者の WFC の実態を把握し，

WFC の緩和に向けた方策を得る必要がある。

本研究では，国内の中小企業で働く労働者の

WFC は生活習慣や就労状況とどのような関係にあ

るのかを明らかにし，WFC を緩和させるための示

唆を得ることを目的とした。

 研 究 方 法

. 研究対象

本研究の対象は，研究協力の得られた中小企業 4
社（人口3.5万人規模の地方都市に所在）合計294人
の全従業員とした。なお，本研究の「中小企業」の

定義は，中小企業基本法における「中小企業者の定

義24)」に当てはまる企業とした。

. 調査方法

企業への研究協力依頼は，企業従業員の健診業務

を担う産業医を通じて行い，了承が得られた企業 4
事業所の衛生管理担当者へ研究協力依頼文書および

無記名自記式調査票を渡し，各事業所の従業員分を

配布してもらった。4 事業所は同地域の人口3.5万
人規模の地方都市に所在しており，配布部数の内訳

は A 社（製造業）67部，B 社（運輸業）82部，C
社（サービス業）50部，D 社（製造業）95部であっ

た。調査は2018年10月～11月に実施した。

倫理的配慮として，個人および企業は特定されな

いこと，研究の参加は自由であり，不参加であって

も不利益を被らないこと，無記名のため，回答後に

研究参加の撤回が不可能であることを文書にて説明

した。調査票の回収は各自が返信用封筒に入れて厳

封したのち，事業所に設置した回収箱へ投函しても

らい，後日回収する留め置き法とし，返信をもって

研究同意とみなした。

本研究は，信州大学医学部医倫理委員会の承認を

得て実施した（承認番号4110，2018年 8 月 7 日）。

. 調査内容

調査票の質問項目のうち基本属性として性別，年

齢，最終学歴，子どもの有無，同居者の有無，世帯

年収の計 6 項目，就労状況として現在の職種，現在

の職場の勤続年数，転職の有無，平均労働時間（h/
日），勤務形態，前年度の有休取得の有無（以下

有休取得），前年度の有休取得の満足度（以下有

休満足度），休暇取得のしやすさ（「取得しやすい」，

「取得しにくい」）の計 8 項目，生活習慣として喫煙

習慣，飲酒習慣，運動習慣，欠食（「あり」，「な

し」），睡眠時間（h/日）の計 5 項目，主観的健康

感，主観的ストレス度を測定した。このうち，最終

学歴は「高校卒業まで」とそれ以上を表す「大学等

進学」の 2 カテゴリとし，世帯年収は「200万円未

満」，「200～400万円未満」，「400～600万円未満」，

「600～800万円未満」，「800～1,000万円未満」，

「1,000万円以上」の 6 カテゴリから当てはまるもの

を選択してもらった。国内の世帯年収の平均額25)を

カテゴリ化の参考とし，6 カテゴリから 2 カテゴリ

「400万円未満」，「400万円以上」へ再分類した。職

種は総務省「日本標準職業分類26)」の大分類の項目

を設定し，その中から当てはまる職種を選択しても

らった。先行研究27)に基づき，回答項目から「ホワ

イトカラー」，「ブルーカラー」の 2 カテゴリへ分類

した。生活習慣の項目の喫煙習慣は森本の基準28)に

沿って，本数や頻度に関わらず，現在習慣があると

回答したものを「あり」，「やめた・なし」を「なし」

とし，飲酒習慣は「あり」と回答したものを「あり」，

「なし・ほとんどなし」，「時々」は「なし」とした。

有休満足度（1＝まったく満足ではなかった～10＝
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表 対象者の特性

n＝185

変 数 カテゴリー n ()

性別 男性 146(78.9)
女性 39(21.1)

年齢a) 43.6±11.2
最終学歴 高校卒業まで 109(58.9)

大学等進学 76(41.1)
配偶者の有無 あり 106(57.3)

なし 79(42.7)
子の有無 あり 108(58.4)

なし 77(41.6)
同居者の有無 あり 158(85.4)

なし 27(14.6)
世帯年収 400万未満 47(25.4)

400万以上 138(74.6)
職種 ホワイトカラー 69(37.3)

ブルーカラー 116(62.7)
勤続年数a) 16.1±10.8
転職の有無 あり 117(63.2)

なし 68(36.8)
平均労働時間（h/日)a) 10.2±1.9
有休取得 あり 105(56.8)

なし 80(43.2)
休暇取得のしやすさ 取得しやすい 69(37.3)

取得しにくい 116(62.7)
勤務形態 日勤のみ 144(77.8)

日夜勤 41(22.2)
喫煙習慣 あり 68(36.8)

なし 117(63.2)
飲酒習慣 あり 73(39.5)

なし 112(60.5)
運動習慣 あり 28(15.1)

なし 157(84.9)
欠食 あり 70(37.8)

なし 115(62.2)
睡眠時間（h/日)a) 6.0±1.0
有休満足度a) (range: 1～10) 4.5±2.7
主観的健康感a) (range: 1～10) 5.6±1.9
主観的ストレス度a) (range: 1～10) 6.7±2.0

a) Mean±SD

表 対象者の WFC 下位尺度のスコア分布

変 数 range Min 25b) M 75b) Max

WIF1)スコア 15 1.2 2.6 3.0 3.5 5.0
FIW2)スコア 15 1.0 2.0 2.3 2.8 3.8

1) Work Interference with Family
2) Family Interference with Work
b) パーセンタイル値，MMedian

852 第67巻 日本公衛誌 第12号 2020年12月15日

とても満足であった），主観的健康感（1＝とても悪

い～10＝とてもよい），主観的ストレス度（1＝全く

ない～10＝とてもある）は10段階のリッカート尺度

で測定した。

WFC の測定は，多次元的ワーク・ファミリー・

コンフリクト尺度（Work-Family Con‰ict Scale:
WFCS）日本語版20)を用いた。WFCS は仕事と家庭

との調和で生じる葛藤を示し，18項目のスコアは18
～90の範囲とされ，信頼性と妥当性が確認されてい

る20)。Work Interference with Family（仕事から家庭

への葛藤，以下WIF）と Family Interference with
Work（家庭から仕事への葛藤，以下FIW）とい

う 2 つの方向性と，時間・ストレス反応・行動の 3
つの形態による 6 次元モデルより形成され，尺度は

「1＝全くあてはまらない」から「5＝全くそのとお

りである」の 5 件法となっている29)。WIF・FIW
は規定要因と影響要因が異なる関連を持つため，

別々に分析するのが妥当とされ5,30,31)，先行研究16)

に基づき WIF と FIW の各スコアを加算し，項目数

で除した数値を下位尺度のスコアとした。いずれの

尺度も葛藤が強いほど，スコアは高いことを示す。

本研究における WIF，FIW の内的整合性は a＝

0.841, 0.851であり，尺度として十分な値であるこ

とを確認した。

. 解析方法

対象者の基本属性，就労状況，生活習慣，主観的

健康感，主観的ストレス度，および WIF・FIW を

単純集計にて表した。次いで，WFC 下位尺度であ

る WIF および FIW スコアの各中央値を基準22)に 2
群化（WIF 低群/WIF 高群，FIW 低群/FIW 高群）

し，基本属性，就労状況，生活習慣，主観的健康

感，主観的ストレス度に差がみられるか x2 test も
しくは Mann-Whitney U test にて群間比較した。各

WIF・FIW スコアの中央値より低値を 0，高値を 1
にダミー化した値を各従属変数として，ロジス

ティック回帰分析にて尤度比による変数増加法を用

い，WIF・FIW に関連する要因を検討した。

分析は IBM SPSS Statistics Ver.25を用い，有意水

準を 5未満とした。

 研 究 結 果

. 対象者の属性

調査を依頼した 4 事業所294人に調査票を配布

し，回収数は227部（回収率77.2）となり，本研

究の分析は多変量解析のため，欠損値を 1 つでも含

むサンプルは除外する完全ケース分析とし，185部
を有効回答とした（有効回答率62.9）。

対象者の基本属性，就労状況，生活習慣を表 1 に
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表 WIF の高低に関連する要因のロジスティック

回帰分析

変 数
偏回帰
係数 P 値

オッズ
比

95信頼区間

下限 上限

欠食の有無 0.889 0.030 2.433 1.089 5.432
主観的ストレ
ス度 0.565 0.000 1.759 1.374 2.252

平均労働時間
（h/日) 0.330 0.006 1.391 1.101 1.758

年齢 －0.041 0.028 0.960 0.926 0.996
主観的健康感 －0.404 0.001 0.667 0.526 0.846
休暇取得のし
やすさ

－1.033 0.013 0.356 0.157 0.804

定数 －2.611 0.169

n＝185
モデル x2 test P＜0.01
Hosmer-Lemeshow test＝6.687，df＝8，P＝0.571，
判別的中率78.4
従属変数WIF 高低（WIF＜3.0，3.0≦WIF）
独立変数性別（男性＝0，女性＝1），年齢（連続変

数），最終学歴（高校卒業まで＝0，大学等進学＝1），
子の有無（なし＝0，あり＝1），同居者の有無（なし＝

0，あり＝1），世帯年収（400万円未満＝0，400万円以

上＝1），職種（ホワイト＝0，ブルー＝1），転職の有無

（なし＝0，あり＝1），1 日平均労働時間（連続変数），

勤務形態（日勤のみ＝0，日夜勤＝1），有休取得（なし

＝0，あり＝1），有休満足度（連続変数），休暇取得の

しやすさ（取得しにくい＝0，取得しやすい＝1），喫煙

習慣（なし＝0，あり＝1），飲酒習慣（なし＝0，あり

＝1），運動習慣（なし＝0，あり＝1），欠食（なし＝0，
あり＝1），睡眠時間（連続変数），主観的健康感（連続

変数），主観的ストレス度（連続変数）
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示した。平均年齢は43.6±11.2歳，男性 8 割，女性

2 割となった。子ども「あり」の回答者が，配偶者

「あり」の回答者を上回った理由として，離婚や死

別等で配偶者はいないが，子どもは「あり」と回答

した可能性があった。職種は「ブルーカラー」が

「ホワイトカラー」を上回り，平均労働時間がおよ

そ10.2時間で，休暇取得のしやすさにおいて，「取

得しにくい」の回答者と有休取得「あり」の回答者

は約 6 割であり，生活習慣では欠食「あり」の回答

者が約 4 割であった。

WIF スコアは（25タイル値中央値75タイ

ル値2.63.03.5）であり，FIW スコアは（2.0

2.32.8）であった（表 2）。
. 基本属性，就労状況，生活習慣の比較

中央値で 2 群化した WIF および FIW を従属変数

として，基本属性，就労状況，生活習慣との比較を

示した（表 3）。

WIF の 2 群間では，年齢は WIF 高群が低群より

有意に低く（P＜0.05），平均労働時間は WIF 高群

が低群より有意に長く（P＜0.001），睡眠時間では

WIF 高群は低群より有意に睡眠時間が短く（P＜

0.05），有休満足度は WIF 高群が低群より有意に低

く（P＜0.001），主観的健康感は WIF・FIW 共通し

て高群が低群より有意に低く（WIFP＜0.001，

FIWP＜0.01），主観的ストレス度は WIF・FIW
共通して高群が低群より有意に高かった（WIFP
＜0.001，FIWP＜0.05）。また，転職の有無では

「あり」が両群ともに多く，WIF 高群に転職「あり」

は「なし」より有意に多かった（P＜0.05）。有休取

得では，WIF 低群に「あり」，WIF 高群に「なし」

が有意に多かった（P＜0.01）。休暇取得のしやすさ

では，WIF 低群に「取得しやすい」，WIF 高群に

「取得しにくい」が有意に多く（P＜0.001），FIW
の両群間で，「取得しにくい」が多くみられたが，

FIW 高群に「取得しにくい」が有意に多かった（P
＜0.05）。喫煙習慣は WIF 両群間で「なし」が多かっ

たが，WIF 高群に「あり」が有意に多かった（P＜

0.01）。運動習慣は WIF 両群間で「なし」が多かっ

たが，WIF 高群に「なし」が有意に多かった（P＜

0.05）。欠食は WIF 低群に「なし」，WIF 高群に

「あり」が有意に多かった（P＜0.001）。
. WIF・FIW に関連する要因の検討

分析において独立変数は多重共線性の有無を検証

し，子どもの有無と配偶者の有無および，年齢と勤

続年数に直線関係を示したため，配偶者の有無と勤

続年数を除外した。投入した独立変数は表 4, 5 に

示した。

WIF に関連する要因について，モデル x2 test の

結果は有意であり（P＜0.01），各変数も有意（P＜

0.05 ） で あ っ た 。 Hosmer-Lemeshow test は P ＝

0.571，判別的中率は78.4と予測精度は概ね良好

であった。WIF 高群は欠食「あり」が「なし」に

対してオッズ比が2.43であり（P＝0.03），主観的ス

トレス度はストレス度が高いほどオッズ比は1.76で
あり（P＜0.001），平均労働時間は長時間になるほ

どオッズ比は1.39であり（P＝0.006），年齢は高い

ほどオッズ比は0.96であり（P＝0.028），主観的健

康感が高いほどオッズ比は0.67であり（P＝0.001），
休暇取得のしやすさは「取得しやすい」が「取得し

にくい」に対してオッズ比が0.36であった（P＝

0.013）。

FIW に関連する要因について，モデル x2 test の
結果は有意であり（P＜0.01），各変数も有意（P＜

0.05 ） で あ っ た 。 Hosmer-Lemeshow test は P ＝

0.628，判別的中率は58.4で予測精度は低かった。

FIW 高群は主観的健康感が高いほどオッズ比は

0.78であった（P＝0.003）。
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表 FIW の高低に関連する要因のロジスティック

回帰分析

変 数
偏回帰
係数 P 値

オッズ
比

95信頼区間

下限 上限

主観的健康感 －0.247 0.003 0.782 0.665 0.919
定数 1.597 0.001

n＝185
モデル x2 test P＜0.01
Hosmer-Lemeshow test＝3.473，df＝5，P＝0.628，
判別的中率58.4
従属変数FIW 高低（FIW＜2.3，2.3≦FIW）

独立変数性別（男性＝0，女性＝1），年齢（連続変

数），最終学歴（高校卒業まで＝0，大学等進学＝1），
子の有無（なし＝0，あり＝1），同居者の有無（なし＝

0，あり＝1），世帯年収（400万円未満＝0，400万円以

上＝1），職種（ホワイト＝0，ブルー＝1），転職の有無

（なし＝0，あり＝1），1 日平均労働時間（連続変数），

勤務形態（日勤のみ＝0，日夜勤＝1），有休取得（なし

＝0，あり＝1），有休満足度（連続変数），休暇取得の

しやすさ（取得しにくい＝0，取得しやすい＝1），喫煙

習慣（なし＝0，あり＝1），飲酒習慣（なし＝0，あり

＝1），運動習慣（なし＝0，あり＝1），欠食（なし＝0，
あり＝1），睡眠時間（連続変数），主観的健康感（連続

変数），主観的ストレス度（連続変数）
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．考 察

. WIF に関連する要因について

WIF は仕事における役割が家庭での役割を侵害

する方向への葛藤であり，勤務時間の長短，有休取

得の有無，休暇取得のしやすさは先行研究と同様

に，職務の拘束性が高いこと32)，仕事の裁量度や労

働時間33)との関連を示していた。職務に応じて自分

の代わりがおらず，仕事の要求度も高い状態で，休

暇が希望通りにならないコンフリクト状態となるこ

とが考えられる。本研究から，WIF は有休満足

度，主観的健康感および主観的ストレス度との関連

がみられた。主観的健康感には FIW より WIF に影

響を及ぼすという報告18)や，WFC の影響は，主に

仕事満足度やうつ傾向と結びつくとされ32)，本研究

においても，自らの健康状態を表す主観的健康感，

主観的ストレス度と仕事に関わる満足度を表す有休

満足度との関係を表していたと考えられる。

生活習慣に着目すると，WIF 高群では睡眠時間

が短く，喫煙習慣のある者が WIF 低群に比べて有

意に多かった。睡眠時間は短くなると抑うつの割合

が増えること34)，喫煙習慣は身体的疾患への影響を

及ぼす上，慢性疼痛を起こしやすく，それが仕事へ

の影響になり得ること35)が明らかである。WIF が

高まることは，仕事以外に費やす生活時間の確保が

十分ではなく，睡眠時間の短縮化，気持ちにゆとり

が持てずにストレス解消等のために，喫煙の習慣化

へ移行する恐れが考えられる。

運動習慣者は全体の15と低い水準ではあったが，

WIF 低群にその割合が有意に高かった。身体活動

の向上や運動が生活習慣病の罹患率や死亡率を低下

させるとともに，気分転換やストレスの軽減・解消

につながり，メンタルヘルスの改善にも効果がある

とされ36,37)，WIF の低下にもつながり得ると考え

られる。

さらに，WIF は年齢や転職の有無との関連が認

められた。職域では，勤続年数や年齢等から，組織

内での役職や人事が定められることが多く，そのよ

うな年功序列型は従業員規模が大きく，製造業にそ

の傾向が高いとされている38)。勤続年数や年齢が高

くなるとスキルやノウハウが蓄積されるが，本研究

の対象は転職経験「あり」の中途採用者が 6 割以上

を占め，その割合は WIF 高群に高かった。国内の

転職経験者の割合は就労者全体の半数以上とされ，

企業規模が小さいほど，転職者の割合は高い39)。ま

た，従業員規模の小さな企業ほど，成果給を重視し

た賃金体系とする性質が強く，中途採用された勤続

年数の短い雇用者にも公平に扱われる38)という利点

がある。本研究の対象企業については言及できない

が，国内の中小企業雇用者の現状から捉えると，個

人のライフステージや家族の存在など，雇用者の周

辺環境に順応しようとする中で，転職経験者や若手

社員の WIF は高まる可能性があると推察される。

WIF に関連する要因として欠食の有無，主観的

ストレス度，平均労働時間，年齢，主観的健康感，

休暇取得のしやすさが関係していた。このうち，

WIF にオッズ比が最も高値を示したのは欠食の有

無であった。欠食は，食事の時間を確保できないほ

ど仕事に追われる状況や，夜勤勤務者の変則的な労

働時間により，食事摂取よりも睡眠を優先する等，

食事摂取の優先度は低い可能性が考えられる。本研

究対象者の半数以上を占めたブルーカラー職種は，

ホワイトカラーと比べ，裁量度の低さが明らかと

なっている40)。そのため，仕事に割かれる時間的・

心理的な拘束が WIF に関連していたことが想定さ

れる。また，欠食は喫煙習慣，運動不足，睡眠不足

などの不適切な生活習慣と関連すると報告があ

り41)，これらは本研究の単変量解析での WIF と有

意な関係を示した生活習慣の項目と一致していた。

つまり，不適切とされる生活習慣者に WIF が高い

傾向を示していた。また，ロジスティック回帰分析

も同様に，不適切な生活習慣が関わり，欠食の有無

のオッズ比が最も高値を示したと推察される。この

ことから，欠食の有無に限らず，適切な生活習慣を
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送ることが WIF の低下に寄与する可能性があるも

のと考える。

単変量解析の結果，WIF と関連がみられた昨年

度の有休取得の有無，有休満足度について，本調査

は2019年の労働基準法改正前に実施しており，希望

通りに有休取得を得られず，WIF を高めた可能性

が考えられる。今後は，法改正前後での労働者の有

休取得が WIF にどのような変化をもたらしたのか

検討することが必要とされる。

. FIW に関連する要因について

WIF は男性が女性より高い傾向を示す特徴があ

るものの，FIW に関して性差は示されなかったと

の報告があり22,33)，本研究でも性差は確認されな

かった。WFC の指標は配偶者を有する者で，子育

て世帯の実態は反映されるが42)，単身者の回答結果

は WFC の実態を把握しにくいという指摘がある14)。

FIW は家庭役割から仕事役割への葛藤を示すた

め，一般的に家事や子育て等の家庭役割を多く担っ

ている者に高い傾向を示すが，本研究の対象者では

同居者「なし」は15，子ども「なし」は40以上

であり，家庭役割を多く担うとされる者の回答が少

なかった。そのため，FIW に関連する要因に性差

は生じなかった可能性が考えられる。

単変量解析では，休暇取得のしやすさと FIW に

関連が確認された。その関係を支持する報告は見当

たらなかったが，FIW と退職意志との相関関係を

示す報告43)，FIW が高い者に就業継続意志を持つ

者が少ないという報告18)から，FIW が高まること

は，家庭で生じる問題や役割によって，就労に対す

るネガティブな意思に関連していたと考えられる。

すなわち，「休暇取得しにくい」というネガティブ

な意思が FIW を高めていた可能性があるものと考

える。他の項目では，主観的健康感が高い者は

FIW が低く，主観的ストレス度が高い者は FIW も

高い傾向が示された。よって，休暇取得のしやすさ

や主観的健康感，およびストレス度は，雇用者の主

観的な受け止めであり，ロジスティック回帰分析の

結果からも，主観的健康感を高めることが FIW の

低下につながる可能性が示された。

主観的健康感は自主的な判断に基づいて自己評価

し，自身の健康度を簡便に捉えることのできる指標

である44)。FIW は，家庭での不安や緊張，疲労な

どがみられると，抑うつ傾向が高まるとされ15)，家

事や育児等の家庭役割の負担から発生する疲労等の

自覚された身体的症状が関与した可能性が考えられ

る。また，日常生活の様々な行動に生きがいを感じ

る者の主観的健康感は高く，消極的，受身的な活動

に生きがいを感じる者の主観的健康感は低いとされ

ている45)。よって，主観的健康感を自覚でき，それ

が高い人ほど活気に溢れ，いきいきと仕事に邁進

し，仕事に対するモチベーションを高く維持できる

可能性がある。職場で中間的地位を占める40歳前後

の年代層では，成果を問われるプレッシャーやキャ

リアパス等の仕事における環境的要因が，心理的ス

トレスを抱えやすい状況と捉えられている46)。働き

盛り世代の労働者の心理的な健康課題を捉え，主観

的健康感を高めることが，FIW の低下につながる

可能性として示された。

. 中小企業雇用者の特性と WFC の緩和に向

けて

本研究では，中小企業雇用者の WFC を検討し，

WIF・FIW に関連する要因について知見を得た。

中小企業は即戦力となる人材を求める傾向や，雇

用者の職務遂行能力に頼ることが多く47)，休職等に

より欠員が生じた場合の業務量の増加や人手不足等

が懸念される。管理者は雇用者に集中する業務負担

や長時間労働等が生じていないか，適正な人的配置

や管理を行い，休暇を取りやすい職場風土を醸成す

ることが課題と考える。

国内企業が行う次世代育成支援対策の推進48)等に

て，「WLB」という言葉は広く定着したと推察する。

しかしながら，雇用者の健康の保持増進のため，産

業保健活動上では「WFC」という役割葛藤の存在

に雇用者や管理者が着目し，それを緩和することが

必要であることを理解できるように情報提供を行

い，仕事および家族役割の負担が大きい雇用者の把

握とその配慮が取れるよう，企業への働きかけが必

要と考える。

. 本研究の限界

本研究は横断研究であり，性別，子，配偶者，同

居者の有無といった家族構成や家庭環境を表す項目

において，WIF と FIW の間で差は認められなかっ

た。また，中小企業雇用者の WFC と就労状況や生

活習慣，心理的指標との因果関係を示すことはでき

ず，対象による特性であるかは判断できない。

本研究の分析では欠損値を 1 つでも含むサンプル

は除外したため，調査票の回収のうち42部に未回答

箇所があった。調査票の最終項目に WFCS を設定

したが，未記入が多数あり，調査項目数の回答に負

担がなかったとはいえず，調査票の構成について検

討を要する。

対象選定にあたり，研究の協力に同意した限定さ

れた企業であったため，選択バイアスの可能性は否

定できない。
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．結 語

本研究では，中小企業雇用者における WFC に関

連する要因として，WIF を低下させるために，適

切な生活習慣を送ること，長時間労働の短縮や雇用

者が休暇を取得しやすい職場環境の改善を要すると

され，FIW を低下させるために，ストレスとうま

く向き合い，精神的安定を図り，主観的健康感を高

めることが必要となる可能性が示された。

中小企業は即戦力となる人材を求める傾向があ

り，雇用者の職務遂行能力に頼ることが多く，人的

資源の確保は容易ではない。そのため，産業保健活

動上では中小企業で活用可能な雇用者のための

WFC に関する情報提供や，雇用者の WFC に配慮

した働きかけが必要とされる。

本研究の実施にあたり，調査票の回答にご協力いただ

きました企業従業員の皆様，本研究に多大なるご協力を

賜りました山梨厚生病院の金子誉先生に深く感謝申し上

げます。

本研究に関して，開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2020.2.15
採用 2020.8.17)
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Factors related to Work-Family Con‰icts of employees in small and medium-sized
businesses

Maki KUMAGAIand Hisato IGARASHI2

Key wordssmall and medium-sized businesses, employees, Work-Family Con‰icts

Objectives This study elucidated the relationship between work and family con‰icts of employees working
in small and medium-sized businesses in Japan and its association with their lifestyle and working
conditions.

Methods A self-report questionnaire survey was conducted with 294 employees of four small and medium-
sized businesses that agreed to participate in the study. The survey included items on demographics,
working conditions, lifestyle, the Japanese version of the multidimensional Work-Family Con‰ict
Scale (WFCS), and subjective health and stress. Based on the scores of both the subscales of the
WFCS, Work Interference with Family (WIF), and Family Interference with Work (FIW), par-
ticipants were divided into two groups (high and low score groups). Using these scores as dependent
variables, a logistic regression analysis was performed to examine factors related to the WIF and
FIW.

Results Of the 227 collected responses, 185 responses with no missing values were determined as valid for
the analysis. Participants were 146 men (78.9) and 39 women (21.1) with an average age of
43.6±11.2 years. The proportion of spouses and children was about 60. The median values of
WIF and FIW were 3.0 and 2.3, respectively. There were statistically signiˆcant diŠerences in
`̀ average working hours per day,'' `̀ ease of taking vacations,'' `̀ skipping or not skipping meals,''
and others, between the two groups of WIF, and in `̀ ease of taking vacations'' and `̀ subjective
health'' between the two groups of FIW. A signiˆcant diŠerence was found in `̀ subjective stress.''
Logistic regression analysis showed that the WIF was related to `̀ skipping or not skipping meals,''
`̀ subjective stress,'' `̀ average working hours per day,'' `̀ age,'' `̀ subjective health,'' and `̀ ease of
taking vacations.'' FIW was related to `̀ subjective health'' only and diŠerent factors were extracted.

Conclusions The results of this study suggest that an acceptable lifestyle and better workplace environment
is essential to reduce the WIF. Thus, employees should work fewer hours and feel comfortable to
take vacations. Additionally, it is necessary to deal with stress skillfully and improve mental and sub-
jective health to reduce FIW.

Faculty of Human Health and Science, Matsumoto University
2School of Health Science, Shinshu University of Medicine
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豪雪地帯農村部において生活支援の担い手となる意向を持つ

高齢者の特性
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目的 高齢化の進展に伴い，心身機能の低下により日常生活に支援を必要とする高齢者が増加して

いることから，近年，生活支援の担い手となる地域住民の拡充が求められている。中でも，生

活支援の担い手となり得る地域住民として，高齢者が携わることに期待が寄せられている。本

研究では，生活支援の担い手への意向を持つ高齢者の特性を，細分類した生活支援内容ごとに

明らかにすることを目的とした。

方法 対象者は吉島地区に在住し，要介護 1～5 の要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者全

数である801人とした。自治会長および隣組長による全戸訪問にて，調査票を配布・回収し

た。データの収集期間は2018年 6～7 月であった。調査項目は，基本属性，健康状態，近隣と

の社会関係，8 種類の生活支援内容であった。分析は，実施意向の有無を従属変数，基本属

性，健康状態，近隣付き合いの程度の各変数を独立変数とするロジスティック回帰分析を支援

内容ごとに行った。

結果 分析対象者は586人であった（有効回答率73.2）。実施意向に関連していた特性は，性別で

は，女性であるほど「話し相手・困った時の相談相手」，「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」，

「気軽に参加できる集まりやイベントに誘う」への意向が強く，「庭仕事や畑作業などの外回り

作業」，「雪かき・雪下ろし」への意向が弱かった。暮らし向きでは，よいと回答した人ほど

「通院の送迎や付き添い」への意向が弱く，最終学歴が高いほど「話し相手・困った時の相談

相手」，「見守り・安否確認」への意向が強かった。手段的自立評価が高いほど「話し相手・困っ

た時の相談相手」，「見守り・安否確認」，「気軽に参加できる集まりやイベントに誘う」，「買い

物の同行・代行」への意向が強かった。また，「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」「庭仕事や

畑作業などの外回り作業」以外の 6 種類の支援内容では，近隣との付き合いの程度が密である

者ほど実施意向が有意に強かった。

結論 支援内容によって意向する高齢者の特性が異なることが明らかになった。これらを考慮した

上で，担い手の募集や仲介を行うことにより，生活支援への担い手の拡充が期待できる。

Key words生活支援，高齢者，支援の担い手，豪雪地帯，農村部

日本公衆衛生雑誌 2020; 67(12): 860870. doi:10.11236/jph.67.12_860

 緒 言

近年，生活支援の担い手となる地域住民の拡充が

求められている1)。その背景として，高齢化の進展

に伴い，要介護状態までは至らないものの，心身機

能の低下により日常生活に支援を必要とする高齢者

が増加していることがある2,3)。高齢者が住み慣れ

た地域で生活を継続できない状況に陥らないために

は，見守りや外出支援等の多様なニーズに対応した

生活支援の提供が必要である4)。介護の必要性がさ

ほど高くない高齢者に対して，必要時に地域住民に

よるインフォーマルな生活支援が提供される体制が

整うことは，介護資源の有効活用にもつながる4)。

この背景に加えて，介護保険法の一部改正によ

り，平成27年から介護予防・日常生活支援総合事業

が開始されたことがある。これにより，多様な主体

による重層的な生活支援・介護予防サービスの提供
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が重視されるようになった5)。市町村では，地域住

民の中から生活支援の担い手を発掘・養成し，活動

の場を確保する取り組みが推奨されている。中で

も，高齢者が担い手として携わることに期待が寄せ

られている5)。高齢者にとっては社会参加の機会と

捉えられ，自身の主観的健康観の保持向上6)や介護

予防7)にもつながる。しかし，実情は民生委員など

少数の住民によって担われているに過ぎず，担い手

の量的拡大を図る方策を探ることが求められてい

る8)。まず，支援の担い手を発掘する必要があり，

効果的に募集や仲介するためには，生活支援の担い

手への実施意向を持つ高齢者の特性を考慮した上

で，意図的に働きかけることが有効であると考えら

れる。しかし，その働きかけに有効な特性は国内外

において十分に明らかになっていない。

高齢者を対象とした生活支援には見守り支援，外

出支援等の多様な支援内容が存在する。これまでの

実施意向を持つ高齢者の特性を検討した調査では，

多様な生活支援をひと括りに扱った調査9～11)や，見

守り活動等の単一の生活支援に特化した調査12)に

よって検討されてきた。その観点では，生活支援の

実施意向に関連する特性として，性別や年齢，暮ら

し向き，健康状態11)，近隣との交流9,10,12)が関連す

ることが報告されている。しかし，前述の通り支援

内容が多岐に亘ることから，支援内容ごとに担い手

を意向する者の特性は異なることが推察される。

よって，支援内容を細分類した上で，担い手への実

施意向を持つ高齢者の特性を明らかにすることは，

担い手の公募や仲介に有益な視点を与えると考えら

れる。また，生活支援に取り組む高齢者を増やすこ

とがいまだ課題となっていることを鑑みると，担い

手の拡充に向けて有益な視点を模索することは急務

である。そこで本研究では，生活支援の担い手への

意向を持つ高齢者の特性を，細分類した生活支援内

容ごとに明らかにすることを目的とした。

生活支援の担い手への意向（以下，実施意向）は，

生活支援の受け手が持つニーズに応じて生じるもの

である13)ため，高齢者人口や既存の生活支援のサー

ビスの提供量，気候条件に影響を受けると考えられ

る。具体的には，農村部は都市部に比べると高齢化

の速度が都市部に比べて速く14)，生活支援を提供す

る事業者が少ない15)特徴がある。気候条件において

は，積雪の多い地域では冬場の重要な生活支援ニー

ズに雪かきが生じること16,17)も同様である。従っ

て，地域特性を考慮する必要があると考え，本研究

では豪雪地帯農村部に焦点を当てた。

また，今回は，対象者が実際に生活支援を実施し

ているかどうかではなく，生活支援の担い手に実施

意向を持っているかどうかを問うことで，すでに支

援に取り組んでいる高齢者だけでなく，関心はある

が活動していない潜在的な支援の担い手も含めて検

討していくことにした。

 研 究 方 法

. 研究デザイン

本研究のデザインは，無記名自記式質問紙調査に

よる横断研究であった。

. 用語の定義

本研究で扱う「生活支援」という用語は既存の文

献18,19)を参考に「高齢者が抱く日常生活における困

りごとが解決され，住み慣れた地域で尊厳を保持し

自分らしい生活を送ることができるように支援する

こと」と定義した。

. 研究対象地域

対象地域は，山形県川西町吉島地区であった。川

西町の人口は15,428人であり，高齢化率は35.3で

あった（2018年 3 月現在)20)。吉島地区は川西町の

北東部に位置する人口2,533人であり，高齢化率は

35.0の地区であった（2017年 3 月現在)21)。川西

町は農業が盛んで，山形県でも有数の米どころとし

て知られている地域である。農林水産省の示す農村

区分においては，吉島地区は平地農業地域（水田型）

にあたる。また，豪雪地帯対策特別措置法により，

特別豪雪地帯に指定されている。

. 研究対象者

対象者は吉島地区に在住し，要介護 1～5 の要介

護認定を受けていない2019年 3 月31日時点で65歳以

上の高齢者全数である801人とした。要介護 1～5 の

認定者を除外した理由は，心身状態の変動のため介

護を受ける機会が多く，担い手としての意向を持つ

ことが難しい者が多いと考えたためであった。

本研究は東北大学大学院医学系研究科倫理委員会

の承認を得て行った（承認番号20181116，2018
年 5 月28日承認）。

. データ取得方法

調査票の配布は，吉島地区で活動する特定非営利

活動法人きらりよしじまネットワークの協力のもと

実施した。きらり吉島は，地域の活性化や安心・安

全なまちづくりを目指す地域運営組織として機能し

ている。本研究ではきらりよしじまネットワークが

日ごろ活用する地域連絡網の中核をなす自治会長お

よび隣組長による全戸訪問にて，対象者のもとに調

査票を配布した。自治会長および隣組長には，調査

票配布前に研究実施者が研究目的・実施方法等の説

明を行った。

調査票配布後，2 週間程度の期間を置いて自治会
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長および隣組長が対象者の居宅へ再訪問し，封筒に

厳封された状態の調査票を回収した。回収された調

査票は，その状態のままきらりよしじまネットワー

クのもとに集約され，その後，研究実施者に受け渡

され，開封された。データの収集期間は2018年 6～
7 月であった。

. 調査内容

対象者の特性に関する調査項目は，先行研

究9～12,22～24)を参考に，生活支援の実施意向の有無

に関連があると考えられた項目を選定した。

1) 生活支援の実施意向の有無

生活支援の担い手への意向については，生活支援

を「地域住民の日常生活の困りごとを解決するため

の支援」と定義した上で，「生活支援に取り組みた

いと思うか」を尋ねた。生活支援内容を区分しない

「生活支援全般」に対して実施意向を尋ねた後に，

実施意向があると回答した人には 8 種類の生活支援

内容を挙げ，複数回答可として取り組む意向のある

支援内容を選択してもらった。選択の有無により

「実施意向あり」「実施意向なし」とした。

8 種類の生活支援内容は，以下の手順で選定し

た。まず，生活支援に関する既存文献19,25,26)や研究

対象地域での高齢者 8 人へのヒアリングをもとに，

高齢者が感じる生活支援ニーズの支援内容を網羅的

に挙げた。次に，特徴の異なる支援内容ごとに分類

し抽象度を揃えた。その結果，「話し相手・困った

時の相談相手」，「見守り・安否確認」，「食事の準備

や掃除・洗濯の手伝い」，「気軽に参加できる集まり

やイベントに誘う」，「買い物の同行・代行」，「通院

の送迎や付き添い」，「庭仕事や畑作業などの外回り

作業」，「雪かき・雪下ろし」の 8 種類が選定された。

2) 基本属性

性別，年齢，暮らし向き，最終学歴，配偶者の有

無，就労の有無を尋ねた。

3) 健康状態

地域在宅高齢者の健康状態を把握するには有用な

指標であるとされている老研式活動能力指標の下位

尺度のうち，手段的自立動作を評価するのに用いる

5 項目を尋ねた27)。この指標では，「はい」の回答

に 1 点，「いいえ」に 0 点を与えた（範囲05）。
この指標では，「はい」の回答に 1 点，「いいえ」に

0 点が与え，5 点満点の者を「良好」とし，4 点以

下の者を「不良」とした。手段的自立動作は，日常

生活動作の中でも家事や移動等の複雑で高次な動作

とされている。得点が高い程自立度が高いことを示

す。

4) 近隣との社会関係

近隣付き合いの程度は，より近隣付き合いが密で

ある順に，「互いに相談したり，物の貸し借りをす

る程度」「世話をする程度」「あいさつをする程度」

「ほとんどつきあいはない」の 4 段階で尋ねた。分

析では，「ほとんどつきあいはない」の回答者が13
人と少数であったため，「あいさつをする程度」と

「ほとんどつきあいはない」の項目を合わせて 3 値

で分析を行った。

. 分析方法

基本統計量を算出した後，実施意向の有無と基本

属性，健康状態，近隣付き合いの程度の各変数の関

連を検討するため，独立性の検定（x2 検定，Fisher
の正確確率検定）を行った。Fisher の正確確率検定

は最小期待値が 5 未満であった場合に実施した。次

に，各支援内容の実施意向に影響を与える要因を検

討するため，実施意向の有無を従属変数としたロジ

スティック回帰分析を，生活支援内容ごとに行っ

た。独立変数には，基本属性として性別，年齢，暮

らし向き，最終学歴，配偶者の有無，就労の有無

を，健康状態として手段的自立動作を，加えて近所

づきあいの程度を投入した。また，生活支援全般の

実施意向についても同様に分析した。オッズ比

（Odds Ratio: OR）と95信頼区間（95 Conˆ-
dence Interval; 95CI）を用いて検討した。ロジス

ティック回帰分析を行う前には，投入する独立変数

間の多重共線性を確認するため Spearman の順位相

間係数を算出した。年齢区分と就労の有無に|r|＝

0.409と中程度の相関がみられたものの，分析結果

に影響するような共線性は認められないと考えられ

た。その他の変数間においては|r|＜0.4であり，変

数間の相間による多重共線性の問題は起こらないと

判断した。変数選択は強制投入法，統計的有意水準

は両側 5とした。モデルの適合性を評価するため，

Hosmer-Lemeshow 検定を実施した。各変数では欠

損値を除外したため，有効回答数が常に同一とはな

らなかった。統計解析ソフトは IBM SPSS Statistics
21.0 for Windows を使用した。

 研 究 結 果

配布した801票のうち，回収された調査票は726票
であった（回収率90.6）。回収された調査票から，

長期入院中・施設入所中と回答のあった票や，無回

答で返信された票，大半の質問項目が未記入であっ

た票，生活支援の実施意向の有無および意向する支

援内容の項目が未記入であった票を除いた586票を

分析対象とした（有効回答率73.2）。

対象者の基本属性を表 1 に示した。男性は276人
（47.1），女性は310人（52.9），年齢では前期高

齢者（6574歳）は317人（54.1），後期高齢者
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表 対象者の基本属性および健康状態，社会関係

n＝586

全 体

n＝586
n 

性別

男性 276 47.1
女性 310 52.9

年齢

前期高齢者/後期高齢者区分

前期高齢者（6574歳） 317 54.1
後期高齢者（75歳以上） 269 45.9

暮らし向き

ゆとりがある/普通 422 72.0
苦しい 154 26.3

最終学歴

中学校以下 167 28.5
高等学校/短大・専門学校・大学 407 69.5

配偶者の有無

配偶者がいる 421 71.8
配偶者がいない 153 26.1

就労の有無

収入を得る仕事あり 202 34.5
収入を得る仕事なし 356 60.8

手段的自立評価

良好（5 点満点） 442 75.4
不良（5 点未満） 113 19.3

近隣付き合いの程

互いに相談したり，
物の貸し借りをする程度 158 27.0

世間話をする程度 271 46.2
あいさつをする程度 123 21.0
ほとんどつきあいはない 13 2.2

手段的自立評価（得点が高い程自立），無回答は記載

せず

表 実施意向ありと回答した人の生活支援の実施

意向内容（複数回答） n＝586

n 

実施意向なし 247 42.2
実施意向あり 339 57.8

実施意向ありと回答した人（n＝339）の生活支援への

実施意向内容（複数回答）

話し相手，困ったときの相談相手 188 53.7
見守り・安否確認 146 41.7
気軽に参加できる集まりやイベントに誘う 96 27.4
買い物の同行・代行 71 20.3
庭仕事や畑作業などの外回りの作業 63 18.0
通院の送迎や付き添い 48 13.7
雪かき・雪下ろし 46 13.1
食事の準備や掃除・洗濯の手伝い 22 6.3
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（75歳以上）は269人（45.9）であった。

. 高齢者が実施意向を持つ生活支援内容（表 2）
全対象者のうち，実施意向のある者は57.8，実

施意向のない者は42.2であった。8 種類の支援内

容別の意向では，最も多かったのは「話し相手・

困った時の相談相手」53.7であり，次に「見守り・

安否確認」41.7，「気軽に参加できる集まりやイ

ベントに誘う」27.4，「買い物の同行・代行」

20.3，「庭仕事や畑作業などの外回り作業」

18.0，「通院の送迎や付き添い」13.7，「雪かき・

雪下ろし」13.1，「食事の準備や掃除・洗濯の手

伝い」6.3の順に多かった。

. 生活支援内容の実施意向者の特性

生活支援内容全般および生活支援内容ごとの実施

意向の有無と，基本属性，手段的自立，近隣付き合

いの程度とのクロス集計の結果を表 3 に示した。ま

た，生活支援内容全般および生活支援内容ごとの実

施意向の有無を従属変数とし，基本属性，手段的自

立，近隣付き合いの程度を独立変数としたロジス

ティック回帰分析の結果を表 4 に示した。すべての

ロジスティック回帰分析において，モデル x2 検定

の結果は P＜0.05で有意であり，Hosmer-Lemeshow
検定結果は P≧0.05であった。

生活支援内容全般では，手段的自立評価（OR

2.21，95CI1.333.66）が高い，近所づきあい

の程度（1.79，1.382.33）が高いほど意向が強かっ

た。

生活支援内容ごとの実施意向に関連していた特性

は，以下の通りであった。性別では，女性であるほ

ど「話し相手・困った時の相談相手」（1.57，1.04

2.37），「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」（9.37，

2.0542.83），「気軽に参加できる集まりやイベント

に誘う」（2.62，1.524.52），への意向が強く，女性

であるほど「庭仕事や畑作業などの外回り作業」

（0.28，0.140.56），「雪かき・雪下ろし」（0.11，

0.040.33）への意向が弱かった。

また，暮らし向きがよいと回答した人ほど「通院

の送迎や付き添い」（0.43，0.210.88）への意向が

弱く，最終学歴が高いほど「話し相手・困った時の

相談相手」（1.66，1.042.67），「見守り・安否確認」

（1.77，1.043.03）への意向が強かった。

手段的自立評価が高いほど「見守り・安否確認」

（3.29，1.547.03），「気軽に参加できる集まりやイ

ベントに誘う」（2.79，1.216.42），「買い物の同行・

代行」（14.63，1.94110.23），「通院の送迎や付き添
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表 生活支援内容の実施意向と個人属性，健康状態，社会関係の関連

生活支援全般
話し相手

困った時の
相談相手

見守り
安否確認

食事の準備や
掃除・洗濯の

手伝い

気軽に参加
できる集まりや
イベントに誘う

OR 95CI OR 95CI OR 95CI OR 95CI OR 95CI

性別（ref男性） 1.175 0.791.74 1.57 1.042.37 1.17 0.751.80 9.37 2.0542.83 2.62 1.524.52
年齢区分（ref前期高齢者） 1.076 0.691.68 1.41 0.892.25 1.14 0.691.87 0.86 0.233.18 1.51 0.842.71
暮らし向き（ref苦しい） 0.766 0.501.18 0.80 0.511.26 0.62 0.391.01 0.85 0.252.85 1.31 0.702.45
最終学歴（ref中学校） 1.17 0.761.80 1.66 1.042.67 1.77 1.043.03 1.34 0.355.15 1.61 0.853.05
配偶者の有無（refなし） 1.00 0.641.59 0.82 0.511.32 1.54 0.892.68 3.37 0.6916.49 1.61 0.853.02
就労の有無（refなし） 1.00 0.641.55 0.76 0.481.20 1.55 0.972.49 1.67 0.545.12 0.87 0.491.55
手段的自立評価（ref不良） 2.211 1.333.66 1.69 0.972.96 3.29 1.547.03 1.13 0.216.11 2.79 1.216.42
近隣付き合いの程度

（refほとんどつきあいはない
またはあいさつをする程度）

1.792 1.382.33 1.44 1.091.89 1.36 1.021.82 1.70 0.803.61 1.84 1.282.65

買い物の
同行・代行

通院の送迎
や付き添い

庭仕事や畑作業
などの

外回り作業

雪かき
雪下ろし

OR 95CI OR 95CI OR 95CI OR 95CI

性別（ref男性） 0.95 0.531.68 0.76 0.371.55 0.28 0.140.56 0.11 0.040.33
年齢区分（ref前期高齢者） 0.72 0.371.42 1.75 0.803.82 0.60 0.291.25 0.39 0.151.04
暮らし向き（ref苦しい） 0.67 0.371.25 0.43 0.210.88 0.73 0.381.40 0.68 0.301.54
最終学歴（ref中学校） 0.77 0.401.48 1.22 0.532.79 1.08 0.532.21 0.60 0.261.41
配偶者の有無（refなし） 1.39 0.653.00 3.08 1.019.43 0.85 0.391.87 1.22 0.383.90
就労の有無（refなし） 1.08 0.591.97 1.05 0.482.29 1.15 0.592.22 1.87 0.814.34
手段的自立評価（ref不良） 14.63 1.94110.23 4.64 1.0420.72 1.34 0.513.49 1.52 0.415.67
近隣付き合いの程度

（refほとんどつきあいはない
またはあいさつをする程度）

1.50 1.022.21 1.69 1.052.72 1.49 0.992.25 1.93 1.153.25

ORオッズ比 95CI95信頼区間 ref参照カテゴリー

2 項ロジスティック回帰分析を実施

従属変数は，生活支援の施意向あり＝1，実施意向なし＝0 とした。

独立変数は，「性別（男性・女性）」，「年齢（前期高齢者・後期高齢者）」，「暮らし向き（ふつう以上・苦しい）」，

「最終学歴（中学校以下・高等学校以上）」，「配偶者（あり・なし），「就労（あり・なし）」，「手段的自立評価（良

好・不良）」，「近隣付き合いの程度（互いに相談したり物の貸し借りをする程度・世間話をする程度・あいさつを

する程度またはほとんどつきあいはない）」とした。

変数選択は強制投入法，すべてのロジスティック回帰分析において Hosmer-Lemeshow の検定結果は P≧0.05
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い」」（4.64，1.0420.72）への意向が強かった。

近隣付き合いの程度が高いほど「話し相手・困った

時の相談相手」（1.44，1.091.89），「見守り・安否

確認」（1.36，1.021.82），「気軽に参加できる集ま

りやイベントに誘う」（1.84，1.282.65），「買い物

の同行・代行」（1.50，1.022.21），「通院の送迎や

付き添い」（1.67，1.052.72），「雪かき・雪下ろし」

（1.93，1.153.25）の実施意向が強かった。

 考 察

. 生活支援の実施意向の実態

本調査では，回答者の57.8が生活支援の担い手

になることへの意向を示した。農村部は人口減少が

都市部よりも民間サービスの導入やマンパワーの確

保が著しく難しい状況にある。今回明らかになった

生活支援の実施意向のある高齢者を発掘すること

は，高齢者の在宅生活を支える上では鍵となる。

支援内容ごとの実施意向をみると，実施意向のあ

る者のうち53.7が「話し相手・困った時の相談相

手」を，41.7が「見守り・安否確認」を挙げてい

た。一方で，「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」

は6.3に止まった。この結果より，担い手が意向

を持ちやすい支援内容とそうでないものがあること

が分かる。食事の準備や掃除・洗濯は，支援の受け

手の家の中に入る必要があるため，担い手にとって

抵抗を持ちやすい支援内容であることが推察され
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る。今回，実施意向が低かった支援内容は，公的な

サービス等，住民以外の支援者の提供を検討する必

要があると考えられた。

. 生活支援の実施意向に関連する高齢者の特性

支援内容ごとにみると実施意向に関連する特性は

異なっていた。まず，実施意向を持つ支援内容に性

差がみられた点についてである。本調査においては

「話し相手・困った時の相談相手」「食事の準備や掃

除・洗濯の手伝い」「気軽に参加できる集まりやイ

ベントに誘う」といった活動には女性が意向を持ち

やすく，「庭仕事や畑作業などの外回り作業」，「雪

かき・雪下ろし」は男性が意向を持ちやすいという

結果であった。先行研究では，高齢女性が参加しや

すい社会活動は，身近な人たちとの気遣い・心遣い

を通じた関わりや，集まりへの参加を通じた他者と

の直接的な交流28)であることが報告されている。生

活支援においても，女性は高齢者の孤立防止につな

がる精神的な支援や社会参加支援への意向を持ちや

すいと考えられた。また，家庭での家事経験を活か

すことができる家事援助支援へも意向を持ちやすい

と考えられた。一方，男性は，おしゃべりやふれあ

いを主たる目的とした活動を志向しにくい29)こと

や，体力を必要とする活動に社会的役割を求める30)

とされている。そのため，生活支援において「庭仕

事や畑仕事の外回り作業」や「雪かき・雪下ろし」

といった屋外で身体を動かす力仕事といった支援内

容に意向を持ちやすいと考えられた。

また，暮らし向きが苦しいと回答した人ほど「見

守り・安否確認」「通院の送迎や付き添い」への意

向を持っていた。三谷9)の先行研究によると，本研

究とは対象者は異なる青壮年期であるが，家族以外

の高齢者に対する介助や話し相手には低収入ほど意

向を持つことが確認されており，本研究と一致した

結果であった。本邦では，今回扱った生活支援と

いったインフォーマルな援助行為が，経済状況や学

歴等の社会階層が低い人々によって担われていると

いう報告はいくつかある31,32)。しかし，本研究の学

歴では，最終学歴が高いほど「話し相手・困った時

の相談相手」「見守り・安否確認」への意向が高く，

一致しない結果もあったことから，経済状況や学歴

の関連についてはさらなる検討が必要であろう。

次に，「話し相手・困った時の相談相手」「見守

り・安否確認」「気軽に参加できる集まりやイベン

トに誘う」「買い物の同行・代行」「通院の送迎や付

き添い」では手段的自立評価が良好な者ほど実施意

向を持っていた。「見守り・安否確認」「気軽に参加

できる集まりやイベントに誘う」「買い物の同行・

代行」「通院の送迎や付き添い」は，場合によって

は遠方への移動を伴うことや，「見守り・安否確認」

や「通院の送迎や付き添い」では，緊急時には臨機

応変な対応が求められることも想定される。そのた

め，自身の生活機能を高次と評価できない場合は実

施意向を持ちにくい可能性が考えられた。

また，今回，「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」

「庭仕事や畑作業などの外回り作業」以外の 6 種類

の支援内容では，近隣との付き合いの程度が密であ

る者ほど実施意向が強かった。先行研究でも，親し

い友人や仲間の多さが，高齢者による友人・近隣へ

の援助活動の促進要因になり得る24)ことが報告され

ており，類似した結果であった。高齢者の支援に至

るには，支援の対象となる人の状況に共感を抱くこ

とが影響すると言われている9)。近隣との親密な付

き合いを持つことは，近隣住民の生活上の困り事へ

の共感を抱くことにつながり，結果，幅広い生活支

援内容の意向につながったと考えられる。手段的自

立評価と近所づきあいの程度は，生活支援全般にお

いて意向の有無との関連が認められたことから，生

活支援内容を区分せずに検討する際にも重要な特性

と言えよう。

本研究では，支援内容によって意向する高齢者の

特性が異なることを示すことができた。生活支援の

担い手の拡充に向けた課題として，生活支援への関

心はあるが活動していない潜在的な担い手へのアプ

ローチや，困りごとを抱える者と支援を提供できる

者をつなぐ仲介機能の強化の必要性が挙げられてい

る33)。今回明らかにした特性を考慮した上で，担い

手の募集や仲介を行うことにより，生活支援への担

い手の拡充が期待できる。さらに，生活支援の必要

者と担い手のマッチングがスムーズに行われること

で，両者の心身の健康維持・向上にもつながり得る

と考えられた5～7)。

. 研究の限界と意義

第一に，本研究は横断研究であるため，因果関係

を結論づけることは出来ない。因果関係を説明する

には，縦断的な研究が必要である。第二に，「食事

の準備や掃除・洗濯の手伝い」等，実施意向の有無

において「実施意向あり」と回答した者が少なかっ

た。該当数が少ない支援内容においてはサンプルサ

イズを増やすことで，より結果の妥当性を確保でき

る。第三に，対象地域を豪雪地帯農村部という区分

で捉えたが，この特徴を持つ地域においても，それ

ぞれ過疎化の状況や住民の気質に差があると考えら

れる。したがって，一般化の際には留意が必要であ

る。第四に，支援の実施意向の有無に関連する高齢

者の特性を十分に明らかにできたとはいえない。今

後の課題として，他者への共感性など社会関係に関
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する項目を増やして検討を行う等，支援の担い手と

なり得る高齢者の特性を多元的に捉えることが必要

である。

これらの限界はあるものの，本研究で，生活支援

の担い手となる意向を持つ高齢者の特性を明らかに

したことは，豪雪地帯農村部の地域包括ケアシステ

ムの構築に向けて，生活支援への担い手の拡充を促

進するための基礎的な知見をもたらした点で意義が

あるといえる。

 結 語

本研究は，生活支援の担い手への実施意向を持つ

高齢者の特性を，細分類した生活支援内容ごとに明

らかにすることを目的に豪雪地帯農村部に暮らす高

齢者を対象に調査した。その結果，実施意向を持つ

支援内容に性差がみられた。「話し相手・困った時

の相談相手」「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」

「気軽に参加できる集まりやイベントに誘う」といっ

た活動においては女性が意向を持ちやすく，「庭仕

事や畑作業などの外回り作業」「雪かき・雪下ろし」

は男性が意向を持ちやすかった。「見守り・安否確

認」「気軽に参加できる集まりやイベントに誘う」

「買い物の同行・代行」「通院の送迎や付き添い」に

は手段的自立評価が良好な者ほど実施意向を持って

いた。また，「食事の準備や掃除・洗濯の手伝い」

以外の支援内容で，近隣との付き合いの程度が高い

者ほど実施意向が強かった。支援内容によって意向

する高齢者の特性が異なることを考慮した上で，担

い手の募集や仲介を行うことにより，生活支援への

担い手の拡充が期待できる。

本研究を行うにあたり，調査にご協力いただきました

特定非営利活動法人きらりよしじまネットワークの皆様

をはじめ，地域の皆様に深く感謝いたします。

本研究は，平成30年度科学研究費助成事業 基盤研究

（B）「地域在住高齢者が持つ生活支援ニーズ量の将来推

計方法の確立」，平成28年度科学研究費助成事業基盤研究

（C）「コミュニティの互助促進に向けた行政育成型住民

組織の効果的な活動モデルの開発」，の一環として実施し

た。開示すべき COI 状態はない。

（
受付 2019.8.29
採用 2020.8.19）
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Characteristics of older people willing to oŠer lifestyle support to other community
members living in rural areas with heavy snowfall

Kai ITO, Hiroshi MURAYAMA2, Atsuko TAGUCHI3and Junko OMORI

Key wordslifestyle support, older people, supporter, rural area, heavy snowfall

Objective The increasing aging population has increased the number of older people who need lifestyle sup-
port because of their declining mental and physical health. In recent years, it has become necessary
to increase the number of residents who can provide lifestyle support. It is highly expected that older
people, as local residents, will be keen to oŠer lifestyle support. This study identiˆed the characteris-
tics of older people willing to oŠer lifestyle support to other members of the community living in
rural areas with heavy snowfall.

Methods We surveyed 801 people, aged 65 years and above, who lived in Yoshijima, Kawanishi town,
Yamagata Prefecture, and were not certiˆed in nursing care levels 15. A questionnaire was dis-
tributed and collected by the president of the neighborhood association and the head of the neighbor-
ing group. Data were collected from June to July 2018. The survey included items on basic attrib-
utes, health status, social relations with neighbors, and willingness to oŠer lifestyle support (eight
types). A logistic regression analysis was conducted for each support type, with basic attributes,
health status, and social relations with neighbors as independent variables and willingness to oŠer
lifestyle support as the dependent variable.

Results We analyzed the data of 586 participants (73.2 valid responses) and found that women were in-
terested in `̀ being a talking partner/consultant in cases of trouble,'' `̀ helping with meal prepara-
tion/cleaning and laundry,'' and `̀ inviting their neighbors to gatherings and events.'' However,
they were uninterested in `̀ performing outside work such as gardening or ˆeldwork'' and `̀ snow
shoveling and removal.'' People who felt they were aŒuent were eager to perform `̀ pick-ups and
hospital visits,'' and the higher educated were more interested in `̀ being a talking partner/con-
sultant in cases of trouble'' and `̀ helping with meal preparation/cleaning and laundry.'' Those
involved in highly instrumental activities were interested in `̀ monitoring/safety conˆrmation,''
`̀ inviting their neighbors to gatherings and events,'' `̀ accompanying their neighbors for shopping or
serving as a substitute,'' and `̀ pick-up and hospital visits.'' Further, except `̀ helping with meal
preparation/cleaning and laundry'' and `̀ performing outside work such as gardening or ˆeldwork,''
people with close relationships with their neighbors were signiˆcantly more willing to oŠer support.

Conclusion The characteristics of older people willing to support others depended on the type of lifestyle
support required. This ˆnding could help in the recruitment and facilitation of older people willing
to oŠer lifestyle support.

Division of Health Sciences, Tohoku University Graduate School of Medicine
2Institute of Gerontology, The University of Tokyo
3Faculty of Nursing & Medical Care, Keio University
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目的 地域から層化無作為抽出した集団において，相互作用的・批判的ヘルスリテラシー（CCHL，

Communicative and Critical Health Literacy）と高血圧・糖尿病・脂質異常症の関連を横断的に

明らかにすることを目的とした。

方法 2018年 7～8 月，北海道江別市の3,000人（20～75歳未満）を対象に自記式質問紙調査を実施

した。江別市は大きく 3 地区に分かれており，参加者は各地区から1,000人を層化無作為抽出

した。調査票は，市の職員によって配付・回収が行われた。調査終了後，市から匿名化された

データを受け取り，分析を実施した。解析に当たって，結果が返送された1,630人から調査票

の CCHL の項目が未記入の 8 人，疾患の有無の項目が未記入の43人を除外し，男性692人と女

性887人でそれぞれ解析を行った。CCHL は，疾患および生活習慣等の要因の傾向性を観察す

るために四分位で群分けした。高血圧，糖尿病，脂質異常症の有無を目的変数とし，CCHL
を説明変数とした。年代，世帯構成，配偶者，最終学歴，仕事の有無，肥満区分，定期的な運

動，喫煙，朝食欠食を調整変数として，男女別に多重ロジスティック回帰分析を行った。

結果 全体の CCHL スコアは3.58±0.67（平均値±標準偏差）だった。単変量回帰の結果では，

CCHL スコアの第一分位群を参照群とした場合に第四分位群で，男性の高血圧の割合が有意

に低下した（OR＝0.49; 95CI: 0.280.84）。一方で，調整変数を含めた多重ロジスティック

回帰の結果では，男性の高血圧の調整済みオッズ比は0.62（95CI: 0.321.22）となった。

CCHL と疾患の関連について，男女ともすべての項目で有意差は認められなかった。

結論 男性では，CCHL が高いほど高血圧の有病率が有意に低い傾向が認められたが，多変量解

析による調整後では関連性が弱まり，その他の疾患についても関連は認められなかった。HL
と生活習慣病の関連をより明確にするためには，縦断研究による検討を実施する必要がある。

Key wordsヘルスリテラシー，高血圧，糖尿病，脂質異常症，横断研究

日本公衆衛生雑誌 2020; 67(12): 871880. doi:10.11236/jph.67.12_871

 緒 言

健康に関する情報を扱う能力であるヘルスリテラ

シー（HL, Health Literacy）は近年注目されており，

2010年までの HL に関する論文のシステマティッ

クレビューでは健康に関するアウトカムとの関連が

報告されている1)。

Nutbeam は，HL を機能的 HL ，相互作用的

HL，批判的 HL の 3 つの段階にレベル分けするこ

とを提唱している2)。機能的 HL は受け身的な立場

で情報を理解する個人における読み書き的な能力で

あり，さらに高度な HL として，相互作用的 HL
はコミュニケーションによる情報の入手や理解で，

支援的な環境の中でうまく立ち回り，知識に基づい

て自立して行動できる能力，批判的 HL は情報を

批判的に分析するのみならず，健康の社会経済的な

要因を知り，それらに影響を与えるための社会的・

政治的活動ができる能力とされている3)。

これまでの研究では，HL が低い要因として，年

齢が高いこと，教育歴や社会的地位および収入が低

いことが報告されている4～8)。HL が高い人の特徴

としては，運動習慣があることが示唆され9～12)，飲

酒習慣を持つ割合は少ない傾向がある10,13)。
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これまでに，ヘルスリテラシーとの疾患の関連に

ついての検討は主に海外で進められており，先行研

究のほとんどは機能的 HL が用いられている14)。高

血圧や心血管疾患等に関する研究では，HL の低さ

が高血圧性疾患のリスクと報告されている一方

で15～17)，HL との関連を認められなかったことが

報告されている18～22)。糖尿病に関する研究におい

ても，HL と糖尿病に関する知識では正の関連が示

されているが23,24)，有病率との関連は強くないこと

が示唆されている25)。脂質異常症については，高血

圧または高コレステロール血症のコントロールが不

十分な者のうち約33は HL が低いこと26)，透析患

者において HL と血中脂質の値に有意な関連は示

されなかったことが報告されている27)。以上により，

HL は生活習慣病等の予防要因である可能性がある

が，一貫したエビデンスは得られていない。さら

に，これらの研究の多くは，すでに疾患やリスクを

持った集団を対象に機能的 HL を用いた研究であ

る。一方で，最近では Sorensen がこれまでの HL
の内容を統合し，包括的 HL として定義してい

る28)。地域住民を対象に包括的 HL と疾患の関連を

調査した研究では，包括的 HL が独立した心疾患

の予防要因であることが示唆されている29)。

日本における HL と疾患の先行研究では，機能

的 HL より高次の HL である相互作用的・批判的

HL を測定する Communicative and Critical Health
Literacy（CCHL）がよく用いられている11)。病院

の健康診断を受けた地域居住者を男女別に調査した

研究では，男性の CCHL が高い群では低い群に比

べてメタボリックシンドロームおよび中性脂肪，空

腹時血糖を持つ割合が低く，HL と疾患の間に負の

関連が示された10)。一方で，企業の従業員を対象と

した研究では，CCHL が高い群で高血圧，糖尿

病，脂質異常症等の服薬治療者の割合が高く9)，

CCHL と男性の高血圧および糖尿病には関連が示

されなかった11)。これらのことから，日本の先行研

究においても，HL と疾患の関係性は一致していな

い。さらに，性別によって HL と疾患の関係性が

異なる可能性がある。以上により，HL と疾患の関

連を検討することは公衆衛生上重要であると考えら

れるが，我が国において地域住民を対象とした報告

は少ない30)。

従って，本研究では，地域から層化無作為抽出し

た一般集団において，CCHL と疾患（高血圧・糖

尿病・脂質異常症）の関連を横断的に明らかにする

ことを目的とした。

 研 究 方 法

. 調査対象

本研究は，北海道江別市（人口約12万人）の協力

を得て，市主導による市民の健康調査の共同研究と

して実施した。研究参加者は，江別市に居住する20
～75歳未満の男女とした。対象人数は，2018年 4 月

時点の市民名簿を基に，市によって3,000人が設定

された。江別市は大きく 3 地区に分かれており，3
地区の人口規模はほぼ同様であることから，研究参

加者は，各地区から1,000人ずつを年代（20～75歳
未満）によって層化無作為抽出した。

. 調査方法

調査は郵送による自記式質問紙（横断調査）とし

た。調査票は国民生活基礎調査および国民健康・栄

養調査を参照し，著者らによって作成した。研究参

加者の名簿管理および配付・回収は市の職員が担当

した。調査の配付・回収は2018年 7～8 月に江別市

保健センターにて行われた。調査票回収後，データ

入力は民間業者に依頼した。その後，市の職員から

匿名化されたデータセットを著者らが受け取り，分

析を実施した。

. 調査項目

調査項目は基本属性，健康状態，生活習慣，ヘル

スリテラシーとした。

1) 基本属性

基本属性では性別，年代，世帯構造，配偶者，最

終学歴，仕事の有無を確認した。

2) 健康状態

健康状態は，身長と体重から得られる体格指数と

して body mass index（BMI），肥満区分は，BMI
が18.5未満をやせ，18.5～25未満を適正体重，25以
上を肥満とした。疾患（治療経験含む）の有無とし

て高血圧，糖尿病，脂質異常症を尋ねた。

3) 生活習慣

生活習慣は，定期的な運動，喫煙，朝食欠食につ

いて確認した。定期的な運動は，1 回30分以上の汗

をかく運動を週に 2 回以上実施しているかを，「は

い/いいえ」で確認した。喫煙は，「毎日吸う/時々

吸う/以前吸っていたが 1 か月以上吸っていない/吸

わない」の 4 項目で質問し，毎日吸うと時々吸うを

喫煙有り，以前吸っていたが 1 か月以上吸っていな

いを禁煙中，吸わないを喫煙なしとして扱った。朝

食欠食は，1週間の朝食摂取の頻度として，「ほぼ毎

日食べる/週 2～3 回食べない/週 4～5 回食べない/

ほぼ食べない」の 4 項目で質問した。

4) ヘルスリテラシー

ヘルスリテラシーは，Nutbeam の 3 つのレベル2)
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を基に石川らが開発した CCHL を用いて測定し

た11)。この尺度は，健常者を対象に機能的 HL より

高次の相互作用的・批判的 HL を測定する尺度で

あり，労働者や地域の一般集団も含めて広く用いら

れている。

CCHL は，次の 5 つの質問で構成される。“新

聞，本，テレビ，インターネットなど，いろいろな

情報源から情報を集められる，たくさんある情報

の中から，自分の求める情報を選び出せる，情報

を理解し，人に伝えることができる，情報がどの

程度信頼できるかを判断できる，情報をもとに健

康改善のための計画や行動を決めることができる”。

これらの質問に対して，それぞれ「強くそう思う/

まあそう思う/どちらでもない/あまりそう思わな

い/全くそう思わない」のリッカート尺度で回答を

求め，CCHL の開発者の測定方法と同様に11)，強

くそう思うを 5 点，まあそう思うを 4 点，どちらで

もないを 3 点，あまりそう思わないを 2 点，全くそ

う思わないを 1 点とし，その平均値をスコアとした。

. 統計解析

対象となった3,000人のうち，結果が返送された

のは1,630人（回収率54.3）であった。調査票の

CCHL の項目が未記入の 8 人，疾患の有無の項目

が未記入の43人を除外し，最終的な解析対象者は

1,579人（男性692人 女性887人，有効回答率

52.6）となった。解析は男女別に行い，CCHL
のスコアは疾患および生活習慣等の要因の傾向性を

観察するために四分位とした。四分位の群分けは，

参加者の CCHL スコアの分布から，Q1（HL＜＝

3.2），Q2（HL 3.33.8），Q3（HL 3.94.0），Q4
（HL＞＝4.1）とした。

CCHL と基本属性，生活習慣等との傾向性の確

認には Mantel-Haenszel test for trend を行った。

CCHL と疾患との関連については，高血圧，糖尿

病，脂質異常症の有無を目的変数，CCHL を説明

変数として単変量解析を行い，多変量解析として多

重ロジスティック回帰分析を実施した。多変量解析

の調整変数は，モデル 1 では年代，モデル 2 では年

代，世帯構成，配偶者，最終学歴，仕事の有無，肥

満区分，定期的な運動，喫煙，朝食欠食の項目を用

いた。解析にあたり，各変数の VIF を確認して多

重共線性がないことを確認した。モデル 1 とモデル

2 はともに強制投入法により実施した。解析の結果

は，オッズ比（OR），調整済みオッズ比（AOR），

95信頼区間（95CI）として示した。統計解析

ソフトには，IBM SPSS Statistics 26（IBM）を使用

した。有意水準は 5とした。

. 倫理的配慮

調査に当たって，質問紙とともに研究の説明文書

を同封し，個人が特定されないこと，調査の不参加

による不利益がないこと，同意の撤回が可能である

ことを説明した。また，分析段階で参加者は ID 化

され，個人を照合するための情報は市の担当部署に

て管理した。本研究は，酪農学園大学倫理審査委員

会の承認を得て実施した（承認日2018年 5 月 7 日，

承認番号181）。

 研 究 結 果

調査の結果，全体の CCHL のスコアは3.58±

0.67（平均値±標準偏差）であった。男性の結果を

表 1 に，女性の結果を表 2 に示した。男性では，

CCHL スコアが高まるほど年代が若く，教育歴が

高く，定期的な運動をしている者の割合が高く，喫

煙者の割合，高血圧の割合が低いという傾向が認め

られた。女性では，CCHL スコアが高まるほど教

育歴が高く，親子 2 世代世帯であり，配偶者がお

り，定期的な運動をしている者の割合が高く，喫煙

者の割合が低い傾向が認められた。

次に，CCHL と疾患（高血圧，糖尿病，脂質異

常症）の有無の男女別の結果を表 3 および表 4 に示

した。単変量解析の結果では，男性において Q1 を

参照群とした場合に Q4 で高血圧の割合が有意に少

なかった（OR＝0.49; 95CI: 0.280.84）。調整変

数を含めた多変量解析のモデル 2 では，Q1 を参照

とした場合の Q4 において，男性の AOR（95CI）
は高血圧0.62（0.321.22），糖尿病0.80（0.321.96）
であった。女性の AOR はそれぞれ，高血圧0.80

（0.391.63），糖尿病0.96（0.283.30），脂質異常症

0.76（0.341.71）だった。しかしながら，モデル 1
およびモデル 2 のいずれの項目も有意差は認められ

なかった。

 考 察

本研究では，相互作用的 HL，批判的 HL の評価

尺度である CCHL を用いて，ヘルスリテラシーと

疾患の関係について検討を行った。その結果，

CCHL と疾患の関連において，調整前の解析では

男性の高血圧で有意な関連が認められたが，調整後

では有意差は認められなかった。また，その他の項

目に関しては，男女ともに調整前および調整後とも

有意な関連は認められなかった。

本研究の CCHL スコアは，無作為抽出したイン

ターネット調査7)や便宜的抽出による企業労働者の

調査11)と大きな違いはみられなかったが，古谷らに

よる日本全国の自治体およびその住民の 2 段階無作
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表 CCHL スコアによる四分位群間の比較 男性

Q1 Q2 Q3 Q4 傾向検定

CCHL 得点範囲

n＝194 n＝217 n＝166 n＝115
P-value≦3.2 3.33.8 3.94.0 ≧4.1

人数（) 人数（) 人数（) 人数（)

年代

2029歳 14(7.2) 18(8.3) 10(6.0) 16(13.9)

0.004

3039歳 20(10.3) 30(13.8) 18(10.8) 21(18.3)
4049歳 28(14.4) 39(18.0) 27(16.3) 14(12.2)
5059歳 26(13.4) 31(14.3) 30(18.1) 20(17.4)
6069歳 38(19.6) 44(20.3) 44(26.5) 22(19.1)
7075歳 68(35.1) 55(25.3) 37(22.3) 22(19.1)

世帯構成

単身 25(12.9) 21(9.7) 17(10.3) 14(12.3)

0.604
夫婦のみ 77(39.7) 72(33.2) 60(36.4) 38(33.3)
親子 2 世代 83(42.8) 112(51.6) 80(48.5) 60(52.6)
親子 3 世代 9(4.6) 12(5.5) 8(4.8) 2(1.8)

配偶者

未婚 42(22.0) 37(17.1) 31(18.8) 32(27.8)
0.148配偶者あり 140(73.3) 162(75.0) 127(77.0) 81(7.4)

死別・離別 9(4.7) 17(7.9) 7(4.2) 2(1.7)
最終学歴

中学・高校 110(57.0) 102(47.0) 63(38.2) 36(31.3)

＜0.001
短大・専門 26(13.5) 29(13.4) 27(16.4) 15(13.0)
大学・大学院 52(26.9) 82(37.8) 71(43.0) 60(52.2)
学生 5(2.6) 4(1.8) 4(2.4) 4(3.5)

仕事の有無

あり 117(62.9) 154(72.6) 113(69.8) 77(68.8)
0.31

なし 69(37.1) 58(27.4) 49(30.2) 35(31.3)
肥満区分

やせ 8(4.2) 12(5.6) 5(3.0) 3(2.6)
0.258適正体重 116(60.4) 133(61.6) 116(70.3) 79(68.7)

肥満 68(35.4) 71(32.9) 44(26.7) 33(28.7)
疾病の有無（治療経験含む)

高血圧 なし 128(66.0) 162(74.7) 117(70.5) 92(80.0)
0.027

あり 69(34.0) 55(25.3) 49(29.5) 23(20.0)
糖尿病 なし 170(87.6) 192(88.5) 148(89.2) 106(92.2)

0.238
あり 24(12.4) 25(11.5) 18(10.8) 9(7.8)

脂質異常症 なし 167(86.1) 182(83.9) 140(84.3) 99(86.1)
0.948

あり 27(13.9) 35(16.1) 26(15.7) 16(13.9)
定期的な運動

している 57(29.5) 72(33.3) 68(41.0) 62(53.9)
＜0.001

していない 136(70.5) 144(66.7) 98(59.0) 53(46.1)
喫煙

吸う 61(31.4) 71(32.7) 41(24.7) 26(22.6)

0.032禁煙中 29(14.9) 33(15.2) 28(16.6) 16(13.9)
吸わない 104(53.6) 113(52.1) 97(58.4) 73(63.5)

朝食欠食

ほぼ毎日食べる 158(81.4) 173(79.7) 138(83.1) 99(86.1)

0.296
週 23 日食べない 7(3.6) 13(6.0) 5(3.0) 5(4.3)
週 45 日食べない 11(5.7) 11(5.13) 6(3.6) 3(2.6)
ほぼ食べない 18(9.3) 20(9.2) 17(10.2) 8(7.0)
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表 CCHL スコアによる四分位群間の比較 女性

Q1 Q2 Q3 Q4 傾向検定

CCHL得点範囲

n＝247 n＝294 n＝218 n＝128
P-value≦3.2 3.33.8 3.94.0 ≧4.1

人数（) 人数（) 人数（) 人数（)

年代

2029歳 32(13.0) 40(13.6) 20(9.2) 13(10.2)

0.810

3039歳 41(16.6) 51(17.3) 26(11.9) 21(16.4)
4049歳 33(13.4) 54(18.4) 30(13.8) 29(22.7)
5059歳 33(13.4) 58(19.7) 39(17.9) 23(18.0)
6069歳 45(18.2) 49(16.7) 54(24.8) 21(16.4)
7075歳 63(25.5) 42(14.3) 49(22.5) 21(16.4)

世帯構成

単身 39(15.9) 27(9.2) 26(12.2) 11(8.7)

0.013
夫婦のみ 77(31.4) 83(28.4) 61(28.6) 30(23.6)
親子 2 世代 116(47.3) 163(55.8) 115(54.0) 76(59.8)
親子 3 世代 13(5.3) 19(6.5) 11(5.2) 10(7.9)

配偶者

未婚 58(23.8) 62(21.3) 37(17.1) 17(13.3)
0.026配偶者あり 151(61.9) 199(68.4) 150(69.4) 90(70.3)

死別・離別 35(14.3) 30(10.3) 29(13.4) 21(16.4)
最終学歴

中学・高校 159(64.9) 146(49.7) 98(45.2) 61(47.7)

＜0.001
短大・専門 59(24.1) 103(35.0) 83(38.2) 48(37.5)
大学・大学院 20(8.2) 37(12.6) 36(16.6) 15(11.7)
学生 7(2.9) 8(2.7) 0(0.0) 4(3.1)

仕事の有無

あり 119(49.6) 158(54.9) 119(54.8) 72(58.1)
0.126

なし 121(50.4) 130(45.1) 98(45.2) 52(41.9)
肥満区分

やせ 36(14.6) 38(12.6) 17(7.7) 12(9.2)
0.227適正体重 169(68.7) 203(67.2) 172(78.2) 94(72.3)

肥満 41(16.7) 61(20.2) 31(14.1) 24(18.5)
疾病の有無（治療経験含む)

高血圧 なし 199(80.6) 250(85.0) 180(82.6) 113(88.3)
0.127

あり 48(19.4) 44(15.0) 38(17.4) 15(11.7)
糖尿病 なし 234(94.7) 282(95.9) 212(97.2) 124(96.9)

0.178
あり 13(5.3) 12(4.1) 6(2.8) 4(3.1)

脂質異常症 なし 217(87.9) 262(89.0) 187(85.8) 117(91.4)
0.711

あり 30(12.1) 32(10.9) 31(14.2) 11(8.6)
定期的な運動

している 53(21.5) 69(23.5) 76(35.0) 52(40.6)
＜0.001

していない 194(78.5) 225(76.5) 141(65.0) 76(59.4)
喫煙

吸う 40(16.2) 45(15.3) 24(11.1) 11(8.6)

0.026禁煙中 18(7.3) 16(5.4) 8(3.7) 13(10.2)
吸わない 189(76.5) 233(79.3) 185(85.3) 104(80.2)

朝食欠食

ほぼ毎日食べる 199(80.6) 237(80.9) 185(84.9) 101(79.5)

0.690
週 23 日食べない 26(10.5) 22(7.5) 11(5.0) 13(10.2)
週 45 日食べない 12(4.9) 5(1.7) 5(2.3) 2(1.6)
ほぼ食べない 10(4.0) 29(9.9) 17(7.8) 11(8.7)
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表 CCHL と高血圧，糖尿病，脂質異常症の関連 男性

単変量（n＝692) モデル 1（n＝692) モデル 2（n＝685)

OR (95CI) AOR (95CI) AOR (95CI)

CCHL 高血圧（)

Q1（CCHL ≦3.2) 34.0 reference reference reference
Q2（CCHL 3.33.8) 25.3 0.66(0.431.01) 0.77(0.481.24) 0.73(0.441.21)

Q3（CCHL 3.94.0) 29.5 0.81(0.521.27) 0.94(0.571.54) 0.96(0.561.63)

Q4（CCHL ≧4.1) 20.0 0.49(0.280.84) 0.66(0.361.21) 0.62(0.321.22)
CCHL 糖尿病（)

Q1（CCHL ≦3.2) 12.4 reference reference reference
Q2（CCHL 3.33.8) 11.5 0.92(0.511.68) 1.06(0.581.96) 1.08(0.542.13)
Q3（CCHL 3.94.0) 10.8 0.86(0.451.65) 0.96(0.491.86) 1.14(0.552.34)
Q4（CCHL ≧4.1) 7.8 0.60(0.271.34) 0.78(0.341.77) 0.80(0.321.96)

CCHL 脂質異常症（)

Q1（CCHL ≦3.2) 13.9 reference reference reference
Q2（CCHL 3.33.8) 16.1 1.19(0.692.05) 1.35(0.772.34) 1.51(0.842.72)

Q3（CCHL 3.94.0) 15.7 1.15(0.642.06) 1.26(0.662.28) 1.55(0.832.92)

Q4（CCHL ≧4.1) 13.9 1.00(0.511.95) 1.26(0.642.50) 1.56(0.753.27)

モデル 1＝年代

モデル 2＝年代，世帯構成，配偶者，最終学歴，仕事の有無，肥満区分，定期的な運動，喫煙，朝食欠食で調整

P＜0.05 P＜0.01

表 CCHL と高血圧，糖尿病，脂質異常症の関連 女性

単変量（n＝887) モデル 1（n＝887) モデル 2（n＝880)

OR (95CI) AOR (95CI) AOR (95CI)

CCHL 高血圧（)

Q1（CCHL ≦3.2) 19.4 reference reference reference
Q2（CCHL 3.33.8) 15.0 0.73(0.471.14) 0.95(0.581.56) 1.00(0.591.70)

Q3（CCHL 3.94.0) 17.4 0.88(0.551.40) 0.81(0.491.34) 0.95(0.541.67)

Q4（CCHL ≧4.1) 11.7 0.55(0.261.03) 0.64(0.331.26) 0.80(0.391.63)

CCHL 糖尿病（)

Q1（CCHL ≦3.2) 5.3 reference reference reference
Q2（CCHL 3.33.8) 4.1 0.77(0.341.71) 0.97(0.432.21) 0.99(0.402.44)
Q3（CCHL 3.94.0) 2.8 0.51(0.191.36) 0.48(0.181.31) 0.62(0.211.81)
Q4（CCHL ≧4.1) 3.1 0.58(0.191.82) 0.69(0.222.20) 0.96(0.283.30)

CCHL 脂質異常症（)

Q1（CCHL ≦3.2) 12.1 reference reference reference
Q2（CCHL 3.33.8) 10.9 0.88(0.521.50) 1.12(0.641.95) 1.04(0.581.85)

Q3（CCHL 3.94.0) 14.2 1.20(0.702.06) 1.16(0.662.03) 1.16(0.642.11)

Q4（CCHL ≧4.1) 8.6 0.68(0.331.41) 0.80(0.381.70) 0.76(0.341.71)

モデル 1＝年代

モデル 2＝年代，世帯構成，配偶者，最終学歴，仕事の有無，肥満区分，定期的な運動，喫煙，朝食欠食で調整

P＜0.05 P＜0.01
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為抽出した調査31)の CCHL スコア（男性2.94±
0.98，女性3.04±0.96）に比べると高い結果を示

した。従って，本研究の調査地域は HL が高かっ

た可能性がある。HL が高かった要因としては，教

育歴による影響も考えられる。古谷らの調査におけ

る教育歴の分布は高校卒業までが約70であり，短

大・大学卒業は約30であったが，本研究の参加者

における教育歴の分布は，高校卒業が約50，短

大・大学卒業が約48であり，教育歴が高い者の割

合が高かった。一般的な読み書き能力のことを示す

“リテラシー”は教育歴に影響され32)，HL は健康

に関する“リテラシー”であることから，本研究に

おいても，男女ともに教育歴が高いほど CCHL が

高かったことが考えられる。

年代では男性は年齢が高いほど CCHL が低かっ

た。2013年までに発表された年齢と HL の関連を

示す文献のシステマティックレビューによると，年

齢が高いことが HL の低さに関連しており4)，本研

究の結果と一致していた。女性では，親子 2 世代世

帯であることや配偶者がいると CCHL が高い傾向

が認められた。女性の HL と居住形態に関して

は，先行研究では一人暮らしよりも同居の方が HL
は高い傾向が示されており，今回の結果と同様で

あった7)。

生活習慣に関しては，運動習慣がある者で

CCHL が高値を示した。この結果は先行研究9～12)

と一致しており，地域住民においても同様の関連が

認められた。喫煙習慣では，男女ともに CCHL ス

コアが高い者で喫煙者の割合が低い傾向がみられ，

過去のいくつかの結果と一致している10,11,33)

CCHL と疾患の関連については，男性の高血圧

で CCHL が高いほど疾患の有病率が低い傾向が認

められた。一方で，多変量解析による調整後では関

連性が弱まり，その他の疾患についても同様であっ

た。この理由として，以下のことが考えられる。第

一に，疾患を罹ったことで健康について意識するよ

うになり HL が向上したことが考えられる。先行

研究においても，HL が高い人ほど服薬治療をして

いる割合が高いこと9)，健康を意識したきっかけは

疾病に患ったことが要因であることが報告されてい

る34)。第二に，CCHL を構成する相互作用的 HL
は，他人からの助言に基づいて行動する意欲や自信

の向上につながるものとされており3)，本研究の参

加者においても，疾患に罹患したことで，医師など

の医療従事者からアドバイスを受けたことにより

CCHL の向上につながった可能性がある。つま

り，本来 HL が低いことは疾患のリスクになり得

るが，疾患に罹ったことがきっかけで健康意識の変

化や医療従事者からの指導を受け，その結果として

CCHL が向上するという因果の逆転が考えられ

る。よって本研究では，HL による疾患の予防的関

連が減弱した可能性がある。

本研究の強みは，地域住民を対象に1,000人を超

える層化無作為抽出による調査を行ったことであ

る。地域から無作為抽出した集団における CCHL
と疾患の関連を調べた数少ない研究であり，ヘルス

リテラシーと疾患に関する研究分野において，エビ

デンスの補強となるものと考える。また，CCHL
得点を四分位値に区分して各要因との傾向性を明ら

かにした点で，HL 研究に新たな知見を与えること

が出来た。

一方，本研究の限界として，第一に横断研究であ

ることが挙げられる。前述のように疾患に罹った後

に HL が向上する可能性もあり，HL と疾患の関連

を明らかにするためには縦断研究によって検討する

必要がある。第二に，本研究は 1 つの自治体を対象

としている点である。今回の結果が，地域の特性に

影響を受けることは否定できない。従って，様々な

地域を対象に調査を重ねることにより，更なるエビ

デンスの蓄積が求められる。第三に，CCHL と疾

患に関連すると考えられる交絡要因として収入が挙

げられるが，本調査には含まれていない。今後はこ

れらの限界を考慮した研究デザインが求められる。

 結 語

本研究では，地域住民において，CCHL と疾患

との関連を横断的に明らかにした。その結果，男性

の高血圧で CCHL が高いほど有病率が有意に低い

傾向が認められたが，多変量解析による調整後では

関連性が弱まり，その他の疾患についても関連は認

められなかった。今後は，HL と疾患の関連をより

明確にするため，縦断研究などによる研究デザイン

が重要である。

本調査にご協力いただいた江別市民の皆様，江別市健

康福祉部の皆様，酪農学園大学給食栄養管理研究室の学

生の皆様に深く感謝致します。

本研究の一部は平成30年度江別市大学連携調査研究事

業の研究として実施されたものである。なお，本研究に

おいて開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2020.2.27
採用 2020.8.20)
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Association of health literacy with hypertension, diabetes, and dyslipidemia:
A cross-sectional survey of a regional Japanese community

Nobuya KIMURAand Tohru KOBAYASHI

Key wordshealth literacy, hypertension, diabetes, dyslipidemia, cross-sectional survey

Objectives This study aimed to identify how communicative and critical health literacy (CCHL) was
associated with hypertension, diabetes, and dyslipidemia in a regional Japanese community.

Methods A cross-sectional survey was conducted through stratiˆed random sampling to achieve the study
objectives. The sample comprised adults aged 2075 years, residing in Ebetsu in Hokkaido, Japan.
Stratiˆcation was accomplished by classifying the population into 3 districts of Ebetsu city, with
1,000 people being randomly selected from each district. A self-reporting questionnaire was then ad-
ministered over July and August 2018 to these 3,000 participants. Ebetsu city o‹cials distributed
and collected the questionnaires, delivering anonymized data to the researchers. Of the 1,630
respondents, 8 did not complete the CCHL questionnaire and 43 did not ˆll the disease status ques-
tionnaire, so these were excluded. The ˆnal analysis was performed on the responses received from
692 men and 887 women. The CCHL scores were grouped into quartiles to identify trends related to
the diseases and lifestyles. A multiple logistic regression analysis was performed to estimate the as-
sociations between CCHL and instances of hypertension, diabetes, and dyslipidemia in both sexes.
The analysis was adjusted for age, living arrangement, marital status, educational attainment, cur-
rent employment status, body mass index, frequency of regular exercise, habit of skipping breakfast,
and smoking status.

Results The overall CCHL score was computed as 3.58±0.67 (mean±SD). Among men, the prevalence
of hypertension in the highest CCHL score group was signiˆcantly lower than that in the lowest
CCHL group (OR 0.49; 95CI: 0.280.84). The analysis indicated that the prevalence of hyper-
tension among men was low for the highest CCHL score group (AOR 0.62; 95CI: 0.321.22).
Associations between CCHL scores and other diseases were found to be non-signiˆcant in both men
and women.

Conclusion Male participants with the highest CCHL scores had a signiˆcantly lower prevalence of hyper-
tension than those with the lowest CCHL scores. However, these associations were found to be non-
signiˆcant after adjusting for confounding factors. Future studies on the association of CCHL with
lifestyle disorders should apply a longitudinal design.

Department of Food Science and Human Wellness, Rakuno Gakuen University
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ロールプレイを活用した研修の企画・運営能力向上のための

研修効果の検討
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目的 全国健康保険協会（協会けんぽ）は保健師の保健指導能力の向上のための研修を各支部で実

施している。そこで，協会けんぽの本部保健師と研究者らが都道府県支部のリーダー的保健師

等を対象に，各支部でのロールプレイを活用した研修の企画とファシリテーション技術の獲得

に向けた研修を実施した。本報告はその研修の効果を検討することを目的とした。

方法 研修はインストラクショナルデザインを参考に構成し，対象者の分析，研修プログラムの開

発，実施，評価を行った。研修の目標は，◯ロールプレイの振り返りにおけるファシリテー

ションとファシリテーターの役割を理解する，◯ファシリテーションの技法を理解する，◯振

り返りにおいてファシリテーターを行う自信ができる，◯ファシリテーションの技法を用いた

振り返りを行うことができるとした。研修の評価は Kirkpatrick Model に基づき，研修への反

応，学習，行動の観点で質問紙による評価を行った。評価は研修開始前，研修直後，研修 3 か

月後の 3 回実施した。研修は2016年 8 月に約4.5時間の 1 日研修を実施した。研修スタッフは

3 人であった。

活動内容 研修の参加者は79人であった。知識・自信（0～10点）は，研修前の平均点は2.6～3.6
であったが，研修直後は6.3～7.9，3 か月後は6.0～6.9であった。研修内容への興味（0～10点）

を 3 項目で尋ねたところ，平均点は8.1～8.6と高い評価であった。また，研修会終了後 3 か月

間でロールプレイ研修会を支部内で開催した者は64.6であった。ロールプレイのルールの周

知やねらいの説明はそれぞれ96.1，98.0が実施していた。知識・自信は研修前にファシリ

テーション研修の受講経験のあった者のほうが，事前および 3 か月後で得点が高かった。研修

3 か月後の「ロールプレイにおいて，ファシリテーターの役割にはどのようなものがあるか」

という自由記載は「ロールプレイ研修の基本と企画に関する意見」と「振り返りにおける役割

に関する意見」に分類された。

結論 参加者は本研修会での内容や使用した教材を概ね妥当と評価しており，研修後のファシリ

テーションの知識や自信が向上した。また，約65が研修後にロールプレイを活用した研修を

実施していた。これまでの学習経験の検討から，ファシリテーション技術の維持向上には繰り

返しの研修が必要であることが示唆された。

Key wordsADDIE モデル，Kirkpatrick Model，ファシリテーションスキル，ロールプレイ，振

り返り

日本公衆衛生雑誌 2020; 67(12): 881891. doi:10.11236/jph.67.12_881

 は じ め に

2008年に特定保健指導制度が開始されてから，保

健指導技術の向上，保健指導の効果が一層求められ

てきた1)。しかし，保健指導は対象者と指導者の間
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の相互作用によって成り立つものであり，高度な技

術を要する2)保健指導能力を向上させるためのト

レーニング方法の一つとして，ロールプレイが行わ

れてきた3)。ロールプレイはカウンセラーの養成や

医師，看護師，保健師，管理栄養士など対人サービ

スを行う様々な専門職において活用されている4)。

ロールプレイを活用した研修は目的を設定し，目

的に応じた状況を提示して観察者を含めて役割を決

める，ロールプレイを実施し，その後，観察者を含

めたデブリーフィングや振り返り（以下，振り返り）

を行うという流れで進めることが多い5,6)。参加者

にとってロールプレイが学びの多いものになるかど

うかは，状況設定が適切であるか，参加者が意義を

理解しているかなどの要素もあるが，振り返りが適

切に行われたということも大きな要素である。振り

返りはシミュレーション教育などでも実施される

が，ファシリテーターの能力によって振り返りがう

まくいくかどうかが左右されるため，その能力向上

に向けた取り組みがなされている6)。

全国健康保険協会（以下，協会けんぽ）は47都道

府県支部には，特定保健指導などを行う非常勤の保

健師，管理栄養士等の保健専門職（以下，保健師等）

を雇用し，その能力向上を目指して，定期的に研修

を行っている7,8)。全国で活動している保健師等の

保健指導能力を向上させるためには，ロールプレイ

を活用した研修を各支部で定期的に実施し，そのプ

ロセスや効果を評価していくことが必要である。そ

こで，協会けんぽの本部保健師が都道府県支部の

リーダー的保健師等を対象に，各支部で「ロールプ

レイを活用した研修を企画・実施し，効果的な振り

返りを行う能力の向上」を目的とした研修を企画

し，各支部から 1～2 人の参加者を募集した。研修

会は著者らが協力し，協会けんぽの本部保健師と話

し合いを重ねて構築した。本報告はロールプレイを

活用した研修の企画とファシリテーション技術の獲

得に向けた保健師への研修を実施し，その効果につ

いて検討することを目的とした。

 方 法

研究デザインはアクションリサーチであり，協会

けんぽの本部保健師がこれまでの研修会や各支部で

の保健師の活動に感じていた課題を研究者らと検討

しながら研修を構築，実施し，評価した。研修を計

画するにあたって，教育学におけるインストラク

ショナルデザイン（IDInstructional Design）の

ADDIE モデルを参考にした9)。ADDIE モデルとは

「分析（Analysis）」「設計（Design）」「開発（De-
velop）」「実施（Implementation）」「評価（Evalua-

tion）」の 5 つのステップに沿って研修を設計し，

評価するというものである。

. 分析・設計の段階

ADDIE モデルの分析の段階では，受講者の知

識・意欲スキルなどを診断的に評価し，その情報を

もとに研修を計画するが，本報告においては受講対

象者である保健師等の状況をよく理解している協会

けんぽの本部保健師と著者が2016年 6 月より複数回

打ち合わせを行い受講生の状況を把握し，研修の目

的と目標，内容を検討していった。その結果，保健

師等はロールプレイを経験したことがある者は多い

が，ロールプレイの実施やその振り返りに苦手意識

を持っている者が多いことが分かった。そこで，研

修の目的を「各都道府県支部の保健師等が保健指導

の能力を高めるためのロールプレイを活用した研修

の中でも，保健師等が苦手とする振り返りを運営す

る能力の向上」とした。目標は，◯ロールプレイの

振り返りにおけるファシリテーションとファシリ

テーターの役割を理解する，◯ファシリテーション

の技法を理解する，◯振り返りにおいてファシリ

テーターを行う自信ができる，◯ファシリテーショ

ンの技法を用いた振り返りを行うことができるとし

た。また，研修会の日程・予算などの都合上，1 日

で行う必要があることより，4～5 時間の内容で行

うこととした。

なお，表 1 にあるファシリテーターの活動・技法

として取り上げた内容の内，本研修でキーワードと

して強調した用語の説明を以下に記した。

ロールプレイにおける防衛の壁自信のなさ，はず

かしいという気持ちが学びの障壁になること。

腹落ち感ロールプレイでは，参加者が体験から学

習したことを納得すること（腹落ち感）が必要であ

り，振り返りの場で感情や思考，行動の理由を言葉

に出して説明・表現することで納得に導けるという

こと。

仕込みとさばき振り返りの場面で出た発言を場の

状況を判断しながら取捨選択することをさばきと表

現し，発言を取捨選択するためには振り返りでの議

論の到達点の設定や参加者の状況の把握などの事前

準備（しこみ）が必要であるということ。

論理の三角形論理的思考の基礎となる考え方であ

り，主張，データ，理由付けによる思考をすること

をいう。振り返りの場面ではこれを意識すること

で，自分の考え方も整理でき，振り返りの場面での

他者の発言も理解しやすくなるということ。

質問のバリエーション振り返りの場などで活用で

きる質問の出し方には，Yes, No で尋ねる質問，

Yes を引き出すための念押しの質問，自由回答で意
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表 研修の内容

時間 内 容 ファシリテーターの活動・技法 学習者の活動

8 分 事前調査 事前，事後調査の意味説明・依頼

合計 3 回実施することを説明

調査への協力

5 分 本日の目標と流れの説明 スライドで説明 目標の確認

15分 アイスブレーキング 自己紹介ゲーム等 1 グループ 6 人，13グループ

グループでゲームに参加

15分 講義 1ロールプレイング研修
を計画する際の工夫

ロールプレイの構造，ロールプレイにお
ける防衛の壁，ロールプレイの研修計画
をスライドで説明

説明を聞く

10分 ミニディスカッション ロールプレイの経験やその工夫などを自
分でまとめる

⇒グループで話し合うように指示

⇒「ロールプレイで工夫すること」につい
てグループで附箋を用いて話し合う

課題について自分で考えた後，グ
ループ内で話し合う

25分 講義 2ファシリテーターの活
動・技法

腹落ち感，仕込みとさばき等，発言を引
き出す方法，発言の扱い，議論の進め方
の判断・方向づけ，GROW モデル，論
点の出し方，議論のまとめ方，論理の三
角形，質問のバリエーション等，ファシ
リテーション技術について説明する

説明を聞く

15分 ミニディスカッション これまでの振り返り

研修で印象的に残ったこと，疑問など

リーダーが司会をして話し合う

10分 休憩

30分 ビデオ視聴ロールプレイ場面
と振り返りの場面のビデオを見
てもらう

研究者らの自作の◯ロールプレイのビデ
オを視聴する。その後，◯ファシリテー
ターと 2 人の観察者が加わって，ロール
プレイの振り返りを実施している場面の
ビデオを見る。

ビデオの視聴

ビデオを視聴をした感想を出してもらう 気づきなどをグループで話す

35分 ロールプレイとその振り返りの
実演

15分程度のロールプレイを参加者の前で
実演し，それを全員で観察する。

スタッフがロールプレイを実施・
他の人はロールプレイ（ライブ）
の観察

その後，参加者の前で模擬振り返りを実
演する（ファシリテーターは研究者が行
う）。

1 グループが模擬振り返りに参加
する。他のグループは模擬振り
返りの観察

10分 休憩

60分 ロールプレイの振り返りのシ
ミュレーション課題

課題の説明

ロールプレイのシナリオ作成

ロールプレイを各グループで作り上げる

A グループが B グループの前でロール
プレイをして，B グループとプレイヤー
が振り返りをする。残りの A グループ
は振り返りを観察する。

各グループロールプレイを作る

ロールプレイ ロールプレイを実施する

振り返り 振り返りを実施する

課題についてフィードバック フィードバック

15分 ミニディスカッション 本日の振り返り 各自，印象に残ったことをを付箋
に書いて，学びを振り返る

3 グループ程度に本日の感想を紹介して
もらう

各グループで話し合い，みんなに
紹介したいものを一番上に貼る

10分 研修後のアンケートの記入 質問紙に回答する（2 回目）
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見を尋ねる質問，自由回答で事実を尋ねる質問等 7
つのバリエーションがあるということ。

. 研修内容と評価

1) 研修の開発

目的・目標に沿って研修計画を作成した（表 1）。
保健指導の振り返りに使用するファシリテーション
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技術は文献および先行研究10～12)から選択した。

ロールプレイで使用した特定保健指導の事例は，協

会けんぽの本部保健師から提供されたものを一部改

変して使用した。研修会で使用したビデオ教材は本

研究グループで自主作成した。

2) 研修の内容と流れ

研修会はアイスブレーキングの後，講義とミニ

ディスカッションを組み入れながら展開した。講義

1 はロールプレイ研修を計画する際の工夫，講義 2
はファシリテーションの活動・技法であった。その

後，特定保健指導の事例に基づく 5 分のロールプレ

イの場面と，その振り返り場面の自作のビデオ

（ファシリテーター 1 人，保健師役 1 人，対象者役

1 人，観察者役 2 人で振り返りを行っている場面）

を視聴した。ビデオにはファシリテーターが振り返

りの中で考えていること，活動や発言に関する説明

をキャプションとして入れた。さらに，提示された

事例について，参加者が 56 人のグループになり，

各グループ 5 分程度のロールプレイ案を作成した。

その後，ロールプレイの振り返りの場面を体験し

た。さらに，研究者グループの 2 人が参加者の前で

ロールプレイし，参加者のうち 2 人が観察者とし

て，研究者がファシリテーターとなった振り返りの

セッションを参加者の前で実演した。

3) 研修の評価

評価は ID で用いられる The Kirkpatrick Model of
Training Evaluation9)を参考に計画した。このモデ

ルは，レベル 1Reaction（反応）アンケートなど

による受講者の研修に対する満足度の評価，レベル

2Learning（学習）筆記試験やレポートによる受

講者の学習到達度（理解度）の評価，レベル 3

Behavior（行動）受講者へのインタビューや他者評

価による行動変容の評価，レベル 4Results（業績）

研修受講による受講者や職場の業績向上度合いの評

価の 4 段階の評価指標から構成されている。本研修

では，評価は研修前，研修直後，研修 3 か月後の 3
回にわたって質問紙で実施した。

研修開始前の質問紙は参加者の状況を把握する項

目として，支部名，年齢，性別，保健師としての就

業年数，現職場の就業年数，ロールプレイの研修受

講経験の有無，過去 3 年間のロールプレイの経験回

数，ロールプレイ研修の計画・実施経験の有無，図

書などでのファシリテーションの学習経験の有無を

聞いた。

The Kirkpatrick Model のレベル 1～3 の項目につ

いては下記の質問を設定した。

レベル 1Reaction（反応）の項目として，研修

の前後と 3 か月後に，ロールプレイを活用した研修

を計画する自信（質問項目ロールプレイを活用し

た研修を計画・立案する自信がありますか），ファ

シリテーションの技法を活用した振り返りを行う自

信，研修の評価項目などを作成する自信について，

「非常に当てはまる」の10から「全く当てはまらな

い」の0までの11段階で尋ね，前後で比較検討した。

また，研修直後に研修に関する満足度を尋ねた。内

容は研修に興味を持てたか，教材はわかりやすかっ

たか，研修の時間，研修場所，参加人数，休憩時

間，教室が適切であったかの 7 項目であり，「非常

に当てはまる」の10から「全く当てはまらない」の

0 までの11段階で尋ねた。

レベル 2Learning（学習）は，研修前と研修直

後及び 3 か月後に知識に関する内容を尋ねた。具体

的には，ロールプレイを活用した研修の計画・立案

する方法の知識（質問項目ロールプレイを活用し

た研修の計画・立案する方法を説明できますか），

ファシリテーションの技法を活用した振り返りにつ

いての知識，研修を評価する方法の知識について，

「非常に当てはまる」の10から「全く当てはまらな

い」の 0 までの11段階で尋ね，前後で比較検討した。

また，上記レベル 1～2 の評価が本研修の成果に

よるものであることを確認するための評価項目とし

て，研修直後に「印象に残ったキーワード」と，研

修 3 か月後に「ロールプレイにおけるファシリテー

ターの役割にはどのようなものがあると思います

か」を聞いた。

レベル 3Behavior（行動）の項目としては，3
か月後の調査において，ロールプレイの研修会を各

支部で開催したかどうか，開催した場合は企画に関

する必要事項を実施できたかどうかを尋ねた。

今回の研修会の目的が参加者のロールプレイを活

用した研修の企画力の養成であった。レベル 4 の

Results（業績）評価を実施するには，各支部の研

修に参加者からの他者評価や参加者の保健指導能力

の向上，特定保健指導によるメタボリックシンド

ロームの改善状況を業績として確認する必要があ

る。これらの情報を入手することは困難であるた

め，レベル 4 の評価はレベル 3 の行動変容で代替え

する方法もあることより，レベル 4 の評価項目をと

くに設定しなかった。

4) 分析方法

統計的な処理は SPSS.Ver25を用いて行った。有

意水準は P＜0.05とした。自由記載の分析には

Nvivo12を使用した。また，これまでのファシリ

テーションに関する研修経験が本研究の成果に与え

る影響を把握するために，受講経験によるレベル 1
～3 の評価結果の相違を t 検定で検討した。研修



885

表 参加者の状況

N＝79

項 目 実数/平均 (S.D.)

性別

男性（人/) 1 1.3
女性（人/) 78 98.7

保健師経験年数

平均年数（S.D.) 17.2 9.6
10年未満（人/) 23 29.1
1019年（人/) 21 26.6
2029年（人/) 24 30.4
30年以上（人/) 10 12.7
未回答（人/) 1 1.3

現職経験年数

平均年数（S.D.) 6.3 4.9
ロールプレイ研修の受講経験

有り（人/) 66 83.5
無し（人/) 13 16.5

過去 3 年間のロールプレイ回数

（受講経験の有る者のみ)

0 回（人/) 2 3.0
1～2 回（人/) 37 56.1
3～5 回（人/) 22 33.3
6～10回（人/) 4 6.1
10回以上（人/) 1 1.5

ロールプレイ研修の計画・実施経験

有り（人/) 64 81.0
無し（人/) 15 19.0

ファシリテーションの学習経験

有り（人/) 27 34.2
無し（人/) 52 65.8

表 ファシリテーションに関する知識・自信の得点

研修前

N＝79
研修直後

N＝79
3 か月後

N＝79 多重比較

知識（説明できますか) Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D.

1 ロールプレイを活用した研修を計画する方法 3.6 1.9 7.8 1.4 6.9 1.5 abc

2 ファシリテーションの技法を活用して振り返りを運営する
方法 2.7 1.9 7.9 1.4 6.9 1.6 abc

3 研修を評価する方法 3.4 2.1 7.3 1.3 6.5 1.5 abc

自信（自信がありますか)

4 ロールプレイを活用した研修を計画・立案する 3.1 1.8 6.7 1.7 6.7 1.5 ac

5 ファシリテーションの技法を活用してロールプレイの振り
返りを運営 2.6 1.7 6.3 1.9 6.2 1.8 ac

6 研修を評価するための評価項目などを作成する 3.1 1.7 6.3 1.5 6.0 1.7 ac

繰り返しのある一元配置分散分析

多重比較検定（Bonferroni's multiple comparison test）の記号の意味

a研修前と比較し研修直後に有意に上昇

b研修直後と比較し 3 か月後に有意に低下

c研修前と比較し 3 か月後に有意に上昇
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前，研修直後，3 か月後の知識・自信に関する得点

の変化を検討するために，繰り返しのある一元配置

分散分析の多重比較検定を行った。自由記載につい

ては，その内容性を考慮し，カテゴリーに分類し，

さらに領域に分類した。

5) データの収集と倫理的配慮

研修前と研修直後は研修会場で封筒に入れて回収

し，研修 3 か月後は郵送で回収した。3 回の評価は

協会けんぽが企画する業務としての研修であるため

記名式とし，いずれも協会けんぽの本部保健師が回

収した。質問紙の結果は，本部保健師がエクセルに

入力し，個人名を削除し ID 番号に置き換えたもの

を著者に提供した。調査資料の取り扱い，分析に当

たっては国際医療福祉大学の倫理員会の承認を得た

（承認番号16Io183，承認日2016年 3 月15
日）。また，調査実施時に業務の一環として質問紙

に回答してもらうが個人の業務評価には活用しない

こと，目的，個人情報の取り扱いについて文書と口

頭で説明した。

 活 動 内 容

研修の参加者は79人（女性78人，男性 1 人）であっ

た。研究前の調査では，ロールプレイ研修の参加経

験のあるものは83.5，ロールプレイ研修計画・実

施経験のあるものは81.0，ファシリテーションに

ついて学習経験のあるものは34.2であった（表 2）。
知識および自信に関しては研修前の平均点が2.6

～3.6であった。研修直後の結果では，知識・自信

の平均点が6.3～7.9と，有意な上昇を示した。3 か
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表 ロールプレイ研修に関する反応と印象に残っ

たワード（各自，2 つを記載) N＝79

反応に関する評価項目 Mean S.D.

ロールプレイを活用した研修の計画・立案
する内容に興味が持てたか 8.4 1.5

ロールプレイを活用した研修の技法の内容
に興味が持てたか 8.6 1.3

研修の評価に関する内容に興味は持てたか 8.1 1.4
研修で使用した教材はわかりやすかったか 8.5 1.3
講師の説明はわかりやすかったか 9.0 1.1
研修の時間は適切でしたか 7.7 2.0
教室は快適でしたか 8.4 1.7
休憩時間は適切でしたか 8.8 1.4

研修で印象に残ったワード 記載数 

腹に落ちる・腹落ち感 33 41.8
論理の三角形 24 30.4
ロールプレイでは振り返りが重要 22 27.8
ファシリテーター 11 13.9
ファシリテーションのさばきと仕込み 9 11.4
ファシリテーション 4 5.1
議論をまとめる 3 3.8
ファシリテーターとは演出家 3 3.8
ファシリテーションは議論を見通すこと 3 3.8
ファシリテーションで活用できる 7 つの質
問 3 3.8

「私たちの」ロールプレイ/私たちのロール
プレイをやっていく 3 3.8

発言を引き出す 2 2.5
議論を見通す 2 2.5
GROW モデル 2 2.5
その他（16件は，各 1 件ずつ) 16 20.3

合 計 140

割合＝記載のあった件数/79人

886 第67巻 日本公衛誌 第12号 2020年12月15日

月後の知識・自信は6.0～6.9であった。知識の直後

と 3 か月後の比較では有意な減少を示したが，研修

前と比較すると有意な上昇を維持していた（表 3）。
研修内容に興味が持てたかという問いについては，

8.1～8.6であった（表 4）。印象に残ったキーワード

は140語が記載された。最も多かったのは，「腹に落

ちる・腹落ち感」「論理の三角形」であった。「腹に

落ちる・腹落ち感」は振り返りで，プレイヤーが

ロールプレイで起きていたことを振り返り，理解・

納得することが重要ということを説明・実演・ビデ

オで使用した。また，論理の三角形は講義 2 でファ

シリテーション技術の説明の中で行った内容であっ

た（表 4）。教材，講師の説明のわかりやすさにつ

いては，それぞれ8.5と9.0であった。研修時間は適

切かについては7.7であり，感想ではもう少し時間

があればよかったという意見が記載されていた（表

4）。
ファシリテーションの学習経験のある者は，ない

者に比べて研修前の知識・自信の項目で平均点が高

かった。しかし，研修直後の知識・自信はファシリ

テーションの学習経験のある者とそうでない者の有

意差はなかった。3 か月後の結果では，ファシリ

テーションの研修経験のない者は知識において研修

直後と比較して有意な低下が認められた（表 5）。
また，研修後の 3 か月間にロールプレイ研修会を支

部内で開催した者は51人（64.6）であった。ロー

ルプレイ研修を実施した者と実施しなかった者で研

修 3 か月後の知識・自信の平均点に有意差は見られ

なかった（表 5）。研修後に各支部で企画・実施し

たロールプレイ研修会での実施項目は，アイスブ

レーキングの実施率は60.8であったが，ロールプ

レイのルールの周知や目的やねらいの説明は94.1～

98.0と，概ね実施していた（表 6）。
研修 3 か月後の「ロールプレイにおいて，ファシ

リテーションの役割にはどのようなものがあるか」

という自由記載には，79人が何らかの記載をした。

「ロールプレイ研修の基本と企画に関する意見」と

いう領域には，ロールプレイの企画と運営，参加者

への公平・中立・感謝の姿勢という 2 つのカテゴ

リーがあり，「振り返りにおける役割に関する意見」

は，ロ―ルプレイの観察から振り返りの観点を見通

す，学びを自らの保健指導に活用できるような促

し，気づきや腹落ち感が得られるような工夫を行う

役割，議論を見通して議論を整理する役割の 4 つの

カテゴリーに分類することができた（表 7）。

 考 察

本研修会は Kirkpatrick Model の枠組みで評価を

行った。

. レベル 1Reaction（反応）の評価

研修前後における自信の変化は研修前に比べて，

研修直後に大きく上昇し，3 か月後に低下する項目

もあるものの，研修前と比較して高いポイントを示

した。また，教材のわかりやすさ，講師の説明のわ

かりやすさ，ロールプレイ研修の企画への興味とい

う点においても，高い評価を得たことより，研修に

ついては概ね良い反応を得たと考えられる。研修時

間は適切かという項目については 7 点台であった

が，やはり限られた時間内での研修ということが影

響していたと考えられる。

. レベル 2Learning（学習）の評価

研修前，研修直後，3 か月後の説明できる（知識）

項目への回答の変化は，研修前に比べて，研修後に

大きく上昇し，3 か月後に低下はするものの，研修
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表 研修会後のロールプレイ研修の企画実施状況

N＝79

項 目 対象数 人 

研修後のロールプレイ研修会の開催 n＝79
有り 51 64.6
無し 22 27.8
未回答 6 7.6

到達度を設定したか n＝51
した 49 96.1
しなかった 2 3.9

到達度にあった事例を準備したか n＝51
した 50 98.0
しなかった 1 2.0

実施日程を事前に周知できたか n＝51 0.0
した 47 92.2
しなかった 4 7.8

アイスブレーキングを準備したか n＝51
した 31 60.8
しなかった 20 39.2

ロールプレイを行う際の事前のルー
ルを周知したか

n＝51

した 49 96.1
しなかった 2 3.9

安全，適切な場所を確保したか n＝51
した 51 100.0
しなかった 0 0.0

ロールプレイ前に事例の概要と保健
指導のねらいを説明したか

n＝51

した 50 98.0
しなかった 1 2.0

ロールプレイに適切な時間を確保し
たか

n＝51

した 48 94.1
しなかった 3 5.9

の各項目は，ロールプレイ研修会を開催したという51
人に尋ねた項目であった。
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前と比較して高いポイントを示した。とくに，「ファ

シリテーション技法を活用して振り返りを運営する

方法」に関する知識は開始前の平均点が2.7と低かっ

たが，研修 3 か月後においても 4 ポイント以上の得

点の上昇が認められていた。また，研修 3 か月後の

ファシリテーターの役割に関する自由記述において

も研修会で取り上げたポイントが記載されており，

ファシリテーションの技術がロールプレイを活用し

た研修に重要であるということを認識していたとい

える。また，本研修会以前にファシリテーションの

研修を受講したことがある者は学習したことがない

者と比較して，研修前と 3 か月後の知識の比較にお

いて有意に得点が高かったことより，繰り返し学習

することで，学習の定着が起こると考えられる13)。
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表 3 か月後のファシリテーターの役割に関する自由記述の分類

記載者数 N＝79

領 域 カテゴリー サブカテゴリー 件数

ロールプレイ
研修の基本と
企画に関する
意見

ロールプレイの企画と運営 ゴールに向けた流れの誘導役となる 15
到達度の設定・確認・周知する 14
ゴールに適した事例を準備する 3
研修におけるルールを設定する 4
ロールプレイ研修の評価を企画する 1
安心・安全な環境づくりを行う 28

参加者への公平・中立・感
謝の姿勢

参加者への公平・中立な姿勢を持つ 4
参加者の意見を尊重する 8
参加者への感謝を表現する 2

振り返りにお
ける役割に関
する意見

ロールプレイの観察から振
り返りの観点を見通す

ロールプレイを注意深く観察し振り返りの論点を見つける 3
ロールプレイを見るためには自身の保健指導能力は必要である 3
問題提議のセンスが必要である 1

学びを自らの保健指導に活
用できるような促し

各自が思いを整理できるように関わる 1
振り返りでの各自の学びを言語化してもらう 2
学びを自らの保健指導に活用できるように考えてもらう 10

気づきや腹落ち感が得られ
るような工夫を行う役割

参加者が気づきや腹落ち感を得るような関わりをする 25
参加者の特性を理解して関わる 3
質問の種類を意識して活用する 2
ロールプレイの改善点・良かった点を明確にする 2
振り返りで参加者の発言を引き出す 26
参加者の内省を促す 2
発言を共有・明確化・解釈する役割 28

議論を見通して議論を整理
する役割

場を俯瞰した進め方をする 3
議論を見通して議論をさばく 36
議論の見える化する 2
議論の到達点の見込みをつける 1
時間配分や個人の発言数を見通して進める 4
議論がそれた時の対応をする 6
議論をまとめる 2
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これらのことより，本研修はファシリテーション技

術の獲得に一定の効果があったものと考える。

. レベル 3Behavior（行動）の評価

今回実施した研修は，協会けんぽの常勤保健師等

が，ロールプレイを活用した保健指導能力の向上を

目指した研修であり，各都道府県支部で企画・運営

する能力の向上を目的としたものであった。研修の

参加者の83.5がロールプレイ研修を受講したこと

があり，81がロールプレイ研修の計画・実施経験

があるものであった。しかしながら，研修前のロー

ルプレイを活用した研究を計画・立案する自信は10
点満点中3.1点と低いものであった。業務による研

修であり，各支部での研修開催が推奨されたとはい

え，研修後の 3 か月間に64.6の者が各支部でロー

ルプレイを活用した研修を企画していた。また，研

修の企画や運営に当たっては，到達度の設定，事前

のルールの確認，安全・適切な場所等の研修の構造

の部分は90以上が実施できていたこと，自由記載

には研修の企画と運営に関して，到達度の設定や

ゴールに向けた流れの誘導役になる等，ファシリ

テーターとしての役割について具体的に記載されて

いた。以上のことより，本研修は参加者のロールプ

レイを活用した研修の企画力を高めることに寄与し

ていたと考えられる。なお，アイスブレーキングの

実施率はすでにお互いが知っているメンバーだった

ためか，60にとどまっていた。

学習は実践や人に教えることにより定着するとい

われる説があるが14,15)，本研究では，支部で研修会

を企画・実施した者としなかった者では 3 か月後の

知識・自信において有意な差はなかった。有意差が



889889第67巻 日本公衛誌 第12号2020年12月15日

生じなかった要因については検討する必要がある

が，実践力の向上にはリフレクションが重要である

と言われており16)，各支部でのロールプレイ研修の

企画・運営に対してリフレクションを受けられるよ

うな仕組みがあれば，経験したことが内在化17)され

ると考えられる。

. 実践への示唆

特定保健指導の「標準的な健診・保健指導 プロ

グラム」（厚生労働省 平成30年版)18)においても保

健指導者を対象とした研修でロールプレイを演習や

OJT として行うことが推奨されている。しかし，

ロールプレイ研修の企画や振り返りを効果的に展開

するためのファシリテーション技術の獲得を目指し

た研修は多くはない。本研修会は約80人程度の保健

師を対象とした 1 回 4 時間程度のものであった。研

修会はビデオや演習を取り入れて，担当した指導者

は 3 人であった。特別な用具などを使用するもので

はなく，知識・技術の獲得につながる成果を得たこ

とより，今後，保健指導の研修を企画する者やリー

ダー的立場の者の研修に役立つものといえよう。

. 本研究の限界

本研究は現場における研修会を評価したしたもの

であり，比較対照群を置いていない。そのため，知

識・自信に関する質問に繰り返し答えることの影響

を排除することはできない。しかし，研修内容に関

するポジティブな反応が得られているため，知識・

自信の変化は研修の効果と考えることができよう。

本研究ではロールプレイ研修の計画・立案，ファシ

リテーションの技法，評価方法に関する知識と自信

を評価項目としたが，それぞれ 1 項目で聞いてお

り，細かな事項を尋ねたものではなかったという点

と自己評価であったという点で限界があった。ま

た，本事業は協会けんぽの業務の一環としての研修

であるため，回答に当たってポジティブな反応を示

す可能性が考えられる。

 結 論

協会けんぽの本部保健師と研究者らが，都道府県

支部のリーダー的保健師等を対象に，「各支部でロー

ルプレイを活用した研修を企画・実施し，効果的な

振り返りを行う能力の向上」を目的とした研修を実

施し，Kirkpatrick Model に基づき研修の評価を

行った。参加者は研修内容や使用した教材を概ね妥

当と評価しており，研修後のファシリテーションの

知識や自信が向上していた。また，約64が研修後

に実際にロールプレイを活用した研修を実施してい

た。ファシリテーションスキルを維持向上させるた

めには繰り返しの研修と，各支部で実施したロール

プレイを活用した研修をリフレクションする仕組み

の必要性が示唆された。

本研究に参加してくださいました全国健康保険協会の

保健師様に深く感謝いたします。なお，本研究におい

て，開示すべき COI 状態はありません。

(
受付 2019.10. 1
採用 2020. 8.26)
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Examination of the eŠects of a role-playing training program for the improvement of
planning and management skills of public health nurses

Mikako ARAKIDA, Yuko MATSUDA2, Emiko AOKI, Kanako TAKENAKA, Ruriko YAMASHITA2,
Keiko ROKURO3, Itsuko YAMAZAKI3, Keiko MACHIDA3and Yuka FUNAKAWA3

Key wordsADDIE model, Kirkpatrick model, facilitation skills, role-play, re‰ection

Objectives The Japan Health Insurance Association (JHIA) conducts training in each branch facility to
improve the ability of public health nurses (PHNs). The headquarters of the PHNs of JHIA and the
researchers conducted a training program for leaders of PHNs at each JHIA branch. The goal of the
program was to create a training plan using role-play to acquire facilitation skills. This study aimed
to examine the eŠects of training.

Methods The study was designed in accordance with the Instructional Designs. The training goals were as
follows: (1) understanding the role of facilitation and the facilitator in the debrieˆng session after
the role-play, (2) understanding facilitation techniques, (3) being conˆdent in performing as facili-
tators in the debrieˆng session; and (4) conducting the debrieˆng sessions using facilitation skills.
The evaluation of the training was based on the Kirkpatrick model from the viewpoint of conˆdence
in using facilitation, knowledge of facilitation, and conduct of training and utilization of facilitation
technology. Questionnaire evaluations were conducted three times before the training, immediately
after the training, and three months after the training. In August 2016, 4.5 hours of training were
conducted in one day.

Results There were 79 participants in the training group. The mean points of knowledge and conˆdence
were 2.63.6 before training, 6.37.9 after training, and 6.06.9 at 3 months after training. The
participants rated their interest in three questions of the training as high as 8.18.6. In addition,
64.6 of participants held a role-play session at each branch within three months of the initial train-
ing. In the role-play session planned by the participants, the practitioners implemented the explana-
tion of the purpose and the rules at each branch 96.1 and 98.0, respectively. Participants who
had attended facilitation training prior to our program scored higher points of knowledge and conˆ-
dence before and after three months. Three months after the training, 79 participants responded to
the question of the role of the facilitator in role-playing. The descriptions were categorized into
`̀ opinions on the basics and planning of role-play training'' and `̀ opinions on the roles in retrospec-
tives.''

Conclusion The participants evaluated the training contents and the materials used as appropriate, and
their knowledge and conˆdence in facilitation improved after the training. To maintain and improve
facilitation skills, the educational system needs to implement training using role-playing at each
branch consistently.

School of Nursing and Rehabilitation Science at Odawara International University of Health
and Welfare

2International University of Health and Welfare Graduate School
3Japan Health Insurance Association
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目的 本研究では就業状況による各年齢・時代・コホートでの日本人女性における婚姻率・出生率

の違いを明らかにする。

方法 1995年から2015年までの人口動態職業・産業別統計と国勢調査のデータを用い，20歳から49
歳まで 5 歳おきの就業有無および配偶有無別で婚姻数・出生数データを取得した。ベイジアン

APC モデルをもとに無配偶婚姻率・有配偶出生率の変化を年齢，時代，コホートの 3 効果に

分離するとともに，各年齢，時代，コホートにおける就業者の非就業者に対する無配偶婚姻率

比および有配偶出生率比を算出した。

結果 非就業者における無配偶婚姻率の時代効果は期間を通して減少し続けたが，就業者では2005
年から上昇に転じていた。有配偶出生率に対する時代効果は就業状況によらず上昇したが，就

業者の方が上昇率が大きかった。無配偶婚姻率のコホート効果は非就業者では1960年代，就業

者では1970年代から減少しており，非就業者の方が減少率が大きかった。それにより，就業者

の非就業者に対する無配偶婚姻率比は19461950年生まれで0.46（95信頼区間0.21，0.90）
であったが，19911995年生まれで1.00（95信頼区間0.45，1.92）となっていた。一方，就

業者の非就業者に対する有配偶出生率比は19461950年生まれで0.31（95信頼区間0.12，

0.69）であったが，19911995年生まれで0.38（95信頼区間0.14，1.81）となっていた。

結論 就業者と非就業者における無配偶婚姻率および有配偶出生率の差は時代が経過するほど，ま

たは若いコホートになるほど縮小する傾向にあり，とくに無配偶婚姻率に関する差の減少率が

大きかった。一方で，有配偶者出生率については依然としてコホートを問わず就業有無により

統計学的に有意な差があることがわかった。

Key words年齢・時代・コホート分析，日本人女性，出生率，就業状況，ベイズ推定

日本公衆衛生雑誌 2020; 67(12): 892903. doi:10.11236/jph.67.12_892

 緒 言

日本国内の人口は2008年を起点に減少に転じ1)，

今後も人口の減少が急速に続くことが想定されてい

る。人口減少の直接的な要因は高齢化による死亡率

の増加と少子化であり，出生数については一貫して

減少を続けている2)。ある 1 年間において1549歳
の女性の各年齢別出生率を合計した期間合計特殊出

生率は1970年代から減少が続き，2005年を境に上昇

に転じているが，1970年代と比較すると低い水準に

とどまっているといえる。なお，合計（特殊）出生

率には期間合計（特殊）出生率とともに，あるコホー

トにおける女性一人あたりの出生数をあらわすコ

ホート合計（特殊）出生率が存在する。期間合計

（特殊）出生率とともにコホート合計（特殊）出生

率を推定する研究が行われており3)，コホート合計

（特殊）出生率も低下傾向を示すことがわかってい

る。これら合計特殊出生率の低下は主に男女の婚姻

率の低下および婚姻年齢の高齢化と，有配偶者間に

おける出生率の低下に起因するものであり，それら

の要因については数多くの先行研究において論じら

れている。中でも主な要因としては，若年者の雇用

や収入の不安定化，女性の高学歴化と社会進出の増

加，価値観の変化などが挙げられている4～6)。その

うち，女性の就業状況については，婚姻や出生との

関係を調べた研究も多く行われており7～9)，若い年

齢の夫婦が非就業あるいは就業時間が比較的短い母
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親（子供の祖母）と同居している場合に子供数が多

くなる傾向があるとする研究結果もある10)。女性の

就業率と出生率の関連を分析した研究もすでに存在

する11～13)。一方で，就業状況の違いを考慮して日

本人女性の出生率や婚姻率の動向を分析した研究は

比較的少なく，就業有無により各年齢階級や年代に

おいて実際にどの程度の差が生じているかについて

の数値が示されていない。また，就業状況の有無に

よる婚姻率や出生率の違いも年代およびコホートに

よって変化していることが考えられるため，それら

要因効果の変化を考慮した比較も必要である。

このように，複数の年代における各年齢階級の統

計値が得られたデータをもとに，統計値に対する年

齢，時代，コホートの効果を識別して推定する統計

モデルを年齢・時代・コホート（Age-period-co-
hort: APC）モデルという14)。APC モデルを用いた

分析では通常，長期間にわたる集計値を利用するこ

とから，行政機関等が公表した公的統計データを用

いた分析が行われることが多い。国内においては医

学関連データへの適用が多く，各種疾患の死亡率や

罹患率の動向を分析するために使用されることが多

い15～17)。APC モデルを用いた分析は死亡者数など

統計値の将来推計を行う際の予測モデルとしても使

用することが可能である。他国では APC モデルを

用いた分析により婚姻および出生率の時代変化を分

析した研究事例が多くある18～21)。日本人女性の婚

姻率・出生率についても APC モデルによる分析が

すでに行われており16)，婚姻率に対するコホートの

効果は1982年以降。出生率については1977年以降増

大トレンドに転じたことや，出生率と婚姻率のコ

ホート効果の動向が類似していることがわかってい

る。一方で，女性の就業状況別に婚姻率・出生率の

動向を APC モデルにより分析した研究は行われて

おらず，就業有無の違いによる各効果の変化状況や

大きさの違いについては依然として不明である。ま

た，出生率の分析について，先行研究においては全

人口に対する出生率について分析がなされている

が17)，この場合の出生率は婚姻率に大きく影響され

ることが考えられる。全人口ではなく，有配偶者に

おける出生率（有配偶出生率），つまり現在婚姻し

ている女性内での出生率の動向を分析することで，

婚姻率とは独立した出生率に対する効果を推定する

ことができると考えられる。婚姻率についても，婚

姻後に非就業者となる場合が多くあるため，就業状

況別で検討を行う際には全人口に対する婚姻率では

なく，無配偶者における婚姻率（無配偶婚姻率），

つまり現在婚姻していない女性内での婚姻率を検討

する必要がある。そこで，本研究では，女性の就業

状況の有無別に近年の無配偶婚姻率・有配偶者出生

率の動向を APC モデルをもとに分析する。人口動

態職業・産業別調査は職種別の人口動態統計で，過

去に母親の職業が妊娠の結果に及ぼす影響を分析し

た研究も行われており22)，就業状況別での出生や死

亡の動向を把握する上で有用な統計データである。

 研 究 方 法

. 対象データ

1995年から2015年まで 5 年おきの人口動態職業・

産業別調査のデータ23)を用い，就業状況・配偶状

況・性年齢階級別の婚姻者数，出生数のデータを入

手した。配偶関係別の人口は国勢調査のデータ23)を

用いた。なお，本研究は個票データではなく一般に

公開されている統計データをもとに分析を行った。

年齢階級は2024歳から4549歳まで 5 歳刻みで全 6
階級のデータを用い，コホートは19461950年生ま

れのコホートから19911995年生まれのコホートま

で 5 歳刻みで全10コホートが定義された。コホート

に関して，たとえば1995年において4549歳である

場合には厳密には1945年生まれである場合も存在す

るが，他の年齢・時代・コホート分析を用いた研究

に倣い本研究では19461950年生まれとして扱っ

た。なお，婚姻は初婚と再婚の 2 種類が存在するが，

2 つの種類で動向が異なることが考えられるため，

本研究では初婚のみを扱った。また，配偶関係およ

び就業状況が不詳である者は今回の解析には含めな

かった。

. 統計解析

統計解析として，まず19952015年における就業

者，無職業者の数と割合を年齢階級別に集計し，国

内における就業状況ごとの人数の変化を把握した。

次に，無配偶者に占める婚姻者数と有配偶者に占め

る出生数について，就業状況および年齢階級別に

1,000人当たりの件数を算出した。その他，就業状

況有無により年齢構成が異なることが考えられるた

め，非就業者の1995年における年齢分布を基準人口

として，各時代の年齢調整無配偶婚姻率および年齢

調整有配偶出生率を算出した。また，コホートの変

化による年齢階級別での無配偶婚姻率・有配偶出生

率の変化を就業状況別に算出しプロットした。

APC モデルを用いた分析について，本研究では

最終的に年齢・時代・コホートの各効果について，

就業者の非就業者に対する無配偶婚姻率比および有

配偶出生率比とその信用区間を算出することが目的

であるため，就業者と非就業者を同時にモデリング

した APC モデルを用いる。yijr を年齢階級 i（i＝1,
…, I），年代 j（ j＝1, …, J），就業状況 r（r＝1, 2）
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における婚姻数とする。また，年齢と時代により一

意に定まる各コホートは k（k＝1, …, K）と表記す

る。nijr を対応する無配偶者の人口，lijr を平均とし

て，yijr はパラメータ li jr のポアソン分布に従うと仮

定する。このとき，APC モデルは以下の式で表す

ことができる。

yijr～Poisson(lijr),
log(li jr)＝dr＋air＋bjr＋gkr＋log(nijr)

ここで，dr は就業状況により固有の切片であり，

air＋bjr＋gkr はそれぞれ就業状況により固有の年

齢，時代，コホートの効果である。パラメータの識

別のため，就業状況ごとの各年齢，時代，コホート

の和は 0 となるという制約を置く。また，ベイジア

ン APC モデルにおいて時点間のパラメータ値を関

連付けるために 1 次のランダムウォークが用いられ

ることが多くあり24)，本研究においても年齢，時

代，コホートの各効果について，時点間での関連を

1 次のランダムウォークにより関連付けた。たとえ

ば年齢の効果であれば，以下のサンプリング式によ

り効果が逐次的にサンプリングされる。

air～N(ai－1, r, s 2
a）

ここで，s 2
a は年齢効果の生成分布における分散

であり，時代効果，コホート効果についても同様に

それぞれに固有の分散をもとにサンプリングを行

う。なお，1 次のランダムウォークによる関連付け

は，時点間でパラメータ値が大きく変化しないこと

を前提とするが，年齢，年代別での婚姻率・出生率

値の変化を確認したうえで選択した。APC モデル

を用いた分析の結果の一つとして，各効果内での相

対的な率比を就業状況および無配偶婚姻率・有配偶

婚姻率ごとに提示した。たとえば，就業状況 r のあ

る年齢階級 i の相対的な率比は exp(air)となる。時

代効果，コホート効果についても同様である。

就業状況ごとの APC モデルを用いた分析の結果

とともに，本研究では非就業者に対する就業者の無

配偶婚姻率および有配偶婚姻率を算出した。ある年

齢 i における非就業者（＝1）に対する就業者（＝2）
の婚姻率比は以下の値となる。

exp(d2＋ai2)/exp(d1＋ai1）

時代効果，コホート効果についても同様である。

有配偶出生率に対する APC モデルは無配偶婚姻率

と同様であるが，人口について，無配偶者人口では

なく有配偶者人口を用いた。本研究では R パッ

ケージ rstan25)を用いてコードを作成して推定を行

い，ベイズ推定におけるシミュレーション回数を

100,000回として最初の50,000回は burn-in 期間とし

て，残りの50,000回のシミュレーションでの数値を

もとに各効果の推定値と信用区間を算出した。Stan

において収束性の指標として用いられている Rhat
の値をもとにパラメータ値の収束を確認した。な

お，本研究のすべてのデータ分析は R3.5.1 を用い

て行った26)。

 研 究 結 果

表 1 が各年代における日本人女性の配偶有無別で

の就業者，非就業者の数を年齢階級別に集計した結

果であり，1,000人単位で結果を提示している。無

配偶者に着目した場合には，いずれの時代・年齢階

級においても就業者は非就業者よりも数が多く，非

就業者の数は各年齢階級で減少していた。非就業

者，就業者とも，2024歳における数は減少してい

るが，他の年齢階級ではむしろ上昇傾向である場合

が多く，40代では一貫して数が増加していた。有配

偶者に限定した場合についてはいずれの年齢階級も

減少傾向を示し，非就業者における有配偶者の減少

度合いが就業者よりも大きいことがわかる。

表 2 が就業状況別での各時代・年齢階級における

無配偶婚姻数・有配偶出生数である。なお，各値は

1,000人単位の値を示している。婚姻数について，

20代では非就業者・就業者ともに数が減少してお

り，とくに非就業者の減少度合いが大きかった。一

方，非就業者では35歳以降，就業者では30代以降に

おいて件数が増加する傾向にあり，とくに就業者に

おいて顕著に件数が増えていた。出生数について

は，非就業者では35歳未満において減少傾向である

のに対し，35歳以降では増加傾向を示した。就業者

で近年，いずれの年齢階級においても出生件数は増

えており，とくに30代における増加が顕著であった。

1995年時点において，非就業者と就業者の出生数は

大きな違いがあったが，2015年においては差が縮小

していることがわかる。

表 3 が就業状況別での各時代・年齢階級における

無配偶婚姻率・有配偶出生率である。なお，各値は

1,000人当たりの数を示している。無配偶婚姻率に

ついては非就業者では20代，30代で低下しており，

若年者の減少度合いが大きかった。就業者では20代
において1995年から2015年まで減少傾向がみられる

一方で，2005年から2015年まではほとんどの年齢階

級で増加傾向がみられた。非就業者と就業者を比べ

た際，いずれの年齢階級においても非就業者と就業

者の婚姻率の差は小さくなっており，2024歳では

就業者の方が無配偶婚姻率が高かった。有配偶者出

生率については，就業者・非就業者を問わず全年齢

階級において上昇傾向にあった。また，いずれの年

代・年齢階級においても非就業者の方が出生率が高

かったが，2015年と1995年を比較した際，就業者の
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表 日本人女性の配偶有無別での就業者，非就業者の数（1,000人単位)

就業・配偶有無/時代
年 齢 階 級

2024歳 2529歳 3034歳 3539歳 4044歳 4549歳

非就業無配偶者

1995年 1,070.8 307.7 163.7 114.1 126.4 161.8
2000年 1,043.6 393.5 228.6 151.6 123.0 150.8
2005年 955.1 354.9 284.9 208.2 164.0 146.2
2010年 857.2 299.1 238.6 243.7 205.5 178.9
2015年 780.7 237.0 186.7 180.4 211.2 196.7

就業無配偶者

1995年 3,080.8 1,808.7 749.7 456.3 475.8 602.3
2000年 2,472.0 2,220.7 1,054.0 630.9 483.4 528.3
2005年 2,020.7 1,948.2 1,351.5 868.2 652.8 537.6
2010年 1,722.6 1,718.1 1,215.6 1,081.4 844.7 681.7
2015年 1,551.7 1,490.0 1,051.4 935.7 1,026.4 876.2

非就業有配偶者

1995年 371.0 1,260.9 1,754.2 1,493.6 1,374.4 1,520.4
2000年 280.3 1,171.3 1,678.5 1,474.0 1,130.9 1,204.6
2005年 221.1 805.4 1,573.2 1,425.0 1,064.8 916.4
2010年 152.3 554.3 1,063.4 1,343.9 1,026.9 830.0
2015年 92.6 373.9 742.4 912.4 940.9 758.6

就業有配偶者

1995年 218.3 834.6 1,247.7 1,743.3 2,444.1 2,951.3
2000年 167.0 871.3 1,233.8 1,643.4 2,052.9 2,487.6
2005年 128.3 690.0 1,367.6 1,627.6 1,980.1 2,144.8
2010年 106.5 615.0 1,206.7 1,767.7 1,914.6 2,041.3
2015年 91.5 573.0 1,149.6 1,627.2 2,176.5 2,090.2
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方が出生率の増加度合いが大きいことがわかる。

表 4 が非就業者の1995年の年齢分布を基準人口と

した，各年代の就業状況別での年齢調整無配偶婚姻

率および有配偶出生率である。非就業者の無配偶婚

姻率は大きく減少している一方で，就業者の年齢調

整婚姻率は2005年以降むしろ上昇傾向であり，2015
年度においては同程度の値となっている。有配偶出

生率については非就業者の方がいずれの年代におい

ても高いが，就業の有無によらず上昇していた。

図 1 がコホートの変化による年齢階級別での無配

偶婚姻率・有配偶出生率の変化を就業状況別に示し

た図である。非就業者と就業者の無配偶婚姻率を比

べた場合，非就業者の20代における無配偶婚姻率は

就業者と比較してコホートを経るごとに顕著に減少

していた。30代においては，非就業者において減少

傾向であるのに対し，就業者では上昇傾向を示し

た。有配偶出生率について，非就業者では20代，30
代においてコホートを経るごとに上昇していた。就

業者においても20代，30代において上昇が認められ

たが，30代の上昇度合いが大きく，コホートを経る

ごとに2034歳までの有配偶出生率が同水準に収斂

していた。

表 5 が就業状況別での無配偶婚姻率・有配偶出生

率に対する APC モデルを用いた分析の結果であ

る。各値は各効果内での相対的な無配偶婚姻率比な

いしは有配偶出生率比を示している。無配偶婚姻率

について，年齢効果は就業有無で大きな違いはな

く，就業有無に関わらず2529歳代において効果が

最大となり，その後減少する傾向となっていた。時

代効果は非就業者では一貫して減少していたが，就

業者では2005年度以降は上昇していた。コホート効

果について，19461950年生まれのコホートから就

業有無によらず上昇を続け，非就業者では1966

1970年生まれのコホート，就業者では19761980年
生まれのコホートにおいて効果が最大となり，その

後は減少していた。ただ，減少の度合いが非就業者

の方が大きく，19911995年生まれのコホートでは

解析対象のコホート内で最も効果が小さくなった。

有配偶出生率について，就業有無によらず年齢の上

昇とともに出生率は低下していた。時代効果につい

ても就業有無によらず上昇傾向を示し，2015年度に

おいて就業者の効果の上昇がとくに大きかった。コ
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表 就業状況別での各時代・年齢階級における無配偶婚姻数・有配偶出生数（1,000人単位)

就業状況と婚姻・出生/時代
年 齢 階 級

2024歳 2529歳 3034歳 3539歳 4044歳 4549歳

非就業者の無配偶婚姻数

1995年 95.6 108.0 26.7 5.5 1.5 0.7
2000年 69.3 97.8 30.6 7.3 1.6 0.6
2005年 45.9 62.0 29.1 8.6 1.9 0.6
2010年 30.6 40.2 20.9 9.5 2.5 0.7
2015年 19.4 25.0 14.0 7.0 2.7 0.9

就業者の無配偶婚姻数

1995年 135.0 189.0 46.0 9.1 2.1 0.9
2000年 102.7 208.8 64.0 14.3 2.7 0.8
2005年 68.5 163.8 81.5 21.2 4.4 1.0
2010年 59.2 156.0 85.9 33.9 7.7 1.6
2015年 51.3 143.8 82.5 37.0 12.0 2.8

非就業者の有配偶出生数

1995年 160.4 383.2 282.1 72.8 8.8 0.3
2000年 133.4 361.3 298.3 91.7 10.2 0.3
2005年 104.2 245.6 282.9 105.2 12.9 0.3
2010年 84.7 202.3 238.4 135.2 20.9 0.5
2015年 59.0 141.3 184.6 114.3 26.7 0.6

就業者の有配偶出生数

1995年 31.6 104.7 89.7 27.6 3.6 0.1
2000年 25.8 102.2 95.4 35.4 4.6 0.1
2005年 18.1 77.4 104.9 43.2 6.4 0.2
2010年 20.4 92.1 128.7 75.6 12.7 0.3
2015年 21.6 107.8 165.4 104.6 24.2 0.6
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ホート効果について，就業者・非就業者とも1946

1950年生まれコホートから就業有無によらず上昇を

続け，19711975年生まれコホートにおいて効果が

最大となり，その後は減少していた。

図 2 が，APC モデルによる推定値により算出し

た，各年齢・時代・コホートにおける就業者の非就

業者に対する無配偶婚姻率比および有配偶出生率比

である。無配偶婚姻率について，いずれの年齢にお

いても就業状況間で統計学的に有意な差があった。

年齢の増加による一定の傾向はみられなかったが，

2529歳で就業状況による差が最大となった。一

方，時代の影響について，年度が進むごとに一貫し

て率比の大きさが小さくなっており，就業有無によ

る差について2015年では統計学的有意差がみられな

くなった。コホートによる影響についても，1946

1950年生まれコホートから19661970年生まれコ

ホートまでは横ばいであるが，以降は19911995年
生まれのコホートまで就業有無によるコホート効果

の差が小さくなっており19911995年生まれでは差

がなくなっていた。有配偶出生率について，すべて

の効果に関して非就業者の方が統計学的に有意に有

配偶出生率が高かった。3034歳代において就業有

無による年齢の影響が最小となり，以降は拡大して

いた。時代の影響は1995年度から2005年度までは差

が拡大していたが，以降2015年度まで率比は小さく

なっていた。コホートの影響については，1946

1950年生まれのコホートから19561960年生まれの

コホートまで率比は横ばいであったが，以降は率比

が微増する傾向にあり，就業状況による有配偶出生

率の差が小さくなる傾向がみられた。

 考 察

無配偶婚姻率について，表 3 が示すように各年齢

階級において，非就業者の方が就業者よりも無配偶

婚姻率が高かった。ただ，1995年度においては非就

業者と就業者でいずれの年齢階級においても無配偶

婚姻率に大きな差があったが，2015年度においては

差が縮小していた。これは，非就業者の無配偶婚姻

率が急速に減少しているのに対し，就業者では20

24歳代を除いて増加傾向であることによるものであ

り，就業有無により無配偶婚姻率の動向が大きく異

なることによる。また，表 5 の無配偶婚姻率につい
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表 就業状況別での各時代・年齢階級における1,000人当たりの無配偶婚姻率・有配偶出生率

就業状況と婚姻・出生/時代
年 齢 階 級

2024歳 2529歳 3034歳 3539歳 4044歳 4549歳

非就業者の無配偶婚姻率

1995年 95.6 108.0 26.7 5.5 1.5 0.7
2000年 69.3 97.8 30.6 7.3 1.6 0.6
2005年 45.9 62.0 29.1 8.6 1.9 0.6
2010年 30.6 40.2 20.9 9.5 2.5 0.7
2015年 19.4 25.0 14.0 7.0 2.7 0.9

就業者の無配偶婚姻率

1995年 135.0 189.0 46.0 9.1 2.1 0.9
2000年 102.7 208.8 64.0 14.3 2.7 0.8
2005年 68.5 163.8 81.5 21.2 4.4 1.0
2010年 59.2 156.0 85.9 33.9 7.7 1.6
2015年 51.3 143.8 82.5 37.0 12.0 2.8

非就業者の有配偶出生率

1995年 160.4 383.2 282.1 72.8 8.8 0.3
2000年 133.4 361.3 298.3 91.7 10.2 0.3
2005年 104.2 245.6 282.9 105.2 12.9 0.3
2010年 84.7 202.3 238.4 135.2 20.9 0.5
2015年 59.0 141.3 184.6 114.3 26.7 0.6

就業者の有配偶出生率

1995年 31.6 104.7 89.7 27.6 3.6 0.1
2000年 25.8 102.2 95.4 35.4 4.6 0.1
2005年 18.1 77.4 104.9 43.2 6.4 0.2
2010年 20.4 92.1 128.7 75.6 12.7 0.3
2015年 21.6 107.8 165.4 104.6 24.2 0.6

表 各年の1,000人当たりの年齢調整無配偶婚姻率

および有配偶出生率

年
無配偶婚姻率 有配偶出生率

非就業者 就業者 非就業者 就業者

1995 122.47 47.44 116.73 46.76
2000 91.20 44.69 126.44 48.39
2005 66.29 39.08 128.91 47.94
2010 51.63 41.87 159.36 66.89
2015 40.20 43.42 177.01 88.59

1995年の非就業者における年齢構成を参照値として

いる。
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ての時代効果においても，非就業者で一貫して減少

しているのに対し，就業者では減少しているわけで

はなく，2005年以降上昇傾向に転じている。コホー

ト効果に着目した場合には，とくに若いコホートに

おいて非就業者の効果が最も小さくなっており，非

就業者の婚姻率の低下は今後も継続することが予想

される。近年では非就業者の無配偶女性の婚姻率が

顕著に減少する傾向があることから，女性の社会進

出は就業者の割合を増やすだけでなく，非就業者の

婚姻率の低下を助長する効果がある可能性がある。

つまり，現状において雇用が不安定な若年男性の婚

姻率が低いということが示されているが6,27,28)，女

性に関しても所得のある就業者の方が非就業者より

も婚姻しやすくなる傾向に移行していくことが考え

られる。女性就業率や所得の上昇が少子化の要因と

して論じられることが多いが4,29)，対象とした20年
間の間において傾向が変化してきているといえる。

背景として，2015年の出生動向基礎調査においては

子供を持つことによる費用の問題が子供を持たない

ことの選択につながっていることが示されてお

り29,30)，子供の費用に関する懸念が婚姻動向に影響

していることも考えられる。

なお，日本人女性の婚姻率について APC モデル

を用いた分析を行った先行研究では1997年から2005
年まで時代効果は上昇しており16)，本研究の結果と

異なる。表 3 が示すように1995年から2005年におい

ては就業状況によらず無配偶婚姻率が減少している

年齢階級が多く，時代効果も減少傾向を示すと考え

られる。そのため，先行研究の結果は有配偶者人口
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図 日本人女性の各年齢階級における世代による無配偶婚姻率・有配偶出生率の変化

この図は，各年齢階級における無配偶婚姻率と有配偶出生率のコホート（生まれ年）による変化を就業
状況ごとに示している．なお，無配偶婚姻率および有配偶出生率を対数変換した値を提示している．
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の動向に影響を受けている可能性がある。時代効果

が2005年から上昇に転じた要因として考えられるの

が雇用の安定である。失業率も2009年近辺から減少

しており31)，女性の就業状況を問わず婚姻率の減少

を抑制する方向に作用した可能性がある。この点は

後述する有配偶出生率についても同様であり，出生

率の失業率の関係については都道府県単位の分析に

おいても認められている32)。コホート効果に関し

て，先行研究では1966年を変曲点としてコホート効

果が減少傾向に転じるが16)，1982年からは増大トレ

ンドに転じることが示されている。ただ今回，無配

偶婚姻率に着目するとともに就業上状況別に検討し

た場合，若いコホートほど婚姻率が減少しているこ

とが明らかとなった。つまり，コホート効果は，就

業者においても2005年以降上昇している時代効果と

は動向が異なっており，要因としては雇用状況の悪

化，価値観の変化，女性の高学歴化などが挙げられ

る。ただ，コホート効果が頂点を示した197080年
生まれのコホートはいわゆる就職氷河期世代であ

り33)，失業率や就職率の点ではその後のコホートは

改善されていることが考えられるため，高学歴化や

価値観の変化が影響していると考えられる。とくに

非就業者におけるコホート効果の減少が顕著であり，

20代前半の学生の割合の増加が影響している可能性

がある。他の考えられる説明としては，若いコホー

トほど婚姻年齢が上昇することにより若いコホート

のコホート効果が小さくなっている可能性がある。

有配偶出生率について，表 3 が示すように就業の

有無によらず全体として上昇傾向であり，日本の人

口に対する出生率は1995年から2015年までの間は減

少傾向であるが2)，有配偶出生率は減少しているわ

けではないことがわかる。この間，2008年には世界

金融危機が発生するとともに，2011年には東日本大

震災が発生し，被災地域では有意に出生率が減少し

たことが示されているが34)，日本全体では減少は見

られなかった。本研究は 5 年ごとのデータを分析し

ているため，これら要因の影響を受けなかった可能

性もある。有配偶出生率の上昇の一因としては，表

1 が示すように有配偶者が減少する中で出産意欲の

高い有配偶者の割合が増加していることが考えられ

る。その他，無配偶出生率と同様に雇用の効果や不

妊治療の普及が影響している可能性がある35)。一方

で，表 5 が示すように就業有無によらず時代効果は

上昇傾向を示したが，コホート効果については

19711975世代以降低下傾向となっている。1946

1950年生まれのコホートと比べれば効果の大きさは

大きいとはいえ，若いコホートになるほど有配偶出

生率が小さくなっており，コホート間に着目した場
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表 就業状況別での無配偶婚姻率・有配偶出生率に対する APC 分析の結果

無配偶婚姻率比 有配偶出生率比

非就業者 就業者 非就業者 就業者

年齢効果

2024歳 1.65(1.23, 2.19) 1.68(1.29, 2.20) 10.17(6.81, 14.71) 9.24(6.05, 13.42)
2529歳 5.28(4.39, 6.30) 3.96(3.35, 4.69) 6.21(4.84, 7.83) 6.88(5.29, 8.74)

3034歳 2.78(2.57, 3.02) 2.78(2.57, 3.01) 3.60(3.22, 4.01) 4.64(4.14, 5.18)

3539歳 1.07(0.99, 1.17) 1.21(1.12, 1.31) 1.50(1.35, 1.67) 1.67(1.50, 1.86)
4044歳 0.33(0.27, 0.39) 0.37(0.31, 0.44) 0.29(0.23, 0.38) 0.25(0.20, 0.33)
4549歳 0.12(0.09, 0.16) 0.12(0.09, 0.16) 0.01(0.01, 0.01) 0.01(0.01, 0.01)
時代効果

1995年 1.34(1.07, 1.70) 1.02(0.83, 1.27) 0.81(0.60, 1.12) 0.80(0.59, 1.12)
2000年 1.11(0.98, 1.26) 0.93(0.83, 1.05) 0.83(0.70, 0.98) 0.78(0.66, 0.94)
2005年 0.91(0.86, 0.96) 0.87(0.83, 0.92) 0.88(0.82, 0.94) 0.79(0.74, 0.85)
2010年 0.84(0.74, 0.95) 1.00(0.89, 1.13) 1.16(0.98, 1.37) 1.16(0.97, 1.37)

2015年 0.88(0.70, 1.10) 1.20(0.97, 1.49) 1.45(1.06, 1.96) 1.74(1.24, 2.36)
コホート効果

19461950年 0.90(0.54, 1.50) 0.65(0.40, 1.05) 0.56(0.27, 1.07) 0.47(0.22, 0.91)
19511955年 0.91(0.60, 1.35) 0.67(0.45, 0.98) 0.63(0.35, 1.07) 0.54(0.29, 0.91)
19561960年 1.12(0.83, 1.50) 0.87(0.66, 1.14) 0.90(0.60, 1.33) 0.81(0.52, 1.19)
19611965年 1.26(1.05, 1.51) 1.08(0.90, 1.28) 1.14(0.89, 1.46) 1.14(0.87, 1.45)
19661970年 1.39(1.27, 1.51) 1.24(1.14, 1.34) 1.35(1.20, 1.50) 1.44(1.28, 1.62)
19711975年 1.31(1.21, 1.43) 1.33(1.23, 1.44) 1.35(1.20, 1.51) 1.48(1.32, 1.66)
19761980年 1.17(0.98, 1.42) 1.34(1.13, 1.60) 1.28(1.01, 1.66) 1.42(1.11, 1.86)
19811985年 0.96(0.72, 1.30) 1.21(0.92, 1.59) 1.16(0.79, 1.75) 1.26(0.86, 1.94)

19861990年 0.75(0.51, 1.14) 1.06(0.72, 1.55) 1.03(0.61, 1.81) 1.13(0.67, 2.06)

19911995年 0.56(0.33, 0.94) 0.88(0.54, 1.41) 1.00(0.52, 2.01) 1.01(0.52, 2.13)

表中の括弧内は95信用区間の値を示している。
† 各率比の値は，各効果内での相対的な率比を示している。たとえば，非就業者の無配偶婚姻率比について，2024

歳における推定値は1.65であり，2529歳における推定値は5.28であることから，2529歳では2024歳と比較して，

5.28/1.65＝3.2倍，無配偶婚姻率が高いことを示している。
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合にはコホート効果の減少傾向も認められた。就業

状況による違いに着目した場合，時代効果について

は1995年度を起点とすると，2015年度において就業

者の方が効果の増加度合いが大きくなっている。ま

た，コホート効果についても19461950年生まれの

コホートを起点としてみた場合には，以降のコホー

トにおいて就業者の方が効果の増加度合いが大きい

ことがわかる。非就業者の方が一貫して有配偶出生

率に対する時代効果，コホート効果が大きいが，要

因としては婚姻後も仕事を継続した場合に出産が困

難であることや，有配偶者における非就業者の女性

は就業者の女性よりも経済的に安定している場合が

あることが考えられる36)。一方，就業者と非就業者

の有配偶者出生率に対する時代効果，コホート効果

が縮小する傾向がある要因として，表 1 に示すよう

に非就業者に対する就業者の割合は増える傾向にあ

り，婚姻後に出産のため離職する人の割合が低下

し，就業を継続する人が増加することで就業状況に

よる違いが小さくなっている可能性がある。ただ，

無配偶婚姻率と比較した場合，有配偶出生率に関す

る就業者と非就業者の差の縮小度合いは小さく，近

い将来において就業者の有配偶出生率が非就業者を

上回ることはないと考えられる。よって，とくに有

配偶者就業者における子育て支援は今後より必要で

あると考えられる。なお，日本人女性の出生率のコ

ホート効果を算出した先行研究では1992年から2005
年まで時代効果はわずかに上昇しており37)，本研究

の非就業者の結果と類似していた。また，先行研究

ではコホート効果については1977年生まれを変曲点

として増大トレンドに転じており，本研究の結果と

は異なる。上昇の要因として，雇用状況のほか，少

子化対策の効果が考えられる。2000年から2004年度

までは新エンゼルプランが出され，2003年には次世

代育成支援対策基本法，少子化対策基本法が施行さ
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図 各年齢・時代・コホートにおける就業者の非就業者に対する無配偶婚姻率比および有配偶出生率比

図中の実線は推定値を示し，網掛けは95信用区間の範囲を示している．
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れ38)，主に2000年以降の少子化対策が功を奏した可

能性がある。コホートの効果の変曲点については，

無配偶出生率の結果と比較的類似している。考えら

れる要因として，就業状況によらず2005年以降各年

齢階級で有配偶出生率が上昇しており，とくに35歳
以上での有配偶出生率の上昇率が大きいため，相対

的に若いコホートほどコホート効果が小さくなって

いると考えられ，コホート効果の減少は晩産化現象

を反映している可能性がある。そのほか，無配偶婚

姻率の結果と同様，雇用状況以外の要因である高学

歴化などの要因がコホート効果の動向に影響してい

る可能性がある。

次に，期間合計特殊出生率の19952015年におけ

る変化に対する就業状況別での無配偶婚姻率および

有配偶出生率の影響について総括する。2005年にお

いて期間合計特殊出生率が上昇に転じているため，

2005年以前と以降で分けて考えると，2005年以前で

は就業状況によらず無配偶婚姻率が減少しており，

とくに非就業者における無配偶出生率の減少度合い

が大きく無配偶婚姻率全体の動向に影響したと考え

られる。表 2 より，婚姻数に着目しても非就業者に

おける件数の減少が顕著であるのがわかる。表 3 よ

りとくに20代における非就業者の無配偶婚姻率の減

少が著しく，学生の割合が増えたことなどにより若

年女性の婚姻事例が年代を追うごとに減少してきた

と考えられる。19702000年における期間合計特殊

出生率の低下において婚姻と夫婦出生力の低下では

婚姻による影響が大きいという研究もあり39)，2005
年以前までの20代における無配偶婚姻率の減少（と

くに非就業者）が合計特殊出生率の継続的な減少に

寄与してきたことが推測される。一方，表 5 より，

2005年以降では無配偶婚姻率の低下が非就業者にお

いて鈍化するとともに，就業者では上昇に転じてい

る。具体的には表 3 が示すように就業者において25
歳以上の無配偶婚姻率が上昇に転じている。加え

て，有配偶出生率は就業状況を問わず上昇を続けて

いることから，期間合計特殊出生率も上昇に転じた

と考えられる。期間合計特殊出生率の上昇が夫婦出

生力の上昇や出産を経験していない有配偶者の割合

の増加に寄与することはすでに指摘されている

が3,35)，本研究より非就業者における無配偶婚姻率

の低下の鈍化と就業者における無配偶婚姻率の上昇

も寄与することが示唆された。一方で，繰り返しに

なるが表 5 が示すように就業状況を問わず，無配偶

婚姻率・有配偶出生率ともに1970年代付近から継続

的に減少傾向となっている。これは，30代以降では

時代を追うごとに無配偶婚姻率・有配偶出生率が上

昇傾向である一方で，20代では減少または上昇度合

いが小さい晩婚化・晩産化現象に起因すると考えら

れる。そのため，今後も期間合計特殊出生率が上昇
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を続けるかは不透明であるといえる。

本研究の限界について，1 つ目に，婚姻や出生時

の就業状況はあくまで婚姻および出生の届出時のも

のが測定されている。そのため，妊娠するまでは就

業していた女性が出産前に退職した場合や，婚姻が

決まったために婚姻前に退職した場合は非就業者の

扱いとなっている。婚姻や出生に際して就業者から

非就業者に移行することが多い場合，就業者の無配

偶婚姻率および有配偶出生率が本来の値よりも低い

値を示すのに対して，非就業者では本来の値よりも

高い値を示していることが考えられる。その場合，

非就業者に対する就業者の無配偶婚姻率比および有

配偶出生率比が過小評価されている可能性がある。

就業者であったが婚姻や出生の届出前に退職したと

いう女性の割合がどの程度であるかについて，社会

調査を行う意義があると考えられる。他の限界とし

て，本研究で用いた就業別での出生数の中には父親

が日本人で母親が外国人である出生数も含まれてい

る。人口動態統計によれば，全出生のうち，父親が

日本人で母親が外国人である出生の割合は1995年お

よび2000年で1.1，2005年で1.2，2010年で1.1，

2015年で0.9であり40)，割合としては小さいが本

研究における有配偶出生率の値は過大評価されてい

る。その他，本研究では就業者と非就業者の比較を

行ったが，就業者においても正規雇用と非正規雇用

といった就業形態の違いが存在し，非正規雇用の場

合には婚姻や出産が困難になるといった報告もあ

る41)。今後，職種や就業形態の違いに着目した分析

も有効であると考えられる。

本研究の意義について，少子化の問題を論じる際

に雇用の改善や女性が働きやすい環境づくりが論じ

られることが多くある。一方，現状において人口動

態統計をもとに日本人女性における就業状況の違い

による婚姻率・出生率の動向を分析した資料はない

ため本研究の結果は就業状況と婚姻・出生率の関係

を示す資料となると考えられる。無配偶婚姻率に関

して，就業者の方が年齢，時代，コホートを問わず

高い値を示したが，非就業者に対する就業者の無配

偶婚姻率比が時代とコホートを経るごとに上昇して

おり，この傾向が継続した場合に今後，就業状況に

より婚姻率に格差が生じることが考えられる。婚姻

状況は国内外を問わず各種疾患の死亡率と関係する

ことが示されており42～44)，配偶関係がソーシャル

サポートとなることや婚姻者の方が健康的な生活習

慣を送りやすいことが要因として挙げられている。

そのため，本研究の結果は社会経済要因による健康

格差の動向に関する資料となりうると考えられる。

また，有配偶出生率については本研究の結果から非

就業者における出生率が就業者よりも年齢，時代，

コホートを問わず統計学的に有意に高いことがわ

かった。本来，子供の養育費のための費用が必要で

ある一方29)，就業と出産の両立が困難であるため，

非就業者となる場合も多くあると考えられ，出生率

の減少の一因となってきたと思われる。仕事と出産

の両立のための施策が多く実施されているが3)，本

研究の結果は就業を継続しながら出産が可能な社会

について今後も検討が必要であることを示唆してい

る。

 結 語

無配偶婚姻率については就業状況間の差が年度を

追うごと，および若いコホートになるほど縮小して

いることがわかった。一方，有配偶出生率について

は非就業者では就業者よりも年齢，時代，コホート

を問わず統計学的に有意に高いことがわかった。

本研究において開示すべき利益相反はありません。

(
受付 2020.5.18
採用 2020.8. 7)
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Marriage and fertility rates of Japanese women according to employment status:
An age-period-cohort analysis

Tasuku OKUI

Key wordsage-period-cohort analysis, Japanese women, birth rates, employment status, Bayesian
estimation

Objectives This study aimed to examine employment status diŠerences in the marriage and fertility rates of
Japanese women via an age-period-cohort (APC) analysis.

Methods We used data collected from 1995 to 2015 in Japan based on the government's `̀ Report of Vital
Statistics: Occupational and Industrial Aspects,'' which recorded the marriage rates of unmarried
adults and fertility rates of married adults-according to their employment status. A Bayesian APC
analysis was performed to identify changes in marriage and fertility rates based on three eŠects: age,
period, and cohort. Finally, we calculated the marriage and fertility rate ratios between non-
employed and employed women for each age group, period, and cohort.

Results The APC analyses showed that the period eŠect on marriage rates for non-employed women
decreased during the periods analyzed, while that for employed women increased from 2005.
Meanwhile, the period eŠect on fertility rates increased regardless of employment status, albeit to a
larger degree for employed women. The cohort eŠect on marriage rates began to decrease from
cohorts born in the 1960s for non-employed women, and from cohorts born in the 1970s for
employed women. And the degree of the decrease was larger among non-employed women than
those employed. Meanwhile, the marriage rate ratio increased from 0.46 (95 CI: 0.21, 0.90) in
the cohort born between 1946 and 1950 to 1.00 (95 CI: 0.45, 1.92) in the cohort born between
1991 and 1995. Finally, the fertility rate ratio increased from 0.31 (95 CI: 0.12, 0.69) in the
cohort born between 1946 and 1950 to 0.38 (95 CI: 0.14, 1.81) in the cohort born between 1991
and 1995.

Conclusion Employment status diŠerences in the marriage rates of unmarried adults and fertility rates of
married adults decreased among younger Japanese cohorts and in recent years. By contrast, there
were statistically signiˆcant diŠerences in fertility rates of married adults based on employment
status, even in cohorts born more recently.

Kyushu University Hospital
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逝去された名誉会員等への追悼文

小町喜男先生の功績を偲んで

1927年11月 5 日 生まれ

1952年 大阪大学医学部卒業

1955年 大阪大学医学部公衆衛生

学助手

1959年 大阪府立成人病センター

勤務

1967年 大阪府立成人病センター

集団検診第一課長

1975年 大阪府立成人病センター集団検診第一部長

1980年 筑波大学社会医学系教授

1982年 筑波大学老化特別プロジェクト長併任

1990年 筑波大学名誉教授

同 年 大阪府立公衆衛生研究所長

1996年 大阪府立公衆衛生研究所名誉所長

日本公衆衛生学会名誉会員小町喜男先生が2020年

6 月10日逝去されました。先生は，大阪大学公衆衛

生学関悌四郎教授の下より，1959年に大阪府立成人

病センターに勤務されました。成人病の名称は厚生

省が用いて間もなく，新たに挙がってきた 3 大死因

（脳卒中，心疾患，がん）への取り組みの開始の時

でした。大阪府立成人病センターを基盤として組織

的に循環器疾患対策を開始しました。その当初は日

本人に多発する脳卒中の原因解明も充分でなく，ま

して発症を予防するなど考えられないという意見が

大勢でした。しかし文化国家で脳卒中死亡率が一番

高いということは，逆に考えればそれを減らしうる

ことだと思い，小町先生はこの仕事を始めました。

ここで重視したことは地域住民の中に入り，仕事の

大切さを話し合いながら，対策のための組織づくり

をする一方，正確に健康度を測定する手技の開発，

診断基準の標準化，さらに一般化を考えることであ

り，この仕事には多くの困難がありました。診断手

技の開発，標準化，一般化を進めながら，健診で発

見されたリスク有所見者に対する生活指導を行うこ

とを第一の課題とし，疫学調査に関することは第二

の課題としました。これが50余年にわたって後継者

に引き継がれて地域で仕事を継続できた原因でし

た。地域住民の健康対策を第一にした取り組みは

1993年秋田県井川町名誉町民の表彰に示されていま

す。さらに，1999年，公衆衛生を専門に行って来た

者にとって最高の栄誉なことである保健文化賞を授

与されました。疫学調査は第二の課題としながら，

研究成果は，日本人の脳卒中とくに脳出血の成因は

欧米人の虚血性心疾患のそれとは大いに異なり，当

時の質素な食生活と重労働によることを明らかにし

てきました。すなわち，動脈硬化の原因は動物性脂

肪の摂りすぎのために起こるといわれてきた中で，

日本では都会より農村に脳卒中が多発することに着

目し，現地に密着した疫学調査により本質を追求す

ることを重視した研究を進めました。これにより，

日本人の脳卒中多発の大きな要因は，動物性食品の

摂取不足に基づく低コレステロール状態と塩分多量

摂取による高血圧であることを解明しました。これ

は虚血性心疾患が多発する欧米の研究をもとに高コ

レステロールが原因と考えていた昭和40年代の医学

的常識を覆すエポックとなりました。さらに，保健

衛生行政においても，循環器疾患の予防管理活動の

実績をもとに，地域の特性の把握の上に立って疾病

の予防管理を行うことを国の審議会，委員会で提言

を行い，国民健康づくり計画モデル事業が実施さ

れ，わが国の健康対策が推進されました。この上，

予防対策の実践に従事する人材の教育研修に力を注

ぎ，日本循環器管理研究協議会理事長の時に循環器

疾患予防に携わる医師，保健師のセミナーを創始し

ました。本セミナーは32年を経て，なお発展をして

います。学会においての働きは，日本公衆衛生学会

理事，日本脳卒中学会理事，第48回日本公衆衛生学

会総会学会長，第 1 回日本疫学会学会長，日本循環

器管理研究協議会理事長を務めました。また，国の

審議会や委員会では，厚生省公衆衛生審議会委員

（健康増進部会，老人保健部会），厚生省昭和55年循

環器疾患基礎調査委員会委員（解析小委員長），厚

生省地域保健将来構想検討委員会委員等，学会およ

び行政施策両面に大きな足跡を残しています。これ

らの数々の業績を遂げたことについて小町先生自身

の言葉で語ると，「先師関悌四郎先生のお勧めに従

い公衆衛生に志して，先輩並びに一門の士に恵ま

れ，自由に研究や実践活動を行うことができまし

た。さらには大阪，秋田，高知，茨城その他の地

域，職域の方々の献身的なご協力があったからこそ

できた仕事であると思っています。」

公衆衛生を中心としての研究，教育，行政の広い

領域においての功績により，2001年11月 勲 3 等瑞

宝章を受勲されました。

元 大分医科大学公衆衛生医学教授

小澤秀樹
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篠崎英夫先生を悼んで

1943年10月 5 日 生まれ

1969年 慶応義塾大学医学部卒業

1977年 広島県公衆衛生課長

1987年 静岡県衛生部長

1994年 厚生省大臣官房厚生科学

課長

1996年 厚生省障害福祉部長

1998年 厚生省科学技術審議官

1999年 厚生省保健医療局長

2001年 厚生労働省健康局長

2001年 厚生労働省医政局長

2003年 国立保健医療科学院院長

2009年 国立保健医療科学院名誉院長

私が昭和57年に厚生省入省時，最初に配属された

のが公衆衛生局地域保健課で，その時の課長補佐が

篠崎先生でした。その後本年 3 月にご逝去されるま

で約40年間，公私に亘りお世話になりました。医系

技官としての最初の上司であったため，私にとって

医系技官のロールモデルであり，メンターでもあり

ました。

先生は慶応大学医学部の学生時代から公衆衛生分

野の道を歩まれる志を抱かれ，公衆衛生修学生とな

られました。医学部卒業後，神奈川県に入職され，

鎌倉保健所から公衆衛生行政官としてスタートさ

れ，平成21年に国立保健医療科学院の院長を退官さ

れるまで40余年間の長きに亘り公衆衛生行政官とし

てご活躍されました。この間，厚生省・厚生労働省

本省のみならず，広島県に公衆衛生課長として，静

岡県に衛生部長として出向され，さらには WHO
西太平洋地域事務局にも出向されました。

それぞれの勤務先で様々な法律や制度の改正に取

り組まれ，多くの功績を残されていますが，先生の

大きな影響を受け私の専門分野ともなった国際保健

の分野における先生のご活躍について紹介させて頂

きます。

先生は医学生の時から将来，国際的な場で活躍し

たいというご希望をお持ちだったようです。厚生省

入省後，英国マンチェスター大学に留学され，主に

精神保健学を学ばれました。この留学を通じ，国際

的に活躍したいという思いを一層強く持たれ，その

後広島県出向中に WHO 西太平洋地域事務局の精

神衛生課長への就任要請を受け，広島から直接マニ

ラに赴任されました。故中嶋宏先生が日本人として

初めて WHO 西太平洋地域事務局長として選出さ

れ，マニラに着任される前でしたが，中嶋先生が着

任後はその右腕として中嶋先生を支えられました。

ところで先生の英語をお聞きなった方は覚えている

かもしれませんが，どこかインド人の訛りがありま

した（笑）。これは WHO に勤務時代，最も親しか

った同僚のディロン氏というインド人職員がいて，

先生は彼の英語から随分影響を受けたのだと冗談交

じりに話しをされていました。

中嶋先生の信頼が厚く，先生ご自身もそのまま

WHO 勤務を続けたいという希望があったようです

が，ご尊父の病気のため帰国を決断され，厚生省に

戻られました。その後の WHO では中嶋先生の地

域事務局長の再選挙そして本部事務局長選挙とその

再選挙が 5 年毎に繰り広げられましたが，先生は引

き続き様々な形で中嶋先生を支えられました。一

方，先生は 2 度にわたり WHO の執行理事を務め

られ，WHO 西太平洋地域委員会の議長もされまし

た。さらに WHO 本部の Health Research 委員も歴

任し，世界の医学研究分野のリーダーと共に WHO
の研究分野の方向性に関する議論に参加されまし

た。私も WHO 執行理事会をはじめ，先生が出席

された国際会議や海外出張に何度かお供をさせて頂

きましたが，「篠崎流外交術」から多くを学ばせて

頂きました。

こうした長年にわたる WHO を中心とした国際

的な活動を通じて知己を得た，世界のリーダーとの

親交もご逝去される直前まで続けられました。とり

わけ中嶋先生の後任として WHO 西太平洋地域事

務局長になられた韓国人のハン先生との交流は長

く，お互いにソウルと東京を訪問し合い旧交を温め

ていらっしゃいました。そのハン先生は本年 2 月に

ご逝去され，その後を追うように先生がご逝去され

たのも何かの因縁かと思わざるを得ません。

新型コロナウイルス流行の終息を見られぬままに

ご逝去されましたが，生粋の公衆衛生行政官とし

て，また国際保健の草分けとして，厚生労働省や

WHO の対応を病床から心配されていらしたのでは

ないかと拝察します。ここに改めて先生のご功績と

ご遺徳を偲び，心よりご冥福をお祈り申し上げます。

聖路加国際大学公衆衛生大学院教授

遠藤弘良
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久道茂先生を追悼して

1939年 1 月 3 日 生まれ

1963年 東北大学医学部卒業

1972年 宮城県対がん協会検診セ

ンター長

1981年 東北大学医学部教授

1995年 東北大学大学院医学系研

究科長・医学部長（2001

年まで）

2002年 宮城県病院事業管理者兼宮城県立がんセンター

総長

2007年 宮城県対がん協会会長

日本公衆衛生学会名誉会員 久道茂先生が2020年

10月24日に逝去されました。生前のご厚情に深く感

謝申し上げ，ご功績を偲び，追悼の文を捧げさせて

いただきます。

久道先生が東北大学医学部をご卒業後に入局され

た第 3 内科は当時，X 線装置を載せた車を開発し

て宮城県内各地で胃がん検診を始めたばかりでし

た。先生も胃がん検診の発展に尽力され，33歳の若

さで宮城県対がん協会検診センター長に就任されま

した。そこで，がん検診の普及・啓発から 1 次検診

と精密検査の実施，データ管理までを一貫して行う

「宮城方式」を確立し，それはがん検診のモデルと

して全国に普及しました。また，検診の精度評価，

がん検診の死亡率減少効果に関する疫学的評価など

で数々の業績をあげられました。

これらの業績により1981年に東北大学医学部公衆

衛生学講座の教授に抜擢されました。教授としての

数々のご業績の中で最も特筆すべきは，1990年に宮

城県コホート，1994年に大崎国保コホートという各

5 万人規模のプロジェクトを実現されたことです。

このコホート創設・運営の経験が，東北メディカ

ル・メガバンク機構の15万人コホートを可能にした

と言っても過言ではありません。

久道先生は，3 期 6 年にわたって医学系研究科

長・医学部長を務められ，大学院重点化を完成され

ました。その際，時代の動向に即した方向へ研究分

野の再編を図り，任期中に36人の教授（定員の約 3
分の 1）を選任するなど，本研究科の発展の基礎を

作り上げられました。

2002年に定年退官された後は，宮城県病院事業管

理者・宮城県立がんセンター総長を経て，2007年に

古巣である宮城県対がん協会の会長に就任され，

2020年 6 月に退任されるまで宮城県民のがん予防と

公衆衛生の向上に尽くされました。

先生は，第45回日本公衆衛生学会（1986年）第 4
回日本疫学会（1993年）の会長，日本医学会副会長

などを務められました。さらに文部省医学・歯学委

員，厚生労働省厚生科学審議会会長などを歴任され

て，国の文教行政や厚生行政にも多大な貢献をされ

ました。

以上のご功績により，日本癌学会長與又郎賞，朝

日がん大賞など，数々の賞を受けられましたが，ご

本人にとって最も嬉しかった賞は，生まれ故郷であ

る宮城県涌谷町の名誉町民に推戴されたことではな

かったでしょうか。

このように書くと，とても偉くて堅苦しい感じが

しますけれども，久道先生は肩書きを感じさせない

ユーモラスな発言で場を和ませる方でした。何より

も，気配りの方でした。先生とご一緒させていただ

くと，なんとも言えない安心感に包まれるのです。

先生は褒めて育てることが上手で，私たち門下生の

個性を伸ばすことを楽しんでおられたようです。ま

た先生は，「茂堂 久（もどう・ひさし）」というペ

ンネームで小説を 6 冊も書かれました。現代医学と

サスペンスを絡ませたストーリーにはファンも多

く，この度，東北大学生協医学部店は「茂堂久先生

追悼コーナー」を設置してくれました。

先生は私たちに，研究者や教育者としてのあるべ

き姿，そして「おおどか」な生き方について，身を

以て教えてくださいました。先生から賜った数々の

学恩に改めて感謝申し上げます。

ご冥福をお祈り申し上げます。

東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野教授

 一郎
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表 1 投稿原稿の種類

種 類 内 容 制限頁

1．論 壇

Sounding Board

公衆衛生の活動，政
策，動向などについて
の提案・提言

5 頁

2．総 説

Review Article

研究・調査論文の総括
および解説

12頁

3．原 著

Original Article

公衆衛生上重要で科学
的な研究・調査に関す
る論文

10頁

4．公衆衛生活動報告

Public Health Report

公衆衛生活動に関する
実践報告

10頁

5．資 料

Information

公衆衛生上有用な資料 10頁

6．会員の声

Letter

掲載論文等に対する意
見，海外事情，関連学
術集会の報告など

1 頁

（刷上り 1 頁はほぼ1,800字に相当する）

表 2 投稿原稿の構成

項 目 準ずる項目 内 容

抄 録 要旨，まとめ 目的・方法・結果・結論にわ
けて，見出しをつけて記載す
ること。（1,000字以内）

キーワード （6 個以内）

緒 言 はじめに，まえ
がき

研究の背景・目的

研究方法 方法と対象・材
料等

研究・調査・実験・解析に関
する手法の記述および資料・
材料の集め方

研究結果 研究成績 研究等の結果・成績

考 察 考察 結果の考察・評価

結 語 おわりに，あと
がき

結論（省略も可）

謝辞等 謝辞，当該研究への助成や便
宜供与など

文 献 文献の記載は8.15）に従う

表 3 公衆衛生活動報告の構成（例)

項 目 準ずる項目 内 容

抄 録 要旨，まとめ 目的，方法，活動内容，結論
にわけて，見出しをつけて記
載すること。（1,000字以内）

キーワード （6 個以内）

 はじめに まえがき 活動の背景や目標，報告の目
的

 方 法 方法と対象 報告に用いた資料，活動の対
象や地域，検討の方法

 活動内容 活動結果 活動内容や取り組みの特徴，
活動の結果や継続性，資金や
人材の効率性

 考 察 考察 活動およびその結果の検討，
活動を通じて得られた知見，
教訓や課題，他事業に応用で
きる点や特殊な点

 おわりに あとがき，結
論

今後の活動への示唆（省略も
可）

謝辞等 謝辞，当該研究への助成や便
宜供与など

文 献 文献の記載は8.15）に従う
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1. 本誌への投稿は共著者も含めて日本公衆衛生学会会

員であることを原則とする。

2. 他誌に発表された原稿（印刷中，投稿中も含む）の

投稿は認めない。

3. 掲載論文の著作権は日本公衆衛生学会に帰属する。

「著作権委譲承諾書」には著者全員の記名および自署

を要する。

4. 一度投稿された原稿の差し替えには応じない。

5. 本誌は原則として投稿原稿およびその他によって構

成される。

1) 投稿原稿の種類とその内容は表 1 のとおりとする

（制限頁数は図表を含む）。

2) 本誌には上記のほか編集委員会が認めたものを掲

載する。

3) 投稿原稿のうち，原著の構成は原則として表 2 の

とおりとする。

（表 2 の構成によらない場合は投稿の際その理由を

付す）

4) 公衆衛生活動報告は，自治体や地域団体等が公衆

衛生活動を通して得た知見であって，他地域や団体

が類似の活動を行う際の参考となる内容の報告とす

る。構成は表 3 の例を参考に，制限頁数は10頁と

し，少ない頁数でも可能とする。

5) どの種類においても続報形式は認めない。

6. 投稿料は無料とする。投稿原稿が採用された場合は

掲載料を必要とする（会員の声を除く）。掲載料は理

事会の議を経て変更することがある。

投稿原稿が掲載された場合，当該原稿の制限頁数の

頁作成に要する費用の70を学会が負担する。制限頁

を超えた頁および図の作成に要する費用，ならびに別

刷代は全額著者負担とする。

7. 編集委員会は投稿原稿について修正を求めることが

ある。修正を求められた原稿はできるだけ速やかに再

投稿する。修正を求められた日から 3 か月以上経過し

た場合は，投稿取り下げとみなす。なおこの原稿につ

いて新たな投稿は妨げない。

編集委員会で修正を求められ再投稿する場合は，修

正箇所を下線等で明示した原稿と，指摘された事項へ

の対応を具体的に説明する回答を別に付ける。

8. 投稿原稿の執筆要領

1) A4 サイズまたはレターサイズに，横書き25字×

32行として作成する。数字およびアルファベットは

原則として半角とする。なお，この書式から大きく

逸脱し，または制限頁数（表 1）を大幅に超過する

場合は返却することがある。

2) 新仮名遣いを用い，できるだけ簡潔に記述する。

誤字やあて字が多く，日本文として理解が困難な場

合や，文法上の誤りなどで英文として理解が困難な
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場合は返却することがある。

3) 投稿原稿は日本語か英語とする。英文の場合は英

語の投稿規定を順守する。日本語の場合，図，表お

よび写真の説明は英文で記載してもよい。

4) 数字は算用数字を用い，単位や符号は慣用のもの

を用いる。

5) 特殊な，あるいは特定分野のみで用いられている

単位，符号，略号ならびに表現には簡単な説明を加

える。

6) 外来語は片仮名で書く。外国人名や適当な日本語

訳のない術語などは原綴を用いる。

7) 年の表記は，原則西暦を用いる。元号表記は，行

政資料の名称などどうしても必要な場合のみとする。

8) 図，表および写真には図 1，表 1 および写真 1 な

どの番号をつける。表は 1 頁に 1 つとする（図，写

真についても同じ）。

図，表および写真は白黒で掲載されるので，白黒

で十分理解できるものを作成すること。図は原則と

してそのまま掲載できる明瞭なものとする。

9) 原稿の表紙には表題，英文表題，著者名，所属機

関名，希望する原稿の種類，別刷必要部数，原稿枚

数（総文字数÷1,800字），図表および写真の枚数，

編集委員会への連絡事項および投稿論文責任著者の

氏名および連絡先（所属機関，所在地，電話，ファ

クシミリ，電子メールアドレス）を記す。

異なる機関に属する者が共著である場合は，各所

属機関に番号をつけて氏名欄の下に一括して示し，

その番号を対応する著者の氏名の右肩に記す。

10) 日本語の原稿には400語以内の英文抄録をつけ

る。ただし，論壇，公衆衛生活動報告，資料，会員

の声については，これを省略することができる。英

文抄録には表題，著者名，所属機関名，キーワード

を記し，構成は和文抄録（表 2）と同じく，目的

（Objectives）・方法（Methods）・結果（Results）・

結論（Conclusion）にわけて，見出しをつけて記載

すること。英文については，専門家によるチェック

を受けること。

11) 投稿原稿の内容が倫理的配慮を必要とする場合

は，必ず「方法」の項に倫理的配慮や研究対象者へ

の配慮をどのように行ったかを記載すること。

なお，ヒトを対象にした研究では，ヘルシンキ宣

言ならびに文部科学省・厚生労働省「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」あるいは他の適切

な指針に従うこと。動物を対象にした研究では，実

験が実施された組織における実験動物に係わるガイ

ドラインに則した研究であることが求められる。

倫理審査委員会の承認を得て実施した研究は，承

認した倫理審査委員会の名称および承認年月日を本

文中（方法）に記載する。

12) 当該研究遂行や論文作成に際して，企業・団体等

から研究費助成，試料提供，便宜供与などの経済的

支援を受けた場合は，謝辞等にその旨を記載しなけ

ればならない。

13) 前項の経済的支援につき，国内外のたばこ製造に

係る事業者またはその関連団体（喫煙科学研究財団

など）から受けているときは，査読の対象とせず，

返却する。

14) 投稿にあたってすべての著者は投稿時に，『日本

公衆衛生学会「公衆衛生学研究の COI に関する指

針」の細則』第 3 条にしたがい，「日本公衆衛生雑

誌 投稿時 COI 自己申告書」を提出しなければな

らない。申告書の内容については，謝辞等にその旨

を記載する。COI 状態がない場合も，謝辞等に

「開示すべき COI 状態はない。」などの文言を記載

し，自己申告書を提出する。

15) 文献の記載様式

 文献は本文の引用箇所の肩に1)，1～5)，1,3～5)など

の番号で示し，本文の最後に一括して引用番号順

に記載する。文献の著者が 3 人までは全員，4 人

以上の場合は 3 人までを挙げ，4 人目以降は省略

して，3 人の著者名＋『，他．』とする。英文の

文献で著者が 4 人以上の場合は，3 人の著者名＋

『，et al.』とする。

 雑誌名はその雑誌が使用している略名がある場

合は使用してもよい。ただし，その場合は原則と

してすべての文献の雑誌名について略名を使用す

ること。

 記載方法は下記の例に従う。

◯ 雑誌の場合

著者名．表題．雑誌名 発行年（西暦）巻

頁頁．

1) 玉腰暁子，武藤香織．多施設共同疫学研究

における中央事務局業務実態の類型化と今

後の標準化にむけて．日本公衆衛生雑誌

2013; 60: 631638.

2) Liu T, Howard RM, Mancini AJ, et al.

Kwashiorkor in the United States: fad diets,

perceived and true milk allergy, and nutritional

ignorance. Arch Dermatol 2001; 137: 630636.

◯ 単行本の場合

著者名．表題．編者名．書名．発行所所在地

発行所．発行年（西暦）頁頁．

3) 中村正和．特定健康診査・特定保健指導に

おける禁煙支援の意義と方法．大井田隆，中

村正和，尾崎哲則，編．特定健康診査・特定

保健指導における禁煙支援から始めるたばこ
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対策．東京日本公衆衛生協会．2013; 103

123.

4) Rothman KJ, Greenland S, Lash TL.

Modern Epidemiology. 3rd ed. Philadelphia:

Lippincott Williams & Wilkins. 2008; 258282.

 原則として，特殊な報告書，投稿中原稿，私信

などで一般的に入手不可能な資料は文献としての

引用を差し控える。

 インターネットのサイトは，他に適切な資料が

得られない場合のみ文献として使用してもよいこ

ととする。この場合は，サイト名とアドレスを簡

潔かつ明確に記載するとともに，アクセスした年

月日も付記すること。

5) 厚生労働省．平成21年度特定健康診査・特

定保健指導の実施状況（速報値）について．

2011. http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakai-

hosho/iryouseido01/dl/info02a_1.pdf (2013年

2 月22日アクセス可能）．

6) World Health Organization. Infant and

Young Child Nutrition: Global Strategy on In-

fant and Young Child Feeding. Report by the

Secretariat. 2002. http://apps.who.int/gb/

archive/pdf_ˆles/WHA55/ea5515.pdf (2013年

2 月22日アクセス可能）．

9. 投稿は，原則として以下のファイル（◯表紙・和文

抄録・英文抄録（ある場合）・本文，◯表，◯図，◯

著作権委譲承諾書・COI 自己申告書）をオンライン

投稿システムにアップロードすることによって行う。

原則的に◯は MicrosoftWord，◯◯は MicrosoftWord，

Excel，Power Point，◯は PDF ファイルで，それぞれ

アップロードする。◯には通しで行番号を付与する。

10. 投稿ウェブサイト

http://mc.manuscriptcentral.com/jjph2

オンライン投稿が困難な場合は事務局にご相談くだ

さい。

11. 投稿原稿の採否は編集委員会で審議し決定する。

12. 初校は著者が原稿の控えを用いて行う。校正の際

は，誤字脱字の修正は認めるが，内容の加筆・修正は

認めない。

13. その他，本規定に関する問い合わせは事務局へ。

「参考」

〈掲載料〉 1 頁 7,500円

別 冊 価 格 表

部数

頁
30 50 100 150 200 250 300 350 400

1～4 2,800 3,020 4,450 5,410 6,350 7,280 8,200 9,370 10,540
5～8 3,720 4,000 5,980 7,020 8,100 9,160 10,200 11,570 12,900
9～12 4,600 5,000 7,470 8,710 9,900 11,100 12,260 14,050 15,800

500部以上は別途計算になりますので，事務局にお問合わせください。

2020年 3 月 9 日改正
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■日本公衆衛生雑誌 投稿時 COI 自己申告書

日本公衆衛生雑誌 投稿時 COI 自己申告書

著者名

論文題名

（著者全員について，投稿時点の前の年から過去年間および出版受理時点までの期間を対象に，発表内容に関係する

企業・組織または団体との COI 状態を著者ごとに自己申告記載）

項 目 該当の状況 有であれば，著者名企業名などの記載

◯ 報酬額

1 つの企業・団体から年間100万円以上
有 ・ 無

◯ 株式の利益

1 つの企業から年間100万円以上，あるいは当該株

式の 5以上保有

有 ・ 無

◯ 特許使用料

1 つにつき年間100万円以上
有 ・ 無

◯ 講演料

1 つの企業・団体から年間合計50万円以上
有 ・ 無

◯ 原稿料

1 つの企業・団体から年間合計50万円以上
有 ・ 無

◯ 研究費・助成金などの総額

1 つの企業・団体から，医学系研究（共同研究，

受託研究，治験など）に対して，申告者が実質的

に使途を決定し得る研究契約金で実際に割り当て

られた100万円以上のものを記載

有 ・ 無

◯ 奨学（奨励）寄附金などの総額

1 つの企業・団体からの奨学寄附金を共有する所

属部局（講座，分野あるいは研究室など）に対し

て，申告者が実質的に使途を決定し得る研究契約

金で実際に割り当てられた100万円以上のものを

記載

有 ・ 無

◯ 企業などが提供する寄附講座

実質的に使途を決定し得る寄附金で実際に割り当

てられた100万円以上のものを記載

有 ・ 無

◯ 旅費，贈答品などの受領

1 つの企業・団体から年間 5 万円以上
有 ・ 無

（本 COI 申告書は論文掲載後 3 年間保管されます）

（申告日） 年 月 日

記名（自署）

910 第67巻 日本公衛誌 第12号 2020年12月15日
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Japanese Journal of Public Health:

Instructions to Authors
Since November 2004, the Japanese Journal of

Public Health has published English as well as

Japanese articles. Those who intend to publish an

English article should follow the instructions below.

Aims and Scope

The Japanese Journal of Public Health is intended to be a

vehicle for the exploration and discussion of broad

public health issues and is aimed in particular at

enhancing communication between researchers,

legislators, decision-makers, practitioners, and other

professionals in various areas of public health in

Japan and other countries. In order to achieve the

journal's objectives, authors are encouraged to write

in a non-technical style which is understandable to

public health practitioners and specialists from other

disciplines.

The Japanese Journal of Public Health is a‹liated with

the Japanese Society of Public Health (hereafter, the

society); the ˆrst author or the corresponding author

must be a current member of the society.

General

Every manuscript will be examined by members of

the editorial board and external reviewers to

determine whether it should be published in the

journal. Based on the reviews, some revisions may

be required. Final decisions will be made by the

editorial board. Rejected manuscripts and

illustrations will not be returned, unless otherwise

requested.

Types of contributions

1. Sounding Board: This covers suggestions,

proposals, or opinions regarding public health

policy, legislation, practice, and research.

Articles may be submitted or invited, and the

text is limited to 2,500 words.

2. Review Article: Reviews of and comments on

articles on progress in any ˆeld of public health.

Submitted or invited, the text is limited to 4,000

words, excluding tables, ˆgures, and

references. The total number of tables and

ˆgures should be no more than six.

3. Original Article: Submitted paper to document

results of original research. The material should

not have been previously published elsewhere,

except in a preliminary form. The text is limited

to 3,500 words, excluding tables, ˆgures, and

references. The total number of tables and

ˆgures should be no more than six.

4. Public Health Report: Reports on processes and

important ˆndings within public health

practice. The material should not have been

previously published elsewhere, except in a

preliminary form. The text is limited to 3,500

words, excluding tables, ˆgures, and

references. The total number of tables and

ˆgures should be no more than six.

5. Information: Submitted paper which is very

informative and/or contains original data

useful for public health. The text is limited to

3,500 words, excluding tables, ˆgures, and

references. The total number of tables and

ˆgures should be no more than six.

6. Letter: Opinions on various topics from

members of the society are welcome. However,

to be considered for publication, a manuscript

should be pertinent, factual, and concise. The

text is limited to 600 words with no tables or

ˆgures.

Preparation of manuscripts

Manuscripts written in English must be complete in

all respects, including ˆgures and tables. The

manuscript should be typed with double spaced,

consecutively numbered pages with wide margins.

Pages should be single sided and of uniform size.

Consecutive line numbers are added on text pages.

Manuscripts must be checked by a native English

speaker, and the author should submit proof of this

check.
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On the title page of the article, the numbers of words

in the text, tables, and ˆgures should be mentioned.

Author's full names and academic or professional

a‹liations should be included. The name and

address of the author to whom correspondence may

be sent should be indicated, including a telephone

number, fax number, and email address for

immediate inquiries from the society.

A structured summary (objectives, methods, results,

and conclusion) up to 400 words should be included

with the manuscript, except for a Sounding Board or

Letter, together with up to six key words which will

be used for indexing.

Illustrations must be submitted to the editors in

black and white, in a form and condition suitable for

reproduction. The illustrations must bear a title, and

be numbered with Arabic numerals according to the

sequence of their appearance in the text, where they

are to be referred to as Figure 1, Figures 24, etc.

Line drawings should be in black ink on drawing or

tracing paper. Lettering should be clear and of

adequate size to be legible after reduction.

Tables should be double spaced and typed in black

and white, each on a separate page, numbered in

sequence with Arabic numerals (Table 1, Table 2,

etc.). Each table should have a brief descriptive title,

and should be referred to in the text as Table 1, etc.

Literature citations should be made at appropriate

points in the text as numbers in brackets. All

references cited in the text should be listed at the end

of the paper on a separate page (also double

spaced), arranged in numerical order of their

appearance in the text, rather than in alphabetical

order. Literature references must be complete,

including names and initials of all authors (if there

are more than three, list the ˆrst three plus et al.),

title of the paper referred to, title of journal, year,

volume, and ˆrst and last page numbers. Journal

titles may be abbreviated in a formal manner (see

Example 1). The form of literature references to

books should be: author(s), initials, title of book,

publisher and city, year and page numbers (see

Example 2). References to authors contributing to

multi-author books or to proceedings printed in book

form should be in line with those for books (see

Example 3). Websites as a source of information are

allowed only if other sources are not available (see

Example 4). Otherwise, please refer to Uniform

Requirements for Manuscripts Submitted to

Biomedical Journals: Writing and Editing for

Biomedical Publication, issued by the International

Committee of Medical Journal Editors (http://

www.icmje.org/).

Examples:

1) Torres RA, Barr M. Impact of combination

therapy for HIV infection on inpatient census.

N Engl J Med 1997; 336: 15311532.

2) Drummond MF, O'Brien B, Stoddart GL, et

al. Method for the Economic Evaluation of

Health Care Programmes. 2nd ed. Oxford:

Oxford University Press. 1997; 5295.

3) Gurman AS, Kniskern DP. Family therapy

outcome research: knowns and unknowns. In:

Gurman AS, Kniskern DP, editors. Handbook

of Family Therapy. New York: Brunner/

Maazel. 1981; 742775.

4) World Health Organization. Infant and Young

Child Nutrition: Global Strategy on Infant and

Young Child Feeding. Report by the

Secretariat. 2002. http://apps.who.int/gb/

archive / pdf ˆles / WHA55 / ea5515.pdf

(accessed February 22, 2013).

Copyright

An author, when quoting from someone else's work

or considering reproducing an illustration or table

from a published book or journal article, should

make sure that they are not infringing on copyright.

Although in general an author may quote from other

published works, they should obtain permission

from the holder of the copyright if they wish to make
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substantial extracts or to reproduce tables, plates, or

other illustrations. If the copyright holder is not the

author of the quoted or reproduced material, it is

recommended that permission from the author

should also be sought. Material in unpublished

letters and manuscripts is also protected and must

not be published unless permission has been

obtained. A suitable acknowledgment of any

borrowed material must always be made.

Ethical consideration and con‰icts of interest

Human studies should be conducted in accordance

with the recommendations outlined in the

Declaration of Helsinki and those guidelines for

human studies issued by the authorized body in the

country where research is performed. Animal

experiments should be conducted in accordance with

guidelines for animal experiments established by

their institution. The authors should mention, if

necessary, ethical considerations in the text

(preferably in the section on method). Additionally,

the authors should mention if they have any con‰icts

of interest; if there are no con‰icts of interest, please

state `̀ none''. Moreover, all authors should submit a

self-certiˆed form of con‰ict of interest that can be

obtained from the journal.

Submission of manuscripts

Submission of a manuscript to the journal implies

that it is not under consideration for publication

elsewhere and furthermore that, with the exception

of review papers, it contains original work not

previously published elsewhere. On submission, all

the authors should sign a copyright transfer form

attached to the journal, which contains a statement

that a manuscript is not published elsewhere. Once a

manuscript is submitted, replacement of the

manuscript is not allowed. Submission of a

manuscript implies the transferal of copyright from

the authors to the society, in accordance for

publication.

Submission and publication fees

Submission is free. Printing fees will be charged at

the following rate: ¥7,500 for each page (a 70

discount will be given by the society up to the extent

of word limits) and actual expenses for illustrations

at the time of publication.

Proofs

Proofs will only be supplied to the author to check for

typesetting accuracy and no changes to the original

manuscript will be allowed at this stage. Return of

proofs should not cause delays in publication and the

society will proceed if proofs are not returned before

the deadline stipulated.

Reprints

Reprints of articles may be ordered by completing

and returning to the society the order form sent to

authors upon acceptance of their papers.

Address all submissions to:

http://mc.manuscriptcentral.com/jjph2

All inquiries to: Japanese Journal of Public Health

Japanese Society of Public Health

1298 Shinjuku, Shinjuku-ku

Tokyo 1600022

Revised September 1, 2018
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次号予告（第巻・第号）

原 著

病床機能報告制度を用いた日常生活動作とリハビ

リテーション提供時間の関係……小田太史，他

幼児期の甘い間食の習慣的な摂取と生活習慣に関

する乳幼児健康診査を活用した分析

……………………………………佐々木渓円，他

地域高齢者におけるロコモティブシンドロームと

認知機能低下の関連………………藤田和樹，他

資 料

平成28年歯科疾患実態調査の協力状況と生活習慣

との関連国民健康・栄養調査とのレコードリ

ンケージによる検討………………安藤雄一，他

917第67巻 日本公衛誌 第12号2020年12月15日

2020年の師走を迎えるにあたり，1 年前とは世界の価

値観が大きく変わったことを改めて思い起こしておりま

す。今年の流行語大賞として選ばれた「三密」という言

葉は，1 年前には存在していませんでした。感染拡大を

防ぎ，人々の心身の健康を守り，社会活動を継続するた

めに，皆様それぞれの立場で奮闘の日々を過ごしておら

れることと存じます。

本誌には WHO 健康開発総合研究センターの研究に

関する特別論文が掲載されています。COVID19に関す

る WHO からの情報の発信など，昨今の情勢下で大き

な役割を担っているセンターの機能について，わかりや

すくまとめられています。

原著論文としては，中小企業雇用者におけるワーク・

ファミリー・コンフリクトを取り上げた論文，豪雪地帯

農村部の高齢者の生活支援の担い手となる意向に関する

論文，地域住民のヘルスリテラシーと慢性疾患との関連

に関する論文が掲載されています。COVID19の影響を

受けて，中小企業における雇用の維持が大きな課題とな

り，また高齢者どうしの交流にも影響が出ています。ま

た COVID19に関連する様々な情報が絶え間なく発信

されている中，ヘルスリテラシーは重要なテーマである

といえます。いずれのテーマに関しても，状況の変化に

応じて更に研究が蓄積されていくことが期待されます。

このほか，女性の就業状況別の婚姻・出生率に関する

資料，ロールプレイを活用した研修に関する公衆衛生活

動報告も掲載されています。

日本公衆衛生雑誌では，今後も人々の健康に資する研

究や報告・資料を広く掲載し，公衆衛生活動の推進に寄

与していきたく存じますので，引き続き，幅広い分野か

らの投稿をお待ちしております。末筆ながら，読者の皆

様が健康に新しい年を迎えられること，そして事態が少

しずつでも改善に向かうことを心から祈念しておりま

す。 （永田智子）
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